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第１章 事業の経緯及び今年度の事業概要 

１-１ 事業の経緯 

駐留軍用地跡地利用に関する市町村支援事業（以下「市町村支援事業」という。）は、

駐留軍用地又は駐留軍用地跡地（以下「返還跡地等」という。）の跡地利用の推進を図るた

め、返還跡地等の所在市町村（以下「関係市町村」という。）が実施する返還跡地等の利用

に関する取組に対し、適切な支援を行うことを目的に平成 11 年度は直轄事業、平成 12 年

度からは委託事業にて実施している。 

 

【関係市町村：21 市町村】 

 国頭村、東村、名護市、本部町、伊江村、宜野座村、恩納村、金武町、読谷村、うる

ま市、嘉手納町、沖縄市、北中城村、北谷町、宜野湾市、浦添市、那覇市、久米島町、

渡名喜村、北大東村及び石垣市 

 
主な取組に係る経緯は次のとおりである。 
 
・専門家派遣 
○アドバイザー派遣（平成 11 年度～） 

市町村担当者への助言及び地権者勉強会の講師等について、短期的に派遣。 

○コンサルタント派遣（平成 20 年度～）制度創設は平成 17 年度 

調査・検討等の作業を実施するための専門家を派遣。 

○プロジェクト・マネージャー派遣（平成 18 年度～） 

返還跡地等の事業に関する専門知識及び経験を有する専門家を関係市町村へ長期的

に派遣。関係機関等との調整及び関係市町村職員の人材育成等を担う。 

 

・駐留軍用地跡地利用推進懇談会（平成 17 年度～） 

駐留軍用地跡地利用に詳しい学識経験者等の有識者により構成し、関係市町村ごとに

異なる課題について意見交換し、跡地利用を推進する際の留意点及び新たな支援方法を

検討することを目的として実施。 

なお、前身として、アドバイザー派遣検討会議（平成 12 年度）、市町村支援事業検討

会議（平成 13 年度～16 年度）があった。 

 

・関係市町村個別訪問（平成 16 年度～） 

関係市町村における返還跡地等の取組状況及びその検討課題を把握するとともに、ア

ドバイザー等専門家の派遣等の支援要望を確認するため、対象市町村を 2 回個別に訪問
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し、ヒアリングを実施。 

 

・跡地カルテの整備（平成 12 年度～） 

跡地利用の取組状況及び課題等を対象市町村のヒアリング等を通して整理した「跡地

カルテ」の整備。 

 

【個別訪問及び跡地カルテの対象市町村：14 市町村】 

 国頭村、東村、本部町、伊江村、恩納村、金武町、読谷村、うるま市、沖縄市、北中

城村、北谷町、宜野湾市、浦添市及び那覇市 
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平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

作業機関 直轄
都市科学政策研究所

＋ＮＩＡＣ
都市みらい＋ＮＩＡＣ ＮＩＡＣ ＮＩＡＣ ＮＩＡＣ ＮＩＡＣ ㈱国建 玉野総合コンサルタント㈱ 玉野総合コンサルタント㈱ 玉野総合コンサルタント㈱ 玉野総合コンサルタント㈱ 玉野総合コンサルタント㈱ 玉野総合コンサルタント㈱ 玉野総合コンサルタント㈱

恩納村
（恩納通信所）

国頭村
（北部訓練場他）

沖縄市
（ライカム地区）

金武町
（ギンバル訓練場）

恩納村
（恩納通信所）

恩納村
（恩納通信所）

恩納村
（恩納通信所）

北中城村
（アワセゴルフ場地区他）

恩納村
（恩納通信所）

本部町
（上本部飛行場）

読谷村
（楚辺通信所）

金武町
（ギンバル訓練場）

金武町
（ギンバル訓練場）

本部町
（上本部飛行場）

宜野湾市
（普天間飛行場）

北中城村
（ロウワープラザ地区他）

沖縄市
（ライカム地区）

北中城村
（アワセゴルフ場地区）

那覇市
（那覇港湾施設）

金武町
（ギンバル訓練場）

石川市
（楚南地区他）

北中城村
（ロウワープラザ地区他）

那覇市
（那覇港湾施設）

金武町
（ギンバル訓練場）

恩納村
（恩納通信所）

那覇市
（那覇港湾施設）

北中城村
（アワセゴルフ場地区）

宜野湾市
（普天間飛行場）

読谷村
（大木地区）

浦添市
（牧港補給地区）

北中城村
（ロウワープラザ地区他）

宜野湾市
（キャンプ瑞慶覧）

石川市
（楚南地区他）

金武町
（ギンバル訓練場）

宜野湾市
（普天間飛行場）

那覇市
（那覇港湾施設）

那覇市
（那覇港湾施設）

沖縄市
（ライカム地区）

読谷村
（読谷補助飛行場他）

北中城村
（喜舎場ハウジング地区） 沖縄市・北中城村

（ライカム・ロウワー地区）

北中城村
（アワセゴルフ場地区）

北中城村
（アワセゴルフ場地区）

北中城村
（アワセゴルフ場地区）

北中城村
（アワセゴルフ場地区）

北中城村
（喜舎場住宅地区）

北谷町
（キャンプ桑江南側地区）

宜野湾市
（西普天間住宅地区）

北中城村
（アワセゴルフ場地区他）

北中城村
（アワセゴルフ場地区他）

北中城村
（アワセゴルフ場地区他）

北中城村
（アワセゴルフ場地区他）

北中城村
（アワセゴルフ場地区他）

北中城村
（アワセゴルフ場地区他）

北中城村
（アワセゴルフ場地区他）

北中城村
（ロウワー・プラザ地区他）

専門家派遣
（アドバイザー）

専門家派遣
（コンサルタント）

専門家派遣
（プロジェクト・マ
ネージャー）

その他

カルテ作成

手引書構成案
作成

跡地利用の促進(パンフレット)の更新

跡地ガイド
ブックの作成

ホームページコン
テンツの

追加・更新

市町村個別訪問（関係市町村の検討課題の把握等）

実績のデータ
ベース化

カルテ更新カルテ更新

返還跡地・
施設ガイド

更新

推進懇談会

情報交換会

市町村担当課長会議

有識者意見交換会

先進地調査
手引書目次案

作成 手引書作成

返還跡地・返還
合意施設ガイド

更新

カルテ切り離し
別事業

手引書説明会 手引書更新

ホームページコンテンツの更新

アドバイザー派遣
検討会議

市町村支援事業検討会議

跡地利用の促進
（パンフレット）の

作成

返還跡地・返還
合意施設ガイド

更新
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平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年（令和元年）度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

作業機関 玉野総合コンサルタント㈱ 玉野総合コンサルタント㈱ 玉野総合コンサルタント㈱ 玉野総合コンサルタント㈱ 玉野総合コンサルタント㈱ 玉野総合コンサルタント㈱ 玉野総合コンサルタント㈱ 玉野総合コンサルタント㈱ 日本工営都市空間㈱ 日本工営都市空間㈱ 日本工営都市空間㈱ 日本工営都市空間㈱

宜野湾市
（普天間飛行場）

金武町
（ギンバル訓練場）

恩納村
（恩納通信所）

浦添市
（牧港補給地区）

宜野湾市
（普天間飛行場）

北谷町
（施設技術部地区）

東村
（慶佐次通信所）

沖縄市
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

浦添市
（牧港補給地区）

読谷村
（国道東地区）

浦添市
（牧港補給地区）

浦添市
（牧港補給地区）

読谷村
（読谷補助飛行場）

読谷村
（読谷補助飛行場）

那覇市
（那覇港湾施設）

浦添市
（牧港補給地区）

浦添市
（牧港補給地区）

浦添市
（牧港補給地区）

北中城村
（喜舎場住宅地区）

沖縄県
（普天間飛行場、インダス
トリアル・コリドー地区）

宜野湾市
（普天間飛行場）

宜野湾市
（普天間飛行場他）

宜野湾市
（普天間飛行場）

浦添市
（牧港補給地区）

北谷町
（施設技術部地区）

金武町
（ギンバル訓練場）

恩納村
（恩納通信所）

恩納村
（恩納通信所）

北谷町
（施設技術部地区）

北谷町
（施設技術部地区）

恩納村
（恩納通信所）

金武町
（ギンバル訓練場）

恩納村
（恩納通信所）

北中城村
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

沖縄市
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

恩納村
（恩納通信所）

北谷町
（施設技術部地区）

金武町
（ギンバル訓練場）

金武町
（ギンバル訓練場）

宜野湾市
（西普天間住宅地区）

読谷村
（国道東地区、大木南地
区）

金武町
（ギンバル訓練場）

読谷村
（国道東地区）

北中城村
（ロウワー・プラザ住宅地
区他、喜舎場住宅地区）

宜野湾市
（普天間飛行場、西普天
間住宅地区）

北中城村
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

沖縄市
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

宜野湾市
（西普天間住宅地区）

読谷村
（国道東地区）

読谷村
（国道東地区）

沖縄市
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

沖縄市
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

宜野湾市
（西普天間住宅地区、イン
ダストリアル・コリドー地
区）

沖縄市
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

北谷町
（インダストリアル・コリ
ドー地区）

北谷町
（施設技術部地区、インダ
ストリアル・コリドー地区）

北中城村
（ロウワー・プラザ住宅地
区他、喜舎場住宅地区）

宜野湾市
（西普天間住宅地区）

北中城村
（サウスプラザ地区）

北中城村
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

北中城村
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

読谷村
（国道東地区）

北中城村
（ロウワー・プラザ住宅地
区他、喜舎場住宅地区）

宜野湾市
（西普天間住宅地区、普
天間飛行場）

宜野湾市
（普天間飛行場、西普天
間住宅地区）

宜野湾市
（普天間飛行場、西普天
間住宅地区）

宜野湾市
（西普天間住宅地区）

読谷村
（国道東地区）

金武町
（ギンバル訓練場）

沖縄市
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

北谷町
（インダストリアル・コリ
ドー地区）

浦添市
（牧港補給地区）

浦添市
（牧港補給地区）

浦添市
（牧港補給地区）

宜野湾市
（西普天間住宅地区）

北中城村
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

宜野湾市
（西普天間住宅地区）

沖縄県

恩納村
（恩納通信所）

浦添市
（牧港補給地区）

浦添市
（牧港補給地区）

浦添市
（牧港補給地区）

東村
（慶佐次通信所）

宜野湾市
（西普天間住宅地区）

宜野湾市
（西普天間住宅地区）

恩納村
（恩納通信所）

恩納村
（恩納通信所）

恩納村
（恩納通信所）

恩納村
（恩納通信所）

恩納村
（恩納通信所）

恩納村
（恩納通信所）

恩納村
（恩納通信所）

恩納村
（恩納通信所）

恩納村
（恩納通信所）

恩納村
（恩納通信所）

宜野湾市
（西普天間住宅地区）

北谷町
（施設技術部地区）

北谷町
（施設技術部地区）

沖縄市
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

沖縄市
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

沖縄市
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

沖縄市
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

沖縄市
（ロウワー・プラザ住宅地
区他）

宜野湾市
（普天間飛行場他（文化
財関係））

北中城村
（喜舎場住宅地区）

北中城村
（喜舎場住宅地区）

宜野湾市
（普天間飛行場他（文化
財関係含む））

宜野湾市
（普天間飛行場他（文化
財関係含む））

（開催中止）

専門家派遣
（アドバイザー）

専門家派遣
（コンサルタント）

専門家派遣
（プロジェクト・マ
ネージャー）

その他

跡地関係市町村個別会議

手引書更新

返還跡地・返還
合意施設ガイド

更新

跡地関係市町村連絡会議

跡地利用推進セミナー

返還跡地・返還
合意施設ガイド

更新

広報活動
・まちづくりパネル展

・広報誌
広報誌

跡地関係市町村連絡会議

返還跡地・返還
合意施設ガイド

更新

手引書更新

市町村個別訪問（関係市町村の検討課題の把握等）

カルテ更新

跡地利用の促進(パンフレット)の更新

ホームページコンテンツの更新

推進懇談会

広報誌スマート
フォン対応コンテ

ンツ制作

返還跡地・返還
合意施設ガイド

更新

先進地視察
研修会
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１-２ 今年度の事業概要 

１ 事業の名称 

令和７年度 駐留軍用地跡地利用に関する市町村支援業務（アドバイザー派遣等業務） 
 

２ 事業の目的 

本業務は、返還跡地等の跡地利用の推進を図るため、関係市町村が実施する返還跡地等

の利用に関する取組を支援するものである。また、沖縄県やその他関係団体の取組が、関

係市町村と連携しており、跡地利用の推進に資するものと認められる場合は、本業務の支

援対象としている。 

 

 

３ 事業の内容 

(1) 関係市町村の検討課題の把握等 

関係市町村における返還跡地等利活用の取組状況及びその検討課題等を把握するととも

に、アドバイザー等の派遣等の支援要望を確認するため、原則、対象市町村を 2回個別に

訪問し、ヒアリングを実施した。なお、一部の市町村については、オンライン又は書面に

よりヒアリングを実施し、そのヒアリング結果は、本報告書等に反映させている。 

 

 

(2) 駐留軍用地跡地利用推進懇談会 

「駐留軍用地跡地利用推進懇談会」は、返還跡地等の跡地利用に精通した学識経験者・

有識者により構成され、年１回開催している。推進懇談会では、当該年度に実施した市町

村支援事業の報告、関係市町村ごとに異なる課題等について意見交換等を行い、次年度の

支援事業や今後の課題等について、有識者の経験や知見から跡地利用に関する取り組みに

ついて助言をいただいている。 

今年度の意見交換では、市町村支援事業の実施内容及び今後の跡地利用に向けた課題や

留意点等について、推進懇談会委員からアドバイスをいただいた。 
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【推進懇談会委員】 

氏 名 所属 役職／専門分野 
大澤 真 株式会社フィーモ 代表取締役／金融政策 地域振興 
岸井 隆幸 日本大学 名誉教授／都市計画・都市交通 
阪井 暖子 Planning & Produce Studio SAI 代表 

／都市景観 市民・住民参加のまちづくり 合意形成 
堤  純一郎 琉球大学 名誉教授／都市環境 都市計画 

當銘 健一郎 株式会社沖電工 参与／都市計画 基地政策 
新田 進 那覇新都心株式会社 顧問／都市開発 事業推進 
 （五十音順）      
 

 

(3) 跡地関係市町村連絡会議 

関係市町村担当者を対象として、本業務内容の実績報告や本年度実施計画等について情

報提供及び意見交換を実施することで関係市町村担当者間の連携強化を図ることを目的に

「連絡会議」を 1回開催。 

 

 

(4) 跡地利用推進セミナー 

関係市町村担当者及び地権者等を対象に、専門家等による県内外のまちづくりの事例に

ついて、跡地利用に資する基礎的知識の共有を目的に「推進セミナー」を対面及びオンラ

イン配信によるハイブリッド形式で開催。 

今年度は、「駐留軍用地跡地でのまちづくりの実現に向けて」をテーマに、専門家による

跡地利用の実現に向けた取組等について講義いただいた他、今後の跡地利用のモデルケー

スとして、琉球大学病院及び同大学医学部の移設を中心とする沖縄健康医療拠点の整備が

進められてきた西普天間住宅地区の跡地利用の経緯等について、更に、合意形成プロセス

を効果的に進めるツールとしての VRの活用等について事例を紹介いただいた。 

また、登壇者とセミナー参加者による意見交換を実施し、今後の参考とするため、セミ

ナー参加者に対してアンケートを実施した。 

 

 

(5) アドバイザー等専門家の派遣等 

関係市町村等からの要請に応じ、返還跡地等の利用等に関する専門的知識を有する者の

派遣を行った。 

「コンサルタント派遣」は要請のあった恩納村、沖縄市、北中城村（2回）、宜野湾市（6

回）、浦添市（2回）、沖縄県へ派遣した。 

「プロジェクト・マネージャー派遣」は、要請のあった恩納村、沖縄市、北中城村へ各
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1 名、宜野湾市へ 2名を派遣した。 

「アドバイザー派遣」は要請のあった浦添市へ１名、沖縄県へ 5名を派遣した。 

 

 

(6) 跡地利用推進視察研修会の開催 

基地跡地利用に関する業務推進のため、地域の特性を生かした施策を展開している県外

先進自治体等の取り組みについて現地担当者による講義、意見交換及び視察を行い、跡地

利用関係市町村職員の視野拡大と知識向上を図り、跡地利用に関するスキルアップ及び関

係市町村のコミュニケーション構築を目的に視察研修会を実施。 

視察先としては、①大阪府大阪市のうめきたプロジェクト、②兵庫県姫路市の姫路駅周

辺を選定し、現地視察と自治体等による講義・意見交換を実施。 

 

 

(7) その他の支援事業 

ア 広報普及活動 

今年度の活動を報告書として取りまとめるとともに、「跡地利用の推進(パンフレット)」

及び「跡地カルテ」、「返還跡地・返還合意施設ガイド」の更新、沖縄総合事務局ホームペ

ージに掲載している市町村支援事業のコンテンツデータを更新。 

イ 関係情報の整理 

令和７年度の沖縄振興特別推進交付金（一括交付金）による跡地関係調査の実績及びそ

の他返還跡地等に関連する調査の実績を整理。 



  



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

第第２２章章    

関係市町村の検討課題の把握等   
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第２章 関係市町村の検討課題の把握等 

２-１ 市町村個別訪問の概要 

１ 目的 

市町村個別訪問は、関係市町村における返還跡地等利活用の取組状況及びその検討課

題等を把握するとともに、アドバイザー等の派遣等の支援要望を確認するため、対象市

町村を直接訪問するなどにより、ヒアリングするものである。 

ヒアリングの結果は、アドバイザー等の派遣等の必要性や、連絡会議及び推進セミナ

ーにおけるテーマの選定として活用していくとともに、推進懇談会で報告を行い、同懇

談会の意見交換の手掛かりとしても活用していくこととしている。 

 

２ 訪問期間 

第 1 回 令和 7 年 5 月 22 日 （木） ～ 6 月 5 日 （木） 

第 2 回 令和 8 年 1 月 19 日 （月） ～ 1 月 29 日 （金） 

 

３ 対象市町村 

対象市町村は、国頭村、東村、本部町、伊江村、恩納村、金武町、読谷村、うるま市、

沖縄市、北中城村、北谷町、宜野湾市、浦添市及び那覇市の 14 市町村でヒアリングを

実施した。 

なお、一部の自治体については Web 会議又は書面でのヒアリングを実施した。 
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２-２ 第１回市町村個別訪問 

１ 実施日 

以下のとおり、令和 7 年 5 月 22 日（木）～6 月 5 日（木）に実施した。 

 

実施日 市町村 部 署 対象施設・区域 

5 月 22 日 

（木） 
本部町 ・企画商工観光課（重要政策班） ・上本部飛行場 

5 月 26 日 

（月） 
宜野湾市 

・まち未来課 

・基地跡地推進課 

・教育委員会文化課 

・キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区、イ

ンダストリアル・コリドー地区） 

・普天間飛行場 

5 月 27 日 

（火） 
金武町 

・企画課 

・商工観光課 
・ギンバル訓練場 

5 月 28 日 

（水） 
北谷町 

・企画財政課 

・教育委員会文化課 

・キャンプ桑江（南側地区） 

・陸軍貯油施設第 1 桑江タンク・ファーム 

・キャンプ瑞慶覧（施設技術部地区、イン

ダストリアル・コリドー地区） 

5 月 29 日 

（木） 
那覇市 

・技術総務課 那覇軍港跡地利用

推進室 
・那覇港湾施設 

6 月 2 日 

（月） 
浦添市 

・跡地未来課 

・教育委員会文化財課 
・牧港補給地区 

6 月 3 日 

（火） 

 

東村 ・企画観光課 
・北部訓練場 

・慶佐次通信所 

恩納村 ・企画課 ・恩納通信所 

6 月 4 日 

（水） 
読谷村 

・企画政策課 

・農地活用推進課 

・都市計画課 

・教育委員会文化振興課 

・瀬名波通信施設 

・楚辺通信所 

・読谷補助飛行場（補助飛行場地区、大木

地区、北地区） 

・嘉手納弾薬庫地区（国道東地区） 

・トリイ通信施設（大木南地区） 

6 月 5 日 

（木） 

北中城村 
・企画振興課 

・建設課 

・キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅

地区、サウスプラザ地区、喜舎場住宅地

区） 

沖縄市 
・都市整備室（都市計画担当） 

・基地政策課 

・キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅

地区） 

 
※国頭村、伊江村、うるま市については書面等でのヒアリングを実施した。 
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２ ヒアリング結果 

(1) 各施設・区域の現状、取組状況及び課題等 

市町村個別訪問において以下の項目について事前確認を行い、ヒアリングを実施した。 
 
・令和７年度において重点的に実施する取組・箇所等の現況及び予定について 
・跡地利用推進への取組に関する主な課題について 
・市町村支援事業に関する意見・要望（専門家派遣、セミナー等テーマ、情報提供） 
・その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 
 
※ヒアリング結果については第２回市町村個別訪問に記載。 
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２-３ 第２回市町村個別訪問 

１ ヒアリング内容 

5 月から 6 月にかけて実施した市町村個別訪問（第１回）以降の各施設・区域の状況

等を踏まえ、第１回目のヒアリング結果をもとに以下の項目についてヒアリングを行っ

た。 

 

・令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 
・今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について 

（従前からの課題も含む） 
  ・令和８年度以降の主な取組予定について 
  ・今年度の市町村支援事業の実施内容に関する意見等について 
  ・市町村支援事業に関する意見・要望 

（今年度の市町村支援事業の実施内容に対する意見、専門家派遣、セミナー等テー 
マ、情報提供） 

・その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 
 

２ 実施日 

令和 7 年 1 月 19 日（月）～1 月 29 日（木）に以下のとおり実施した。 

 

実施日 市町村 部 署 対象施設・区域 

1 月 19 日 

（月） 
宜野湾市 

・まち未来課 

・基地跡地推進課 

・教育委員会文化課 

・キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区、イ

ンダストリアル・コリドー地区） 

・普天間飛行場 

1 月 20 日 

（火） 
那覇市 

・技術総務課 那覇軍港跡地利用

推進室 
・那覇港湾施設 

1 月 21 日 

（水） 
北谷町 

・企画財政課 

・教育委員会文化課 

・キャンプ桑江（南側地区） 

・陸軍貯油施設第 1 桑江タンク・ファーム 

・キャンプ瑞慶覧（施設技術部地区、イン

ダストリアル・コリドー地区） 

1 月 22 日 

（木） 
浦添市 

・跡地未来課 

・教育委員会文化財課 
・牧港補給地区 

1 月 23 日 

（金） 
金武町 

・企画課 

・商工観光課 
・ギンバル訓練場 
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実施日 市町村 部 署 対象施設・区域 

1 月 26 日 

（月） 
恩納村 ・企画課 ・恩納通信所 

1 月 28 日 

（水） 

本部町 
・企画商工観光課（企画政策実践

班） 
・上本部飛行場 

東村 

（Web） 
・企画観光課 

・北部訓練場 

・慶佐次通信所 

1 月 29 日 

（木） 

北中城村 
・企画振興課 

・建設課 

・キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅

地区、サウスプラザ地区、喜舎場住宅地

区） 

沖縄市 
・都市整備室（都市計画担当） 

・基地政策課 

・キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅

地区） 

 
※国頭村、伊江村、うるま市、読谷村については書面等でのヒアリングを実施した。 
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３ ヒアリング結果 

(1) 各対象施設・区域の状況等 

個別訪問において把握した各対象施設・区域の状況等（取組状況・課題等）を整理す

る。 
 

市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

国頭村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【北部訓練場】 

 

1.取組状況等 

(1)令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 

・特になし。 

 

(2)今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について（従前から

の課題も含む） 

・特になし。 

 

(3)令和８年度以降の主な取組予定について 

・特になし。 

 

2. 市町村支援事業に関する意見・要望（専門家派遣、セミナー等テーマ、情報提供） 

(1)今年度の市町村支援事業の実施内容に関する意見等について 

・特になし。 

 

(2)アドバイザー等専門家の派遣等の要望 

・特になし。 

 

(3)セミナー等で情報提供してもらいたいテーマ等の要望 

・特になし。 

 

3.その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 

・特になし。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

東村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.取組状況等 

【北部訓練場】 

【慶佐次通信所】 

 

(1)令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 

〈北部訓練場〉 

・特に大きな進展はない。全てが国有地であり、村としての計画はない。 

・自然史博物館の誘致構想があるが、特に進展はなく、現在候補地のピックアップを行っ

ている。 

 

〈慶佐次通信所〉 

・令和６年５月 20 日に慶佐次ロラン局跡地有効利活用事業の再募集を行った。公募主体

は「慶佐次ロラン局跡地利用推進委員会」となっており、村はサポートの立場である。 

募集の結果、優先交渉権者の決定には至らなかった。 

・令和７年 10 月 14 日、慶佐次ロラン局跡地利用推進委員会へ訪問（慶佐次区）。引き続

き村としてもサポートしていくことを確認した。 

 

(2)今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について 

〈北部訓練場〉 

・特になし。 

 

〈慶佐次通信所〉 

・敷地全ての活用に関して、事業者の応募選定を引き続き行う。ただし、敷地が非常に広

大（56ha）なため、全てを網羅した開発計画は難しいという課題がある。 

・新たにサウンディング調査を行う予定はなく、前回調査の企業に対してヒアリングを行

っているが、観光やゴルフ場、バギーの施設などの意見があった。 

・村としては、ここに広大な跡地があることを周知しているつもりであるが、知られてい

ない可能性もある。 

・2025 年度下半期に入ってから、役場への問合せが増えている傾向がある。 

 

(3)令和８年度以降の主な取組予定について 

〈北部訓練場〉 

・特になし。 

 

〈慶佐次通信所〉 

・敷地全ての活用に関して、事業者の応募選定を引き続き行う。 

 

2. 市町村支援事業に関する意見・要望（専門家派遣、セミナー等テーマ、情報提供） 

(1)今年度の市町村支援事業の実施内容に関する意見等について 

・特になし。 

 

(2)アドバイザー等専門家の派遣等の要望 

・特になし。 

 

(3)セミナー等で情報提供してもらいたいテーマ等の要望 

・県内外で同規模の自治体が商業施設を誘致した事例や誘致に関するセミナーなど。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

（東村） 
3.その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 

・特になし。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

伊江村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【伊江島補助飛行場】 

 

1.取組状況等 

(1)令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 

・特になし。 

 

(2)今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について 

・特になし。 

 

(3)令和８年度以降の主な取組予定について 

・返還時期が未定であることから、現時点で予定している取組はない。 

 

2. 市町村支援事業に関する意見・要望（専門家派遣、セミナー等テーマ、情報提供） 

(1)今年度の市町村支援事業の実施内容に関する意見等について 

・特になし。 

 

(2)アドバイザー等専門家の派遣等の要望 

・現時点で要望する予定はない。 

 

(3)セミナー等で情報提供してもらいたいテーマ等の要望 

・返還時期の見通しがたっていない市町村の状況。 

 

3.その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 

・特になし。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

本部町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【上本部飛行場】 

 

1.取組状況等 

(1)令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 

・飛行場跡地で民間が計画しているテーマパークと町が計画している定住促進のための 

支援住宅について方向性をまとめたい。 

・町としては、民間事業者が計画している構想より、町の喫緊の課題である人口減少、子

育て世代の定住への対応として、定住促進のための支援住宅を進めたい。 

・民間事業者は観光農業も推進しており、それについては町も賛成している。 

・12 月から町の HP で民間による跡地利用のアイディア募集を行っている。 

・提案書はまだ提出されていないが、提案されたアイディアをもとに、令和８年度に事業

計画を策定しゾーニングも検討したいと考えている。 

・本部警察署の老朽化に伴う建替えの移転先として、飛行場跡地が候補になっておりその

調整を行っている。 

・町内への移住希望者が多く、民間の住宅は稼働率が 99％となっている。町としては、

町有地を活用して定住を促進したい。 

 

(2)今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について 

・上記、民間事業者との合意形成と町有地及び民有地の集約。土地区画整理事業などで土

地を集約しないと現状のままでは活用が難しい。 

 

(3)令和８年度以降の主な取組予定について 

・町有地が集約しているエリアについて、第 1 期開発として移住・定住促進を図るための

住宅整備に着手する予定。 

 

2. 市町村支援事業に関する意見・要望（専門家派遣、セミナー等テーマ、情報提供） 

(1)今年度の市町村支援事業の実施内容に関する意見等について 

・個別ヒアリングについては、情報共有やアドバイスを頂ける良い機会なので引き続きお

願いしたい。その他のセミナーや市町村連絡会議についても積極的に参加したい。 

また、今年度からの取り組みとして視察研修は直接担当者から事例が聞け、参考にな

った。更に他市町村の担当者とのコミュニケーションが図られ今後の情報交換などが

行いやすくなる。 

 

(2)アドバイザー等専門家の派遣等の要望 

・上記、課題解決に向け専門家の派遣については積極的に活用したい。今年度組織改編が

あり、次年度から職員を増員する予定。町側の体制を整え、増員後に検討していく。 

・今年度は民間事業者の経緯を整理する予定。 

 

(3)セミナー等で情報提供してもらいたいテーマ等の要望 

・PPP/PFI などを活用した官民連携による跡地利用についての事例紹介など。 

 

3.その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 

・跡地利用の最大の障壁は、町有地と民有地が混在していることである。区画整理事業も

視野に入れているが、出来れば土地の売却を希望している民有地については積極的に購

入し町有地を広げていきたい。 

土地の取得について町の財源だけでは厳しいため民有地を取得するための財政支援を

検討して頂きたい。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

恩納村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【恩納通信所】 

 

1.取組状況等の確認 

(1)令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 

〈住宅エリア〉 

・「恩納通信所返還跡地利用基本構想」における➄住宅エリア（約 10ha）の利活用の方法

については、昨年度、地域活性化検討委員会より答申を受けており、答申に沿って期待

できるエリアから利活用の検討を進めたいと考えている。 

 

〈村道の整備状況〉 

・村道勢高線(恩納小学校前)の拡幅工事（北部振興事業）の着工。 

・国道 58 号を挟んで山側からの雨水が支線を通り、勢高排水路へ繋がる部分で冠水した

ため、冠水対策として勢髙排水路の支線の断面拡大工事の実施設計の発注。また、勢高

２号線の冠水対策として、隣接地に沈砂池の整備が可能であるか調査をするため土質調

査を実施し、勢高排水路支線断面拡大工事、「下勢高排水路改修工事」について、ボッ

クス改修工事（村単）を着工した。 

・隣接する土地改良区には調整池がなく、勢高２号線の一部が冠水。開発事業者が賃貸し

ている沿道商業エリアに調整池の整備が可能かボーリング調査を実施し、冠水対策工事

（調整池の設置）を着工。 

 

〈その他〉 

・恩納村独自の条例で用途・用域を決めているが、今年度は５年に１回の用域見直しがあ

り、村としては令和元年に設定した中層住居用域に変更する予定である。（令和７年度

改定、令和８年度施行） 

・開発事業者からリゾートホテル以外の開発計画が出されるか、新たに手を挙げる事業者

にとっても事業の展開が可能というメッセージにもなる。 

 

(2)今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について 

・リゾートホテル計画については、令和９年 11 月のオープンに向け昨年から建築工事が

開始されているが、リゾートホテル以外の開発計画については進捗が見られない。 

・令和６年 11 月に降った大雨により、跡地や跡地周辺の住宅地で冠水が発生。今後の跡

地利用推進に向け、勢高２号線、勢高排水路周辺、住宅エリアの災害対策（冠水対策）

が必要不可欠である。地域活性化検討委員会からも災害対策を同時に行うよう意見があ

った。 

・②～④エリアにある里道についても①エリアと同様に等価交換を検討中。地権者も高齢

化しており、売却の意向があれば買い取る方向である。 

 

(3)令和８年度以降の主な取組予定について 

〈住宅エリア〉 

・恩納通信所返還跡地周辺に係る地域活性化検討委員会の答申を踏まえ、具体的な検討を

実施。 

 

〈村道の整備〉 

・引き続き、勢高２号線と国道 58 号線を結ぶ村道勢高線の拡幅工事（北部振興事業）を

実施。（令和８年度完了予定） 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

（恩納村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈災害対策〉 

・引き続き、勢高排水路の冠水対策の下勢高排水路改修工事を実施。（令和９年度完了予

定） 

 

2. 市町村支援事業に関する意見・要望（専門家派遣、セミナー等テーマ、情報提供） 

(1)今年度の市町村支援事業の実施内容に関する意見等について 

・特になし。 

 

(2)アドバイザー等専門家の派遣等の要望 

・コンサルタント派遣を活用し、令和５年度から令和６年度に実施したアンケート結果や

返還跡地活用の検討資料を基にパンフレット及びこれまでの取組の概要版を作成した。 

・次年度も村道整備及び勢高排水路の冠水対策工事等の環境整備を実施しつつ、返還跡地

周辺に係る地域活性化検討委員会の答申を踏まえ、住宅エリアのより具体的な検討を行

う必要があり、引き続きプロジェクト・マネージャーのアドバイスが必要不可欠である

ことから、次年度もプロジェクト・マネージャーの派遣を要望する。 

 

(3)セミナー等で情報提供してもらいたいテーマ等の要望 

・「恩納通信所返還跡地利用基本構想」の➄住宅エリアについては、袋地となっている箇

所が多いため、土地を有効活用するためには区画整理事業等による基盤整備が必要であ

るが、本村全域が都市計画区域外であることから事業の実施が行えない状況である。類

似市町村における事例や本村でも活用できる補助メニューがあれば情報を提供しても

らいたい。 

 

3.その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 

・跡地利用における道路整備については、北部振興事業により実施しているが調査・基本

設計については、補助メニューがないことから村単独費での実施となっている。跡地利

用における調査・基本設計等に対する市町村新規事業の拡充を行って頂くことで、跡地

利用の推進に繋がるものと考える。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

金武町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ギンバル訓練場】 

 

1.取組状況等 

(1)令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 

〈温泉宿泊ホテル及び隣接地〉 

・令和７年度には、今後アスボステイホテルの隣接地に新たな事業展開が行えるよう、事

業用定期借地権（期限はアスボステイホテル（30 年）と終期を合わせる）を締結して

いる。令和６年３月定例議会で貸付を議決済み。 

・整備予定箇所はアスボステイホテルの隣接地（道路側）・町有地。 

・公正証書が完成後、実施設計、開発申請の流れとなる。 

・アスボステイホテルは、プロスポーツチームのキャンプや各種イベント、大会に加えて

国外客の増加が図られ、稼働率は上がっている状況である。 

 

(2)今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について 

・令和６年 12 月の外資系開発事業者の撤退を受けて、今後の公募の区画整理やスケジュ

ール感等について整理中。 

 

(3)令和８年度以降の主な取組予定について 

・令和８年度からは、具体的な企業誘致活動を進めていきたい。具体的には、これからサ

ウンディング調査を行い、今後の街の方針を踏まえ公募要件を整理し、今年度中に公募

を実施したいと考えている。 

 

2. 市町村支援事業に関する意見・要望（専門家派遣、セミナー等テーマ、情報提供） 

(1)今年度の市町村支援事業の実施内容に関する意見等について 

・具体的な企業誘致活動を進めて行くうえで、どのように進めた方が効率良いか等、類似

市町村の事例があれば情報提供して頂きたい。 

・ギンバル地区に類似した（規模など）、県内外の企業誘致を進めている状況があれば、

情報提供をお願いしたい。 

 

(2)アドバイザー等専門家の派遣等の要望 

・特になし 

 

(3)セミナー等で情報提供してもらいたいテーマ等の要望 

・類似市町村等の情報等があれば提供頂きたい。 

 

3.その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 

・特になし。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

うるま市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.取組状況等 

【嘉手納弾薬庫地区（旧東恩納弾薬庫地区）】 

(1)令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 

・都市建設部にて「沖縄県内所在地変換道路整備事業補助金」を活用し、令和 4 年 3 月

31 日に返還された「山城進入路」を市が公道として管理する。令和 7 年度は当該用地

交渉と用地買取を予定。 

・現在、沖縄防衛局にて返還に伴う危険除去工事を行っているが、不発弾が大量に発見

されて、沖縄防衛局、沖縄県警、陸上自衛隊には協力していただいているが、その都

度の対応に苦慮している。 

 

(2)今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について 

・特になし。 

 

(3)令和８年度以降の主な取組予定について 

・引き続き都市建設部において用地交渉・買収を令和 9 年度まで予定している。 

 

【旧東恩納弾薬庫（楚南地区）】 

(1)令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 

・特になし。 

 

(2)今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について 

・特になし。 

 

(3)令和８年度以降の主な取組予定について 

・特になし。 

 

2. 市町村支援事業に関する意見・要望（専門家派遣、セミナー等テーマ、情報提供） 
(1)今年度の市町村支援事業の実施内容に関する意見等について 
・特になし。 

 

(2)アドバイザー等専門家の派遣等の要望 

・特になし。 
 
(3)セミナー等で情報提供してもらいたいテーマ等の要望 

・特になし。 
 
3.その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 

・うるま市においては「山城進入路用地取得整備事業」が主な事業で、令和 7 年度も大

きな進捗は見込まれない。ヒアリングについては、取り組み進捗や課題等が生じた際

に必要に応じて実施していただきたい。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

読谷村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【瀬名波通信施設】 

【楚辺通信所】 

【読谷補助飛行場（補助飛行場地区）、（大木地区）、（北地区）】 

【嘉手納弾薬庫地区（国道東地区）】 

【トリイ通信施設（大木南地区）】 

 

1.取組状況等 

(1)令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 

〈瀬名波通信施設〉 

・一括交付金（ソフト交付金）を活用して開発行為許可申請業務を実施中。 

・元々、瀬名波集落の農地だったところが接収され、家を継ぐ長男以外の子ども達が集

落外に出ていった経緯を踏まえて、子ども達が戻ってこられるよう、また、土地利用

をし営農する者の宅地として、非農用地部分を設ける方針としている。土地利用の方

針は、土地改良事業を実施する際に地権者から合意を得ている。 

・県営土地改良事業で工事を進めているが、基地のフェンス外だったところの黙認耕作

地等において、廃棄物等が大量に発見され、一括交付金（ソフト交付金）を活用して

廃棄物処理業務を実施中。 

 

〈楚辺通信所〉 

・シムクガマ公園については、一括交付金の活用により実施設計業務と土地境界確定測

量業務を実施中である。 

別途、道路整備事業（用地取得・工事）と事業の進捗を調整する必要があるが、道路

整備事業については財源確保に苦慮しており、事業を進捗することが困難な状況であ

り、次の段階（用地取得）に進むことができないことから、令和 7 年度の取り組みは

白紙の状態である。 

 

〈読谷補助飛行場（大木地区）〉 

・西側及び東側の造成及び宅内擁壁工事（組合発注）。 

・上下水道整備工事、大木喜名線の電線共同溝整備工事（読谷村発注）。 

 

〈読谷補助飛行場（北地区）〉 

・令和 7 年度は予算関係上、工事等の実施予定なし。 

・令和 8 年度以降は、防衛補助（9 条交付金）を活用し、道路及び排水施設を整備予定。 

 

〈嘉手納弾薬庫地区（国道東地区）〉 

・令和 7 年 8 月 1 日に換地処分公告を実施。 

 

〈トリイ通信施設（大木南地区）〉 

・組合解散認可を行い、事業完了に向けた事務を開始。 

 

(2)今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について 

〈瀬名波通信施設〉 

・瀬名波通信所跡地の非農地部分の宅地整備事業分の補助メニューがないことが課題と

なっている。 

・県営土地改良事業にて、農地部分の不発弾探査事業を進めているところ。令和 4 年度

に事業認可を受け、県が事業主体として土地改良事業も進み始めており工事に入って

いる。土地改良事業は 5～6 年かかるので、順次、農林事業で行っていく。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

（読谷村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・非農用地部分の切土、盛土のための造成にかかる不発弾磁気探査事業において、市町

村支援事業の補助対象となり得ると回答があるが、磁気探査前の伐開及び整地作業に

ついては、補助メニューがない状態である。 

 

〈楚辺通信所〉 

・本地区の跡地利用については、本来は区画整理事業のような面整備を実施することが

望ましいと考えるが、旧軍用地ということもあり、地主会としては減歩率（村内他地

区事例で約 40％）の大きい区画整理を行うことに大きな抵抗感がある状況。そのため、

村としては道路整備事業と公園整備事業を組み合わせた整備を行う方向で検討してい

る（道路設計は令和 5 年度に完了。公園は令和 7 年度実施設計を行う予定。）。 

・しかしこの方法では既存の補助メニューを活用することもあり、村の実施する他の事

業（学校建て替えなど）と比べても、本地区の優先度を高くすることが困難であるた

め、確実に本地区の整備は長期化する。 

・地主会役員の高齢化、所有者の代替わりや土地売買など、長期化することで整備の困

難さや総事業費の上振れなど種々の問題が想定される。 

・地権者は、村内在住の方が多い。所有する土地の大きさが分からない方も多く、まず

は、面積・境界をはっきりさせたいとの要望がある。 

 

〈読谷補助飛行場（補助飛行場地区）〉 

・読谷補助飛行場（補助飛行場地区）の西側、トリイ基地の入り口付近において、不発

弾探査ができていない約 2,700 ㎡の土地（村有地）がある。 

 

(3)令和８年度以降の主な取組予定について 

〈瀬名波通信施設〉 

・非農用地部分開発行為許可（都計法第 29 条）申請業務 

・非農用地部分（北エリア盛土搬入部分）不発弾磁気探査委託業務 

・非農用地部分（北エリア盛土搬入部分）伐開委託業務 

・県営土地改良区内の廃棄物処理業務の継続 

・県営土地改良事業の継続 

 
〈楚辺通信所〉 

・本地区の跡地利用のうち、シムクガマ公園については、一括交付金の活用により事業

を実施している。令和 8 年度に用地取得を開始し、令和 12 年度供用開始を目標に事業

の進捗を図る。 

 
〈読谷補助飛行場（北地区）〉 

・令和 8 年度は、防衛補助（9 条交付金）を活用し、一部の道路及び排水施設を整備予定。 

 

〈読谷補助飛行場（大木地区）〉 

・令和 8 年度以降は、西側供用開始に向けて区画道路や大木喜名線の整備を予定。 

 

〈嘉手納弾薬庫地区（国道東地区）〉 

・令和 8 年度以降は、解散に向けて施設移管等を予定。 

 

〈トリイ通信施設（大木南地区）〉 

・令和 8 年度中に清算事務を実施予定。 

 

2. 市町村支援事業に関する意見・要望（専門家派遣、セミナー等テーマ、情報提供） 

(1)今年度の市町村支援事業の実施内容に関する意見等について 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

（読谷村） 

 

・特になし。 

 

(2)アドバイザー等専門家の派遣等の要望 

・現時点では、特になし。 

 

(3)セミナー等で情報提供してもらいたいテーマ等の要望 

・現時点では、特になし。 

 

3.その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 

・特になし。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

北谷町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【キャンプ桑江（南側地区）】 

【陸軍貯油施設第 1 桑江タンク・ファーム】 

【キャンプ瑞慶覧（施設技術部地区）、（インダストリアル・コリドー地区）】 

 

1.取組状況等 

(1)令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 

 

＜企画財政課＞ 

〈キャンプ桑江（南側地区）〉 

・令和６年度に先行取得の目標面積は達成している中、今年度も数件問い合わせがある

が、目標面積に達成したことを説明して納得いただいている状況。 

 

〈陸軍貯油施設第 1 桑江タンク・ファーム〉 

・跡地利用にあたっての特有の課題等について関係機関と共有を図るため、一括交付金

を活用して協議資料を作成中。年度内には完成予定。協議資料の活用については、次

年度以降を検討中。 

・引き続き地形的な課題や周辺環境（遺跡など）への対応を検討。 

 

〈キャンプ瑞慶覧（施設技術部地区）〉 

・前年度に引き続き土地区画整理事業の基本設計を行う。 

・前年度末に沖縄防衛局より支障除去の遅延に伴い、土地引渡しが当初予定（令和８年

３月）から１年後ろ倒しになるとの報告を受けており、土地区画整理事業のスケジュ

ール見直しを要する。 

・現在は、令和９年度末の組合土地区画整理事業の認可に向けて、地権者面談の継続と

基本設計を進めている。 

 

〈キャンプ瑞慶覧（インダストリアル・コリドー地区）〉 

・令和６年度の「跡地利用基本構想」を踏まえ、方針及び課題等を整理し、「跡地利用基

本計画（素案）」を作成中。年度内には完成予定。 

・令和７年度より緑地・公園用地の先行取得を実施。今年度中には、公共登記及び代金

の支払い業務を行う。 

・令和６年度に策定した「跡地利用基本構想」について、２月に地権者説明会を予定し

ている。 

 

＜文化課＞ 

〈キャンプ瑞慶覧（施設技術部地区）〉 

・試掘調査及び範囲確認調査で確認された「白比川原遺跡」について、令和７年度調査

区分の記録保存調査を実施中。現地調査は本年度が最終年度で、現時点で進捗に問題

はない。 

 

(2)今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について 

＜企画財政課＞ 

〈陸軍貯油施設第 1 桑江タンク・ファーム〉 

・本地区は大部分が急傾斜の斜面地形となっており、宅地利用は困難と予想されること

から、これらの区域について、跡地利用整備事業での取り扱いを検討することが大き

な課題となっている。 

・地形的な課題を抱えており、土地区画整理事業は難しいと思われる。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

（北谷町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈キャンプ瑞慶覧（施設技術部地区）〉 

・土地区画整理事業施行予定地区の西側では国道 58 号拡幅が予定されており、北側では

白比川改修工事が進められている。各事業とのスケジュール調整が跡地利用推進のポ

イントとなる。また、地区南側には国指定史跡の北谷城跡が隣接しており、景観等に

配慮したまちづくりが求められる。 

・特措法第 20 条に総合整備計画を定めることができる規定があるが、面積も小さく、都

市計画施設もなく、補助導入もないことから、町として計画する動きはない。 

 

〈キャンプ瑞慶覧（インダストリアル・コリドー地区）〉 

・昨年度、先行取得の説明会を２月に開催した。 

・返還に伴い地区内を流れる塩川雨水幹線、普天間川（２級河川）の取り扱いについて、

跡地利用計画に影響するため、できるだけ早期に把握したいが、県とは具体的な協議

は実施していない。 

・防衛省から示されている日米合同委員会合意事案概要について、本地区が南北に分断

される可能性および区画整理道路にも影響する可能性があるため、早急に詳細を把握

する必要があると考えている。 

 

(3)令和８年度以降の主な取組予定について 

＜企画財政課＞ 

〈キャンプ桑江（南側地区）〉 

・返還時期が見えてきたら現計画のブラッシュアップも検討予定。 

 

〈陸軍貯油施設第 1 桑江タンク・ファーム〉 

・課題について、今年作成予定の協議資料を活用し、町としての活用プランを検討する

ために、関係機関と情報共有していく。 

 

〈キャンプ瑞慶覧（インダストリアル・コリドー地区）〉 

・令和７年度に作成予定の「跡地利用基本計画（素案）」を踏まえ、「跡地利用基本計画」

の作成に取り組む。 

・目標取得面積（37,000 ㎡）に向けて、引き続き先行取得を実施していく。 

 

＜文化課＞ 

〈キャンプ瑞慶覧（施設技術部地区）〉 

・白比川原遺跡記録保存調査（旧キャンプ瑞慶覧施設技術部地区）の資料整理・報告書

作成を予定。 

 

〈キャンプ瑞慶覧（インダストリアル・コリドー地区）〉 

・文化庁補助を活用し、令和７年度から令和８年度にかけて実施する資料整理作業に伴

う過年度試掘調査の報告書作成業務を実施予定。 

 

2. 市町村支援事業に関する意見・要望（専門家派遣、セミナー等テーマ、情報提供） 

(1)今年度の市町村支援事業の実施内容に関する意見等について 

・特になし。 

 

(2)アドバイザー等専門家の派遣等の要望 

＜企画財政課＞ 

〈キャンプ瑞慶覧（インダストリアル・コリドー地区）〉 

・合意形成に精通した専門家について、タイミングをみて相談したい。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

（北谷町） 

 

 

(3)セミナー等で情報提供してもらいたいテーマ等の要望 

＜企画財政課＞ 

〈キャンプ瑞慶覧（インダストリアル・コリドー地区）〉 

・組合施行に至るまでの経緯、根拠、合意形成等の取り組みについて、県内外問わず参

考事例があれば教えてほしい。 

 

3.その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 

・特になし。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

沖縄市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）】 

 

1.取組状況等 

(1)令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 

・北中城村と共同で、行政界等の検討と交通円滑化対策等について委託業務を発注し検

討を進めている。行政界等の検討では、変更有無のメリット・デメリットの整理によ

り必要性を検討している。交通円滑化対策等の業務では、現況交通量や定性的な円滑

化対策の検討、交通結節機能のあり方等を検討している。 

・コンサル派遣を活用し、まちづくりパートナー選定のための募集要項（案）を作成し

た。12月からは募集要項（案）をもとに準備会が公募・選定作業を進めている。準備

会からは、２月頃にプレゼン、３月頃に選定予定と聞いている。 

・先行取得事業については、これまでの目標面積17,000㎡を超える申出の相談があり、

今年度までに16,862㎡を取得。12月1日に特定事業の見通し公表の変更を行い、目標面

積を26,900㎡とした。 

・沖縄市、沖縄市ロウワープラザ区画整理組合設立準備会、沖縄市軍用地地主会と３者

連盟で沖縄防衛局と防衛省へ返還要請を行った。 

 

(2)今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について 

・地権者準備会から区画整理法に基づく技術援助申請が提出されているため、市として

対応について整理が必要。（技術援助に関する要綱やマニュアルの整備が課題。） 

・組合施行に対する行政の関与度合。 

・埋蔵文化財調査のための立ち入り調査の可能性について関係機関に確認したが、返還

時期が決まっていない中では厳しいのではないかとの意見があった。引き続き意見交

換を続けていく必要がある。 

・交通円滑化対策の必要性は、準備会も概ね理解を得ていると考えているが、スマート

インターチェンジの設置に関しては、減歩負担等の懸念が示されており、調整が必要

である。今後は、対策の効果を定量的に示しながら、準備会と調整していきたいと考

えている。 

 

(3)令和８年度以降の主な取組予定について 

・今年度に検討する交通円滑化対策について、課題対策の定量評価を実施する。行政界

に関する検討は、令和７年度で一旦終了する。 

・まちづくりパートナーが選定された際には、提案内容を踏まえた跡地利用計画を検討

していく予定。 

・準備会との意見交換の場は、次年度以降も必要と考えている。 

・準備会の同意率は８割程度であり、準備会が仮同意書収集後も個別訪問等を行いなが

ら、同意率を増やす取り組みを行っていく予定。 

 

2. 市町村支援事業に関する意見・要望（専門家派遣、セミナー等テーマ、情報提供） 

(1)今年度の市町村支援事業の実施内容に関する意見等について 

・特になし 

 

(2)アドバイザー等専門家の派遣等の要望 

・プロジェクトマネージャーを継続して次年度も要望する。 

・アドバイザー派遣の活用を要望する。交通対策に精通した方にアドバイザー派遣を依

頼し、交通円滑化対策に関する業務の仕様書作成の支援をお願いしたい。 

(3)セミナー等で情報提供してもらいたいテーマ等の要望 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

(沖縄市) 

 

・大規模集客施設における周辺環境（交通やアセス等）への影響と対策について。 

・区画整理事業における、地権者、民間企業、行政のまちづくりとそれぞれの役割。 

 

3.その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 

・沖縄防衛局や沖縄県との調整における助言・フォロー等を要望する。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

北中城村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）、（サウスプラザ地区）、（喜舎場住宅地

区）】 

 

1.取組状況等 

(1)令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 

〈キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）、（サウスプラザ地区）〉 

・行政界の変更の必要性についてメリット・デメリット等を整理しながら方針を検討、

イオンモールの開業前と後のパーソントリップ調査における交通への影響等を整理し

ながらライカム交差点の交通対策に向けた調査を進めている。 

・埋蔵文化財調査のための現地踏査の実施及び水路断面の計測の可否について防衛局と

協議中。 

・まちづくりパートナーが３月に決定する予定。地権者活動支援として、コンサル派遣

業務を活用してまちづくりパートナーの募集要項案を作成している。なお、まちづく

りパートナーの評価や選定は準備会で行う予定。 

・先行取得事業は、今年度に村側の目標面積が達成したことから、基金の解散手続きを

進めている。 

 

〈キャンプ瑞慶覧（喜舎場住宅地区）〉 

・喜舎場スマートIC機能拡充に係る関係機関協議を実施し、計画案等に関する意見を得

た。 

・高速バス停の移設についてバス事業者と協議予定。 

・地権者数は約77名（居住地の割合は村内外で概ね半々）であり、組織化はされていな

い。 

・マスタープランにより返還予定区域は概ね固まっており、区域内で収まるインターチ

ェンジの計画を検討中。インターチェンジを除く部分（残地）の跡地利用の方針につ

いては、２月に地権者説明会で説明を実施。 

 

(2)今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について 

〈キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）、（サウスプラザ地区）〉 

・村施行の区画整理事業を経験した職員がいないことや、新たな道路整備、まちづくり

に関する事業が市や県と比較すると少ないため、実務経験や専門的な知識を有する職

員がいない。 

・返還時期が明確に示されていない中で、整備計画を進めることに対する懸念がある。

関係機関との情報交換を積極的に行い、返還時期の情報を早期に把握する必要がある。 

・既存の排水路は移設に要する事業費が大きいため、現況のままの活用を考えているが、

まちづくりパートナーの意見も踏まえ、検討が必要である。 

 

〈キャンプ瑞慶覧（喜舎場住宅地区）〉 

・特定駐留軍用地に指定されていないかつ区画整理事業の補助金対象外となる面積規模

の返還予定区域がある。 

・スマートICの整備効果の定量的な整理が必要。 

 
(3)令和８年度以降の主な取組予定について 

〈キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）、（サウスプラザ地区）〉 

・まちづくりパートナーの提案内容を踏まえた跡地利用計画案の検討。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

(北中城村) 

 

 

〈キャンプ瑞慶覧（喜舎場住宅地区）〉 

・令和７年度計画のより具体的な検討。 

 

2. 市町村支援事業に関する意見・要望（専門家派遣、セミナー等テーマ、情報提供） 

(1)今年度の市町村支援事業の実施内容に関する意見等について 

・特になし。 

 

(2)アドバイザー等専門家の派遣等の要望 

〈キャンプ瑞慶覧喜舎場住宅地区）〉 

・令和８年度も引き続きアドバイザー等の専門家の派遣を要望する。 

・喜舎場住宅地区では、令和８年度早々に地権者アンケート調査や説明会を実施したい

と考えており、コンサル派遣の活用を検討する。 

 

(3)セミナー等で情報提供してもらいたいテーマ等の要望 

・特になし。 

 

3.その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 

・特になし。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

宜野湾市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）、（インダストリアル・コリドー地区）】 

【普天間飛行場】 

 

1.取組状況等 

(1)令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 

〈キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）〉 

・本地区においては、令和６年度に沖縄健康医療拠点の中核である琉球大学医学部及び

大学病院の整備が完成し、同病院が令和７年１月に開院、同年４月に医学部が開学し

た。また、都市計画道路西普天間線が令和７年１月に一部供用開始、宜野湾市道喜友

名23号（国道58号から西普天間住宅地区へのアクセス道路）が同年２月に供用開始し

た。 

・引き続き、土地区画整理事業により道路や公園などの公共施設及び宅地の整備などの

まちづくりを継続していく（令和９年度までの事業予定）。 

・令和７年１１月に県道８１号線沿いのモデル街区の一部を使用収益開始している。 

・県道８１号線沿いの残りのモデル街区については、令和８年３月の使用収益開始を予

定しており、既に建築確認が完了しているところもある。モデル街区では、地区計画

による景観への配慮や歩きたくなるまちづくりを目指している。 

・琉球大学医学部及び大学病院前のモデル街区は、令和８年５月頃の使用収益開始を予

定している。 

・喜友名線は、令和９年度の開通を目指して取り組んでいる。 

・交通渋滞の対策については、国道330号の路面表示や信号制御時間の変更などにより、

予想よりも渋滞の影響は大きくない。 

 

〈キャンプ瑞慶覧（インダストリアル・コリドー地区）〉 

・令和５年度に「沖縄振興特定事業推進費」を活用して「跡地利用基本計画」（案）と

して３案を取りまとめた。 

・伊佐浜は銃剣とブルドーザーによる強制接収の歴史もあることから、地権者には複雑

な思いを持っている方も多く、令和５年度に結成された地権者組織より、市が取りま

とめた３案に対して反対する意見がなされた。 

・同組織が考える跡地利用計画の詳細な意向確認を行うため、令和６年度より宜野湾市

軍用地等地主会を含めた３者において、意見交換会を中心とした地権者意向確認を実

施している。 

・令和７年度も「沖縄振興特定事業推進費」を活用して、意見交換会を中心とした地権

者意向確認を実施している。 

・同組織との協議については、８月に第１回協議を実施し、コリドー地主会の関心が高

い防災まちづくりについて事例紹介を行うとともに、意見交換を行った。11月には第

２回協議を実施し、西普天間住宅地区の現地視察（コリドー地区の目視等）及び意見

交換を行った。令和８年２月～３月頃第３回協議を実施予定。 

・土地の先行取得については、令和５年度より取り組んできたところであるが、令和７

年度に目標面積である2.5haを取得したため、次年度以降の募集は行わない。なお、今

後必要に応じて特定事業の見通しを検討する。 

※令和５年度→約4,500㎡、令和６年度→約7,200㎡、令和７年度→約13,300㎡ 

 

〈普天間飛行場〉 

・市町村支援事業（プロジェクト・マネージャー派遣）を活用し、組織再編・強化の検

討。具体的には、約4,200人の地権者合意形成が課題である中、20年以上続いている若

手の会は、参加メンバーの固定化や参加人数の減少などにより、組織力に課題がある。
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

(宜野湾市) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクト・マネージャーに相談しながら、課題の解決について検討を進めている。 

 

（公共用地の先行取得推進について） 

・令和７年度予算：約53億円（うち内閣府補助金約43億円） 

・令和７年度の土地先行取得状況：約3.5ha（約25.7億円）取得 

・目標面積（特定事業の見通し）に対する取得割合：約69％ 

・７月と10月に土地の先行取得（軍用地の買取り）に関する説明会を、地権者向けに計

４日間実施し、のべ230名の地権者が参加した。10月に実施した説明会については、ア

ドバイザー派遣を活用して司法書士を招いた相談会も併せて開催した。 

 

（関係機関との意見交換会の開催状況について） 

・跡地利用推進への取組の強化のため、各分野の関係機関等の意見交換会を継続して実

施している。 

 

（GW2050PROJECTSの取組状況について） 

・令和７年度は、実施計画としての調査検討が行われている。 

・各拠点の将来像やコンセプトの検討が行われており、沖縄県と共同で取り組んでいる

跡地利用計画に関する内容と整合を図りながら検討を進めている。 

 

（地権者リストの整理） 

・コンサル派遣を活用して地権者リストの整理を行っている。次年度もコンサル派遣を

活用し、継続して地権者リストの整理を行いたいと考えている。 

 

＜文化財関係＞ 

〈キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）〉 

（整備事業） 

・「沖縄振興特定事業推進費」を活用して、住宅地区内の公園に所在し文化財指定予定

の「新城上殿遺跡」の保存整備に向けた基本設計を策定中である。12月に実施した一

般地権者向け現地視察での意見も踏まえながら、３月に基本設計を取りまとめる予定

としている。 

・宜野湾市内の琉球王府が整備した「歴史の道」と関連文化財の国指定へ向けて沖縄県

文化財課と調整を進めている。（西普天間住宅地区に宿道の一つである中頭方西海道

と周辺古道があり、その道を中心にグスクや湧泉などの関連文化財が多数存在してい

る。） 

・課題とされていた新城上殿遺跡の石切り場の真偽を確認するため調査を実施したとこ

ろ、石切り場であることが確認された。シンバルガー周辺の宿道ルートも確定した。 

・「歴史の道」で調査されていない箇所があり、１月から２月にかけて調査を行う。 

・現在、報告書をとりまとめており、整い次第、国指定に向けた具申書作成に着手する。 

 

（予備調査） 

・文化庁の補助を活用して、シンバルガー湧泉の試掘調査、新城上殿遺跡、中頭方西海

道（Aライン）の範囲確認調査を実施した。 

・新城上殿遺跡の石切場について、切り出し途中と見られる石材などの遺構を検出した。

シンバルガー周辺の試掘調査では、シンバルガーは確認できなかったが、宿道（中頭

方西海道）の遺構と思われる礫敷と土留めが検出され、宿道のルートについても概ね

想定通りであることが確認された。 

 

〈普天間飛行場〉 

（予備調査） 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

(宜野湾市) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・５月 19 日に現場説明会（内閣府視察）を実施。 

・今年度は普天間飛行場への立入が非常に制限されており、許可が得られた場合でも、

倒木処理を最小限実施したうえで、可能であれば神山後原丘陵古墓群等の表面踏査を

行いたい。 

 

(2)今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について 

〈キャンプ瑞慶覧（インダストリアル・コリドー地区）〉 

・地元の合意形成を重点課題としており、地権者組織との意見交換を中心とした地権者

意向確認を継続予定。 

・交通島（三角地帯）については、鉄塔もありその移転がかなうものか大きな課題。 

・北側は北谷町部分に連続しているため、同町とも継続的に意見交換・調整が必要。 

 

〈普天間飛行場〉 

・地権者の跡地利用に対する意識向上や参画の促進。 

・返還前の早い段階から、国・県・市を通じた推進体制の整備、跡地利用を円滑に行う

ための制度の構築、跡地開発に係る事業手法・実施主体の確立、開発費用等、行財政

上の様々な課題を整理できるよう、国・沖縄県・宜野湾市において一丸となり協議を

進めていく取組み。 

・普天間飛行場跡地内を通る横断道路については、大山土地区画整理事業と深く関係し

ているため、まずはその事業とあわせて進めていきたいと考えている。また、国が進

めている沖縄西海岸道路（宜野湾道路）との接続にも関係するため、今は大山土地区

画整理事業との調整を含め、課題の整理を行っているところ。 

・GW2050PROJECTSに向けて、現行制度の課題を整理し、令和14年度の沖縄振興計画改定

に合わせて制度改正の動きを踏まえた対応を進めたい。 

 

＜文化財関係＞ 

〈キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）〉 

（整備事業） 

・中頭方西海道及び関連文化財の国指を目指しているが、国指定から外れた文化財の整

備に対する補助等について検討する必要である。 

・具申書に必要な文化財所有者の同意調整（市長ないしは名義上の所有者の同意）が必

要である。 

 

（予備調査） 

・地区内で予定されている公園整備事業について、建物や園路等の開発計画の前に予備

調査をおこない、文化財の位置や詳細を把握したうえで、文化財の保護調整を行う必

要がある。 

・予備調査で確認できなかった埋蔵文化財が工事中に不時発見される可能性がある。そ

の際は工事の一時停止及び文化財の保護調整が必要となる。 

 

〈キャンプ瑞慶覧（インダストリアル・コリドー地区）〉 

・返還前立入り調査についての防衛局との調整。 

 

〈普天間飛行場〉 

・安定的な立入 

・エスコートパスの取得 

・年間パスの取得 

・電気、水道の使用 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

(宜野湾市) 

 

 

(3)令和８年度以降の主な取組予定について 

〈キャンプ瑞慶覧（インダストリアル・コリドー地区）〉 

・「字伊佐・字喜友名コリドー地区軍用地主会」との地権者意見交換会 

・跡地利用に関する情報発信（ニュースの発行等） 

 

〈普天間飛行場〉 

・土地の先行取得推進 

・令和９年度全体計画のとりまとめに向けた骨子案の整理 

・地権者リストの整理 

 

＜文化財関係＞ 

〈キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）〉 

（整備事業） 

・湧泉群（バシガー、ミーガー、ヒージャーガー、ノグニグァーヌメーヌカー）の保存

整備基本設計を予定。 

・具申書作成と文化庁・県担当者との確認、秋ごろには具申書の提出を目標としている。 

 

（予備調査） 

・公園整備事業における開発予定地の試掘調査。新城上殿遺跡や喜友名古水田跡などを

予定。 

 

〈普天間飛行場〉 

（予備調査） 

・12月19日に、立入申請書、調査計画書の素案を沖縄防衛局へ提出し、９月より調査を

開始したい。 

・調査は、神山クシヌカー古湧泉、神山古集落の確認調査の他、赤道渡呂寒原古墓群の

表面踏査を予定している。 

 

2. 市町村支援事業に関する意見・要望（専門家派遣、セミナー等テーマ、情報提供） 

(1)今年度の市町村支援事業の実施内容に関する意見等について 

・特になし。 

 

(2)アドバイザー等専門家の派遣等の要望 

〈キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）〉 

・現在実施している映像撮影、情報発信業務、広報誌作成業務について、継続して実施

をしており、次年度も引き続き派遣を要望。 

 

〈普天間飛行場〉 

・令和８年度も地権者リストの整理業務にコンサルタント派遣、若手の会の再構築支援

にプロジェクト・マネージャー派遣の活用を要望する。 

 

＜文化財関係＞ 

・継続してプロジェクト・マネージャーの派遣を要望する。 

 

(3)セミナー等で情報提供してもらいたいテーマ等の要望 

・特になし。 

 

3.その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 

・特になし。 



第２章 関係市町村の検討課題の把握等 

 

37 

 

市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

浦添市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【牧港補給地区】 

 

1.取組状況等 

(1)令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 

・拠点機能導入事業については、令和６～８年度で検討している。拠点返還地の指定を

見据えつつ、市の課題解決と一体的な開発など、地区の価値を高める内容について検

討予定である。GW2050 PROJECTS から牧港補給地区に求められる機能や施策の提言があ

るため、これを跡地利用計画にどう取り込むかも含めて、本業務で検討予定。 

・GW2050PROJECTS が検討している施策提言の内容については、本市の跡地利用計画との

整合を図るよう調整を行っている。 

・地権者合意形成促進事業については、計画的な土地利用の実現に向けて、若手組織で

ある「チームまきほ２１」と意見交換を行いながら、跡地利用の具現化を検討してい

る。今年度は東北・関東圏への視察を行い、勉強会も順調に進めているところである。

1 月には本事業のアドバイザー派遣により AI を活用し、地権者が考える跡地利用の具

体化の検討を実施した。 

・先行取得事業については、今年度約 2.8ha の相談があった中で、約 2.0ha の取得が完

了している。また、現在の目標値 30ha 達成が見込まれることから、特定事業の見通し

の変更（40ha）手続きを実施した。（R8.1.7 公告）。 

・先行取得はソフト交付金を活用していたが、駐留軍用地先行取得補助金の創設により、

切り替え実施。 

・土地取得広報推進事業については、「牧港補給地区跡地利用計画（令和６年３月）」を

よりわかり易く周知するために、VR を活用して将来像を説明できるようにしている。

今年度は VR の完成に向けた取組を行っており、内閣府の「こども霞が関デー」、沖縄

県の「跡地利用に関する県民フォーラム」に出展し、広く周知活動を行っている。VR

は地権者の関心が高く高齢者も積極的に体験している。操作が不慣れな方のために、

体現型 VR とあわせて動画に加工したものも使用している。 

 

(2)今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について 

・拠点返還地の指定について、GW2050 PROJECTS では拠点となる公共施設の方針の検討が

必要となっている。次年度は、拠点機能導入事業の最終年度となるが、返還の見通し

が立っていないことから、社会情勢の変化等にも対応しながら継続的な検討を図りた

い。 

・先行取得については、平成２８年度から実施しているが、申出者が減少傾向にあり、

面積も減少傾向になっている。VR の活用を含めた広報推進を行い微増したので、今後

も継続が必要である。また、特定事業の見通しの変更を行ったことから、これまで以

上に取り組みを推進する必要があるので、少しでも多くの土地の取得ができるよう、

改善策を検討する。特に、目標達成に向けて、年間取得目標面積を 1.5ha から 3.0ha

に増やす必要がある。 

・合意形成について、機運醸成の一環として、大学生、市、地権者の意見交換や先進地

視察などの取組を行っているが、市の財源が厳しい状況であるため、今後はより効率

的に進めることが必要である。大学生との意見交換は継続している。 

 

・埋蔵文化財調査の対応（時期、規模、人員等）について、具体的な時期が不透明な中、

体制や配置を含め、動きづらい。全体返還・部分返還によっても対応が変化する。倉

庫が立地しているので、立ち入り許可されていないのが現状である。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

（浦添市） 

 

 

(3)令和８年度以降の主な取組予定について 

・拠点機能導入事業は、次年度が最終年となるため、とりまとめに向けた業務委託を予

定している。GW2050PROJECTS 推進協議会からの提言を受けて、跡地利用計画への追加・

修正を検討する必要がある。時期は未定だが、提言公表後、議会等に対して提言内容

を踏まえた意見聴取を行い、跡地利用への反映等を検討予定。 

・先行取得事業は、特定事業の見通しの変更に伴い、次年度の目標値を 3.0ha とし、目

標達成に向けた効果的な広報活動に一層取り組んでいく。また、今年度完成する VR に

ついては、跡地利用や先行取得の広報素材の一つとして、積極的に活用していく。 

・合意形成については、通常の勉強会実施に加え、今年度実施する AI を活用した勉強会

など、新たな取組についても検討する。 

 

2. 市町村支援事業に関する意見・要望（専門家派遣、セミナー等テーマ、情報提供） 

(1)今年度の市町村支援事業の実施内容に関する意見等について 

・今年度は、国内視察、専門家派遣など、多くの支援をいただいた。市の財政状況が一

段と厳しくなる中、今後も本事業を継続又は拡充をしていただきたい。 

 

(2)アドバイザー等専門家の派遣等の要望 

・今年度、跡地利用の広報支援、AI を活用した勉強会、地権者を含めた先進地視察の対

応について専門家派遣を活用させていただいている。次年度以降も継続して、跡地利

用や地権者の合意形成等に寄与する取組を検討したい。 

 

(3)セミナー等で情報提供してもらいたいテーマ等の要望 

・本地区は高低差があることから、「地下街の整備」についても検討を進めており、関連

する情報等があれば提供いただきたい。 

・米軍基地の共同使用、開発地の一部を暫定利用している先進事例があれば教えていた

だきたい。返還まで長い時間を要することから、軍用地の一部を暫定的に活用したま

ちづくり検討したいと考えている。 

 

3.その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 

・これまで通りの継続的な支援を要望。 

・将来の財源確保の手法検討や法 29 条の内容変更（大規模跡地に合わせた制度拡充）に

ついて。 

・法律上は２分割での返還は可能であるが、返還時期のズレによって区画整理事業の認

可など、不都合が生じる恐れがある。地権者からこうした意見の高まりがあることを

情報共有させて頂く。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

那覇市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【那覇港湾施設】 

 

1.取組状況等 

(1)令和７年度において重点的に実施した取組・箇所等の状況について 

・今年度は、ソフト交付金を活用し、地権者等との合意形成活動の実施、及び、地権者

台帳を作成した。地権者台帳及び区域図においては、次年度から検討を始める跡地利

用計画策定業務に活用する。 

・合意形成活動としては、①地主会理事WGとの勉強会（2回）、②次世代の会との定例会

（4回。うち1回は県内視察）、③地主会理事WGと次世代の会との合同勉強会（1回）、

④地主会理事と次世代の会との合同意見交換会（1回）、⑤情報誌「がじゃんびら通信」

の発行（2回）を実施した。 

・今年度の合意形成活動は、GW2050が動き出したこともあって、そこと並走する形で地

主会の意見を伝えている。また、次年度以降の跡地利用計画策定に向けた検討体制を

どうするか検討した。 

・GW2050PROJECTSが５月にグランドデザインを公表した後、９月末に意見交換を行った。

今年２月下旬から３月上旬にも意見交換が予定されている。今後も引き続き意見交換

をする予定。 

・那覇港湾施設内に所在する国際物流拠点産業集積地域那覇地区（以下、「物流拠点地

域）」という。）の施設建替事業に関する沖縄県企業立地推進課との意見交換を実施

した。那覇市及び地主会としては、返還後の土地利用に支障がないようにすることを

要望しているため、沖縄県とは、今後も継続して意見交換を実施していく。 

 

〈文化財関係〉 

・文化財調査の早期立入に関する調整を実施（今年度は立入許可申請書の内容に関する

調整、及び、人員体制整備を進めた）。 

 

(2)今年度の取組を踏まえた今後の跡地利用推進に関する主な課題について 

・沖縄県企業立地推進課が実施している物流拠点地域の施設建替事業について、本市の

跡地利用計画に影響することが考えられるため、地主会、那覇市及び県のそれぞれの

意向をすり合わせるため、引き続き意見交換を行っていく。 

・跡地利用計画づくりに向け、那覇市軍用地跡地利用審議会（以下、「審議会」という。）

の立ち上げを令和８年度から予定しているが、会議の進め方など整理したい。近年跡

地利用計画を策定した浦添市や宜野湾市を参考にする予定である。また、地権者から、

先行取得に向けた要望もあったため、早めに策定したいと考えている。 

 

〈文化財関係〉 

・これまでも文化財調査の早期立入に関する調整をしてきたが、許可の見通しが立って

いない。 

 

(3)令和８年度以降の主な取組予定について 

・令和８年度から令和９年度の２ヵ年をかけて跡地利用計画を策定する予定。 

・合わせて地権者等との合意形成活動についても、跡地利用計画策定業務と並行して実

施する。 

・跡地利用計画策定と並行して、GWの取り組みとの連携（GWの提案を踏まえて跡地利用

計画策定後のアクションプラン作成など）。 

・跡地利用計画策定業務等に係る財源としては内閣府の駐留軍用地跡地利用推進事業費

補助金の活用を検討している。 
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市町村 
【施設・区域名】 

現在の地区の状況、今年度の取組及び課題等 

（那覇市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・跡地利用計画策定に向けた審議会は、令和８年度に2回、令和９年度に4回開催する予

定である。 

 

2. 市町村支援事業に関する意見・要望（専門家派遣、セミナー等テーマ、情報提供） 

(1)今年度の市町村支援事業の実施内容に関する意見等について 

・今年度から実施された国内視察研修会は、先進地の担当者による講義及び現場視察を

通じ、今後の跡地利用計画策定に向けた様々な知識を深めることができたため、今後

も継続的に実施していただきたい。 

 

(2)アドバイザー等専門家の派遣等の要望 

・土地区画整理事業に関する地権者等との勉強会を開催したいため、アドバイザー派遣

を要望したいと考えている（特に小規模土地の利活用方法や合意形成の進め方等につ

いて）。 

・実施時期については、事前に地主会と調整し検討する必要がある。 

 

(3)セミナー等で情報提供してもらいたいテーマ等の要望 

・セミナー等で跡地利用計画策定作業に関する他の自治体との意見交換や情報共有を要

望する。本市が抱える課題や疑問点について、他の各自治体へ質問書を送付し、セミ

ナー等で回答及び議論させていただきたい。 

・脱炭素や再生エネルギー等に関する最近の潮流または自然環境に配慮したまちづくり

の事例等をテーマにしたセミナーを要望したい。 

・スタートアップ企業支援の考え方や企業誘致のための企業優遇措置。 

・事業計画の作り方（コンサルの選定方法など含めて）。 

 

3.その他（沖縄総合事務局跡地利用対策課への要望事項等） 

・令和８年度から跡地利用計画策定のために審議会を立ち上げることから、関係機関と

して参加いただきたい。 

・地主会の跡地利用に関する機運も高まっていると感じるため、引き続きアドバイザー

派遣などの市町村支援事業について相談させていただきたい。 

 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

第第３３章章    

駐留軍用地跡地利用推進懇談会    
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第３章 駐留軍用地跡地利用推進懇談会 

３-１ 駐留軍用地跡地利用推進懇談会 

１ 目的 

推進懇談会は、返還跡地等の跡地利用に精通した学識経験者及び有識者で構成し、今

年度において当局が関係市町村へ実施した駐留軍用地跡地利用に関する市町村支援事

業について報告するとともに、次年度の支援事業や今後の課題等について意見交換を行

い、有識者の経験や知見から跡地利用に関する取り組みについて助言いただくことを目

的としている。 

２  開催日 

令和８年２月 17 日（火） 

３ 開催場所 

那覇第二地方合同庁舎２号館 

沖縄総合事務局 ６階 特別会議室 

４ 出席者 

【推進懇談会委員】 

大澤 真 株式会社フィーモ 代表取締役 
岸井 隆幸 日本大学理工学部 名誉教授 
阪井 暖子 Planning & Produce Studio SAI 代表 

堤  純一郎 琉球大学 名誉教授 
當銘 健一郎 株式会社沖電工 参与 
新田 進 那覇新都心株式会社 顧問 

（五十音順 敬称略） 

【プロジェクト・マネージャー】 

高嶺 晃 恩納村/沖縄市プロジェクト・マネージャー 

【内閣府】 

増野 健一 内閣府政策統括官（沖縄政策担当）付参事官（政策調整担当） 

【沖縄総合事務局】 

波平 康 沖縄総合事務局 総務部 部長 
池村 幸介 沖縄総合事務局 総務部 跡地利用対策課 課長 
立津 智史        〃            課長補佐 
村山 陽一        〃            専門官 
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中村 敏昭        〃            専門官 
末次 敦        〃            専門職 

５ 議題 

(1) 跡地利用に関する動向 

(2) 令和７年度の取組み内容（報告） 

(3) 令和８年度の取組み方針（報告） 

(4) 今後の跡地利用に関する取組みについて（意見交換） 

６ 内容 

(1) 跡地利用に関する動向 

ア 事務局からの主な報告事項 

≪県内の動向≫ 

○令和７年２月にキャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）において国道58号から西普天間

住宅地区へのアクセス道路（市道喜友名23号）が供用開始。また、令和７年４月に琉

大医学部が開学している。 

○キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）において、返還後の区画整理事業を見

据えた土地区画整理組合設立準備会が令和７年３月に発足。 

○令和７年１０月に読谷補助飛行場（補助飛行場地区）において、村立図書館などを併

設した総合情報センター、ゆんラボ・未来館がオープンしている。また、嘉手納弾薬

庫地区（国道東地区）、トリイ通信施設（大木南地区）で実施されていた区画整理事業

について換地処分が行われた。 

○基地返還跡地の一体的な利用と那覇空港の機能強化を図ること等を目的とした県内

経済団体を中心とする取組「GW2050PROJECTS」において、令和７年５月にグランドデ

ザインが策定・公表。現在、各跡地における機能分担等について検討し、成長戦略と

して取りまとめるべく、取組が進んでいる状況。 

 

 
(2) 令和７年度の取組み内容 

ア 事務局からの主な報告事項 

≪令和７年度の主な取組≫ 

令和７年度に実施した取組について順次報告を行った。 

（関係市町村の取組状況・検討課題） 

○市町村ヒアリング等を通じて把握した、関係市町村の主な取組状況・課題等について

報告を行った。 
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（跡地関係市町村連絡会議） 

○令和７年５月に実施した、跡地関係市町村連絡会議の概要について、参加者からのア

ンケート結果も含めて報告した。 

（跡地利用推進セミナー） 

○令和７年８月に実施した、跡地利用推進セミナーの概要について、参加者からのアン

ケート結果も含めて報告した。 

（跡地利用推進視察研修会） 

○令和７年１１月に実施した、跡地利用推進視察研修会の概要について、参加者からの

アンケート結果も含めて報告した。 

（アドバイザー等専門家派遣） 

○令和７年度における専門家派遣の状況について、派遣概要等を報告した。 

（プロジェクト・マネージャーとの意見交換） 

○令和７年度に自治体へ派遣しているプロジェクト・マネージャーとの意見交換の概要

について、報告した。 

 

 
(3) 令和８年度の取組み方針 

ア 事務局からの主な報告事項 

1 基本方針 

令和７年度に実施した施策を維持しつつ、跡地利用特措法の下、関係市町村とコミ

ュニケーションを密に図り、内閣府本府を始めとする関係機関とも連携して市町村 

支援事業に取り組む。近年市町村等からのコンサルタント派遣需要が増加しており、

令和８年度においても更なる増加が見込まれることから、コンサルタントを始めと 

する専門家派遣をより重点的に実施することとする。 

なお、令和７年度において実施した視察研修会については、令和８年度は実施しな

いこととし、先進地の視察については、市町村等からの個別要望に応じ、コンサルタ

ント派遣を活用することとする。 

2 個別・具体的取組 

（１）跡地関係市町村の意見・課題の把握 

関係市町村毎に跡地利用対策課職員を割当て、各市町村の状況把握に努める。

具体的には、年２回（上期・下期各１回）の関係市町村個別ヒアリングを実施し、

取組状況、課題、支援要望の把握に努める。 

（２）アドバイザー等派遣 

関係市町村等からの要請に応じて、内容を精査のうえ、迅速に派遣する。 

（３）跡地関係市町村連絡会議 
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前年度の事業報告と令和８年度の事業計画に対する意見交換を目的に年度当

初に１回開催する。 

（４）跡地利用推進セミナー 

関係市町村職員及び地権者等を対象に、跡地利用計画に必要な基礎知識（土地

区画整理事業の仕組みなど）を身につける研修的な位置づけとして開催する。 

（５）跡地利用推進懇談会 

令和８年度の跡地利用対策課の取組結果をご報告し、取組内容及び次年度（令

和９年度）以降の業務取組方針等についてアドバイスを頂く。 

 

 
(4) 今後の跡地利用に関する取組みについて 

（これまでの報告事項を踏まえ、今後の取組みについて意見交換を実施した。） 

 

≪意見交換の概要≫ 

○専門家派遣の在り方について 

 ・プロジェクト・マネージャーの方々の意見で人材育成が大変とのことであるが、育

成だけではなく、当人自身もとても苦労されていると思われる。プロジェクト・マ

ネージャーの業務には、様々なリスクも存在する。 

 ・プロジェクト・マネージャーの横の連携やノウハウの共有が必要と思われる。 

 ・人材の確保に苦慮している自治体では、全体的なコーディネートができる人が必要。 

 ・特に民間開発が想定される場合等に、各種調整等を適切に行える人材を派遣する仕

組みが必要。 

 ・各種状況が変わりつつある中で、これまでのようなアドバイザー等の派遣だけでは

なく、更に専門性の高い人材を紹介していく必要があるのではないか。 

 ・全体の跡地の相談を受けるような専門家チームのようなものが必要ではないか。特

に跡地利用に参入する事業者の業種等によっては、かなり専門的な人材派遣が必

要。 

○地権者の所有状況及び所有者不明土地について 

 ・事前に各地区の地権者の所有状況等を把握しておくことは、とても重要なこと。 

 ・所有者不明土地の問題は、基地返還予定跡地の中にも存在する。事前に所有者不明

土地の状況を把握して、どのように対応していくか検討が必要となる。 

 ・既存の制度で区画整理事業の実施が難しいとされてきた地区においては、構造改革

特区の制度を活用する方法もあるのではないか。特に基地跡地の場合は非常に複雑

な状況のため、このような制度の活用を検討するという視点も必要だと思われる。 
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第４章 跡地関係市町村連絡会議 

４-１ 跡地関係市町村連絡会議の概要 

１ 目的 

連絡会議は、関係市町村担当者を対象として、市町村支援事業の実績報告や本年度

実施計画等について情報提供及び意見交換を実施することで関係市町村担当者間の連

携強化を図ることを目的に開催した。 

 

２ 開催状況 

本年度の連絡会議は、前年度における市町村支援事業の取組の報告と駐留軍用地跡

地利用推進事業費補助金や駐留軍用地跡地利用支援システム等について情報提供を行

うとともに、関係市町村の取組状況や課題等の共有を目的として、座談会による意見

交換を実施した。 

また、休憩時間を活用し、担当者間での名刺交換を実施することで、市町村間の連

携強化を図った。 

さらには、今後の市町村支援事業をより有意義に進めていくためのアンケート調査

も実施した。 
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４-２ 跡地関係市町村連絡会議 

１ 実施概要 

(1) 開催日及び開催場所 

開催日：令和 7 年 5 月 13 日（火） 

場 所：P's SQUARE D 会議室 

 
(2) 出席者 

①関係市町村（9 市町村） 

宜野座村（企画課）、恩納村（企画課）、うるま市（防災広報対策部総合防災課）、沖縄

市（建設部都市整備室、企画部基地政策課）、北谷町（総務部企画財政課）、北中城村（企

画振興課）、宜野湾市（基地政策部まち未来課、基地跡地推進課、教育部文化課）、浦添

市（企画部港湾基地政策局跡地未来課）、那覇市（まちなみ共創部技術総務課那覇軍港跡

地利用推進室） 
 

②関係機関 
内閣府政策統括官（沖縄政策担当）付政策調整担当参事官室 

 
③オブザーバー 
沖縄県（企画部県土・跡地利用対策課） 

 
(3) 開催趣旨 

年度当初において、市町村支援事業の実績報告や本年度実施計画等についての情報提

供及び意見交換に加え、関係市町村の跡地利用担当者間の連携強化を図り、本年度の支

援事業や跡地返還関係業務に資することを目的として、以下の内容で実施した。 
 

（報告） 

令和 6 年度市町村支援事業の取組について 

（情報提供） 

①令和 7 年度市町村支援事業の取組について 

②駐留軍用地跡地利用推進事業費補助金について 

③駐留軍用地跡地利用支援システムについて 

（意見交換） 

関係市町村の取組状況・課題等について（座談会） 

 



第４章 跡地関係市町村連絡会議 

47 

２ 内容 

(1) 令和６年度市町村支援事業の取組について（報告） 

＜市町村個別訪問＞ 

○関係市町村（14 市町村）における返還跡地等の取組状況及び検討課題等を把握すると

ともに、市町村支援事業に対する要望の有無等についてのヒアリングや、意見交換を

目的に「市町村個別訪問」を２回実施した。 

第１回実施時期：令和６年５月 22 日から６月 24 日 

第２回実施時期：令和７年１月 20 日から２月 6 日 

＜アドバイザー等専門家の派遣＞ 

○関係市町村の要請に基づき、駐留軍用地跡地利用の支援を図るため、アドバイザー派

遣１件（浦添市）、プロジェクト・マネージャー派遣５件（恩納村、沖縄市、北中城村

各１件、宜野湾市２件）、コンサルタント派遣 13 件（北中城村、浦添市各１件、沖縄

市２件、北谷町４件、宜野湾市５件）の専門家派遣を実施した。 

＜跡地関係市町村連絡会議＞ 

○関係市町村において跡地利用の実務に携わっている担当者を対象に、市町村支援事業

の前年度の実績や当該年度の実施計画等について、情報提供及び意見交換を実施する

ことで、跡地利用担当者間の連携強化と市町村支援事業の活用を図ることを目的に実

施した。（令和６年５月 14 日開催） 

＜跡地利用推進セミナー＞ 

○関係市町村担当者及び地権者等を対象に、専門家等による県内外のまちづくりの事例

紹介や土地区画整理事業の仕組みなどについて、駐留軍用地跡地利用に資する基礎的

知識の共有を目的に開催した。 

○「跡地利用計画と民間企業のかかわり」の１つとして「PPP/PFI 事業」をテーマに、

専門家の方を招き、PPP/PFI の取り巻く状況、活用事例等を講義頂くことで、PPP/PFI

に関する基礎的知識の習得と理解を深め、跡地利用を検討する上での参考となること

を目的に開催した。また、各自治体に対して事前アンケートを実施し、跡地利用にお

いて PFI 活用の可能性や希望、今後整備予定の施設の概要及び跡地へ導入を想定して

いる機能などを把握したうえで、講義や活用事例等の紹介を行った上で、登壇者と市

町村の参加者との意見交換会を実施した。（令和６年 8 月 26 日オンライン開催） 

＜広報活動＞ 

○関係市町村担当者及び地権者を対象に、跡地利用の実現に向けた取組を広く周知する

ため、これまでに作成した広報誌「まちプランナー」計４冊について、スマートフォ

ン対応コンテンツを制作した。 

○コンテンツの制作にあたっては、快適に Web サイトを閲覧できるよう、レイアウトや

文字の大きさ、画像サイズ、余白、行間などのデザイン、コンテンツ内容などを調整
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し、スマートフォン用に最適化を図った。 

 

＜駐留軍用地跡地利用推進懇談会＞ 

○跡地利用に詳しい学識経験者や有識者に対して、ヒアリング等で得た関係市町村の現

状、課題について当局から説明を行い、それに対する意見交換や、跡地利用を推進す

る際の留意点、新たな支援方法の検討等を目的に開催した。 
（令和７年２月 21 日開催） 

 

 

(2) 令和７年度市町村支援事業の取組及び制度等について（情報提供） 

＜市町村個別訪問＞ 

○今年度も個別ヒアリングを２回予定している。 

＜アドバイザー等専門家の派遣＞ 

○アドバイザーは、駐留軍用地跡地利用の支援を図ることを目的に、専門家を短期間派

遣。 

○プロジェクト・マネージャーは、土地区画整理事業等に関する専門知識及び経験を有

する専門家が市町村に対し、職員へのアドバイスや返還跡地等の利用推進に関する関

係機関との調整、職員の人材育成等を行うことを目的に長期派遣。 

○コンサルタントは、調査、検討などの作業を実施するために市町村に専門家を派遣。 

 

＜関係市町村へのアドバイザー等専門家の派遣実績＞ 

（浦添市） 

○アドバイザー派遣は、牧港補給地区内にあった旧小湾集落の「小湾みらいの会」とい

う郷友会が開催する勉強会の講師として、派遣を要望させていただいた。開発利益に

関することとして、価値が高まるまちづくりの事例や効果等を中心に助言をいただい

た。勉強会には約 20 名が参加し、分かりやすく説明いただき好評だった。個別質問に

対しても丁寧に対応いただいたと伺っている。 

○コンサルタント派遣では、昭和株式会社を派遣いただいた。跡地利用計画と先行取得

事業等をやっているため、分かりやすく説明するためのパンフレットの作成を依頼し

た。掲載内容の総合的なアドバイスやデザイン案の作成に助言をいただき、分かりや

すいパンフレットを作成できた。今年度印刷、窓口配布等を別途予定している。 

（北中城村） 

○コンサルタント派遣では、ロウワー・プラザ住宅地区の地権者支援業務で活用し、準

備会設立に向けた仮同意書の取得支援等を行った。 

○プロジェクト・マネージャー派遣では、今後返還予定のロウワー・プラザ住宅地区と

喜舎場住宅地区の一部の２地区について、それぞれが抱える様々な課題に対して、ま
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ちづくりに関する専門的な知識や行政機関等の調整等の経験を有する方の力を借り

たいということで要望させていただいた。 

（沖縄市） 

○１回目のコンサルタント派遣については、先程、北中城村が説明したロウワー・プラ

ザ住宅地区の地権者支援業務を同村と共同で依頼し、実施した。 

〇２回目のコンサルタント派遣では、令和３年度までに作成した跡地利用区域の区域図

について、令和３年度から地権者の変更や分筆があったため、区域図を更新する業務

をお願いした。区域図は、準備会が結成されたときに提出する仮同意書との照合や先

行取得などの確認のために活用するので、今回依頼させていただいた。 

〇プロジェクト・マネージャー派遣は令和３年度から継続してお願いしており、令和６

年度もアワセゴルフ場跡地の土地区画整理の経験のある方の派遣をお願いし、北中城

村との調整や地権者の合意形成など、跡地利用計画の内容について助言をいただい

た。 

（北谷町） 

〇コンサルタント派遣の１、２、３回目については企画財政課ではなく文化課から派遣

依頼をさせていただいた。内容は、返還された北谷グスクの落石等々の調査となる。 

〇４回目の株式会社パスコを派遣いただいた環境影響評価の基礎資料の作成について

は、インダストリアル・コリドー地区の環境影響評価における配慮書の前段となるよ

うな基礎資料や、返還後の跡地利用の円滑な検討に資する資料の整理をお願いさせて

いただいた。 

〇具体的には、公害問題、大気環境や騒音、水、土壌の環境。別の年度では陸生生物な

ど、広い環境の調査をお願いした。現地の立ち入り調査がまだできない状況なので、

既存の資料整理にはなるが、環境面から跡地利用計画に落とし込むことで、今後の跡

地利用計画の策定に活用できる資料となった。また、将来の環境影響評価等の手続の

事務的負担の軽減にもつながると考えている。 

（宜野湾市） 

○コンサルタント派遣の１回目、２回目は、西普天間住宅地区の返還から跡地利用の変

遷までの映像記録を撮影するため、平成 27 年より継続的に株式会社シネマ沖縄を派

遣していただいている。琉大医学部及び病院を中心に沖縄健康医療拠点の地区全体を

ドローン撮影及び地上撮影をした上で映像に編集して YouTube 等にて配信している。 

〇令和６年度は琉大開院・開学、沖縄健康医療拠点開所の節目に当たる年度のため、３

回目、４回目として追加で派遣していただいた。３回目がこれまで撮りためた映像・

写真の総括動画を作成するために、同じくシネマ沖縄を派遣していただき、４回目は

西普天間住宅地区の返還から現在までの取組内容を集約したパンフレットデータの

作成のため、日本工営都市空間株式会社を派遣していただいた。 

〇作成した映像は、沖縄健康医療拠点の開所式や西普天間線喜友名 23 号の開通式の際

に上映したり、作成したパンフレットを配布したりと大いに活用させていただいた。 

〇５回目では、令和５年から６年の２年間にかけて、普天間飛行場周辺市街地の道路網
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の整備可能性調査において活用した。宜野湾市はまちのど真ん中に普天間飛行場があ

るため、道路や上下水道が真ん中を通せない状態なので、普天間飛行場返還後の周辺

の道路網も含め、接続箇所などについて可能性を検討していただいた。とても有効な

内容だった。 

〇プロジェクト・マネージャー派遣では、令和６年度、７年度も派遣いただいている。

普天間飛行場は地権者の数が多く、一人一人に関わるのが厳しいので、約 20 年前か

ら若手の会という組織を立ち上げて、継続的に進めていたが、返還時期が見えず、組

織が形骸化、弱まりを見せている状況であった。そこを武氏に去年から入っていただ

き、今後、返還時期も見据えながら組織をどういうふうに強化等したほうがいいのか、

宜野湾市の地主会とも相談しながら進めている。 

〇去年の段階ではその見直しが必要ということで、地主会、若手の会からそれぞれ代表

を募って検討会議を立ち上げに向けて検討を始めた。今年度からはその会議体を中心

に見直しの方向性を検討していきたいと考えている。 

○教育委員会でもプロジェクト・マネージャーの派遣をいただいており、西普天間住宅

地区内の文化財の保全活用を図る保存整備事業を行っている。中頭方西海道について

は、学術的な価値が高いと判断し、その周辺に点在している湧き水、湧泉などを含め

て国の史跡として指定するために沖縄県や文化庁と調整を進めているが、国指定に向

けた調整について経験がないため、文化庁との調整を行っても、なかなか進展がみら

れていない状況があった。 

〇この状況を進展させるため、令和５年度からプロジェクト・マネージャーを派遣して

いただいている。プロジェクト・マネージャーからは国指定に向けた取組については、

教育委員会だけで進めるのではなく、市民を巻き込むことが重要とのアドバイスをい

ただき、以前から定期的に教育委員会で実施していた現地見学会に加えて、昨年度は

講座を実施したほか、その内容を YouTube でも公開している。今年度も秋頃に講座を

予定している。 

〇また、新規で国の指定を受けることはハードルが高いということで、浦添市の国指定

史跡である中頭方西海道及び普天間参詣道の安波茶橋や当山の石畳道の延長上に宜

野湾市の中頭方西海道があるので、これの追加指定という形で調整したほうが現実的

ではないかというアドバイスがあり、現在はこの方針で調整を進めている。 

〇プロジェクト・マネージャーの派遣をきっかけに国指定の可能性が見えてきたのは大

きな成果だと考えている。 

〇その他にも、発掘調査や普天間飛行場の調査計画などについても様々なアドバイスを

いただいており、月 10 日間程度、一緒に業務に取り組んでいるので、実情に合う具体

的なアドバイスをいただいていると考えている。 

（恩納村） 

○プロジェクト・マネージャー派遣では、恩納通信所返還跡地の土地利活用に関して平

成 28 年度から継続して派遣していただいている。本村では、リゾートホテル開発の

計画が決定したが、返還跡地の国道 58 号側の集落エリアと接するエリアについては、

整備計画がたっておらず、返還跡地全体として跡地利用の整備の進捗が停滞している
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ことから、跡地の土地利用について幅広い知見を有する専門家派遣を依頼したもので

ある。 

○跡地利用を進める上でインフラの整備が重要とのアドバイスをいただき、返還跡地を

横断する村道の新設及び返還跡地内の既存村道の改修工事を行っている。また、国道

58 号からリゾートホテル開発エリアに通じる新たな村道の整備を計画している。 

○恩納村では、これまで返還跡地はリゾートホテル開発に限定していたが、整備が滞っ

ていた住宅エリアについて、地域主導の跡地利用を推進する必要があるというアドバ

イスをいただき、地権者を構成員とする恩納通信所返還跡地住宅エリア内及び周辺に

係る土地利用推進並びに地域活性化検討委員会を設置した。そして、令和６年度には

同検討委員会へ住宅エリア周辺土地の利活用について諮問を行い、検討委員会から答

申を受け、今後は住宅エリア周辺の整備に向けた検討を進めることができると考えて

いる。令和７年度は、その住宅エリア周辺の整備に向けた検討を本格的に始めていき

たいと考えている。 

 

＜跡地関係市町村連絡会議＞ 

○本日（令和７年５月 13 日（火））開催。 

＜跡地利用推進セミナー＞ 

○昨年度同様に開催予定。 

＜駐留軍用地跡地利用推進懇談会＞ 

○昨年度同様に開催予定。 

＜跡地利用推進視察研修会の開催＞ 

○地域の特性を生かした施策を展開している先進自治体等の取り組みについて視察を

行い、跡地利用関係市町村職員の視野拡大と知識向上を図り、跡地利用推進に関する

スキルアップ及び関係市町村のコミュニケーション構築を目的として、視察研修会を

開催予定。 
 
 
(3) 駐留軍用地跡地利用推進事業費補助金について（情報提供） 

○内閣府が所管している駐留軍用地跡地利用推進事業補助金の交付要綱等について、内

閣府政策統括官（沖縄政策担当）付政策調整担当参事官室から情報提供を行った。 

 
 
(4) 駐留軍用地跡地利用支援システムについて（情報提供） 

○当局で運用する跡地利用支援システムにおける、掲載情報、利用方法等について、実

際にデモンストレーションを行いながら、説明を実施した。 
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(5) 関係市町村の取組状況について（意見交換） 

＜関係市町村が抱える主な課題＞ 

○関係市町村間の連携や取組状況・課題の情報共有を図ることを目的として、３つのグ

ループに分かれて、座談会を実施した。 

○座談会の様子 

（A グループ） 

 

（B グループ） 

 

（C グループ） 
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(6) その他 

（事務局） 

○令和７年５月 22 日から市町村個別訪問を予定している。また、今年度は例年同様、夏

頃に跡地利用推進セミナーの開催を予定している他、秋頃には跡地利用推進視察研修

会を計画している。詳細について現在検討しており、実施日、内容等が決まり次第連

絡するので、参加を検討いただきたい。 



駐留軍用地跡地利用に関する市町村支援業務 

54 

《参考》跡地関係市町村連絡会議に対するアンケート結果 

跡地関係市町村連絡会議に対する出席者の意見・要望等を把握するため、出席者に対し

てアンケートを実施した。（回答数 20） 

質問項目は次のとおり。 
 

■今後の会議開催について 
Q1：（回答された市町村名） 

・宜野座村、恩納村、うるま市、沖縄市、北谷町、北中城村、宜野湾市、浦添市、 

那覇市、沖縄県 

 

Q2：今後の意見交換及び情報提供として取り扱って欲しいテーマ（複数選択可）

 

 

Q3 今後の市町村支援事業で取り組んでほしいこと又はアドバイザー等専門家派遣に関する意

見（提案等） 

・民間開発事業者とのマッチング事業等。 
・海外視察。 
・返還予定区域や市町村ごとに課題は様々であると感じるため、それぞれに対応した支援を

要望する。 

0 2 4 6 8 10

合意形成
企業誘致
環境影響

環境に配慮
民間資金
用地確保
事業制度

スマートシティ
SDGｓ

エリアマネジメント
大規模開発
市町村連携
社会経済

再開発事業等
所有者不明土地

その他

項目 回答数 

地権者合意形成 8 

企業誘致（資金活用等） 6 

環境影響評価 3 

環境配慮 1 

民間企業の関わり 6 

公共施設用地確保事例 2 

土地区画事業制度・事例 7 

スマートシティ 4 

SDGｓ 1 

エリアマネジメント 1 

大規模開発、市町村の体制 1 

国県市町村連携 6 

社会経済情勢の見通し 1 

市街地整備事業制度・事例 1 

所有者不明土地 3 

その他 0 
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・開発困難な地権者（区画整理区域外）に対する対応、救済措置。 
・他市町村でアドバイザー等専門家の事例を共有して欲しい。 
 
Q4 座談会（意見交換会）への参加 

 

Q5 その他、今年度の事業内容や会議等開催についての提案や要望等 

・座談会は事前にテーマを設定した方がよい。 
 
■跡地利用に関する調査 
Q：跡地利用を推進するに当たっての課題、今後のためにも把握しておきたい事や、役立つと

思われる事（複数選択可） 

 
 

 
上記の選択理由、上記以外の課題、または複数市町村の跡地利用に役立つと思われるもの

等、調査を希望する内容 

・返還を見据え、内部組織体制強化は課題 
・統合計画において、返還予定となっているが、実際はいつ返還となるかがわからない状況の

中で、地権者の合意形成や企業誘致の準備や展開の方法・タイミングが悩ましい。 

78% 0% 22% 0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
参加 したくない

0 2 4 6 8 10

合意形成

先進地事例

企業誘致

環境配慮

公共用地確保

地域活性化

国有地処分

財源確保

内部組織強化

文化財調査

用地取得

その他

項目 回答数 

参加したい 14 

参加したくない 0 

どちらでもない 4 

その他 0 

項目 回答数 

地権者合意形成 8 

先進地事例調査手法 8 

企業誘致 8 

環境配慮 2 

公共施設用地確保事例 2 

地域活性化 2 

国有地処分 1 

財源確保 4 

内部組織体制強化 5 

埋蔵文化財調査 3 

用地取得 2 

その他 0 
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・土地区画整理にて、組合施行としたい場合、地権者にどのように促すか、リスクヘッジを踏

まえ、具体的な合意形成方法があるか知りたい。  

 

■跡地利用支援システムの活用拡充に向けて 
Q1：現在の「跡地利用支援システム（関係市町村向け）」の活用状況 

活用の頻度：1 回／年 

 
Q2：「活用している」方の、具体的な活用事例 

・跡地利用計画策定の参考に他市町村の業務報告書を閲覧している。 

 

Q3：「活用していない」方の、その要因 

・活用する機会が少ない。 
・１年目のため。 
・使う機会があまりない。 
・使う場面がなかった。 
・システムの機能を把握できていないため、活用に至っていなかった。今後使用してみたい。 
・現時点では、支援システムの必要性を感じていないため。 
・本町の GIS にて対応できているため。 
・業務で頻繁に使うわけではないから。今年度、使いこなせたらいいなと思っている。 
 
Q4：地図データや戦前後写真データのほか、跡地利用を進める上で必要と思う資料やデー

タ、システム機能の拡充への要望 

・改めて、機会を設けて説明して欲しい。 

・広域都市計画区域や用途地域の重ね図。 

・地図データにて、対象筆から地権者情報が確認できると嬉しい。 

 
Q5：連絡会議で説明があった内容についてのご意見・ご要望 

・特になし。 

活用している 2 

活用していない 10 

知らない 7 

 19 

11% 53% 37%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
活用している 活用していない
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第５章 跡地利用推進セミナー 

５-１ 跡地利用推進セミナーの概要 

１ 目的及び開催テーマ 

跡地利用推進セミナーは、駐留軍用地跡地利用に資する基礎的知識の共有を目的と

して、関係市町村担当者や地権者等を対象に、専門家による県内外のまちづくり事例

や土地区画整理事業の仕組みなどを紹介するセミナーである。 

駐留軍用地の返還跡地は、地域にとって新たに生まれた利用可能な空間となり、返

還時期が不透明な状況もある中、迅速かつ効果的に跡地利用を進めていくにあたって

は、跡地利用計画の策定、地権者や関係機関との合意形成、法手続きなど、様々な検

討や課題を解決しながらまちづくりを推進する必要がある。 

そこで、今年度は「駐留軍用地跡地でのまちづくりの実現に向けて」をテーマに、

これまでに様々な開発や公共政策等に携わってきた専門家から、プロジェクトの進め

方、留意点、計画検討の助言、さらに、駐留軍用地跡地の新たな可能性等について講

義を受け、参加者にとって今後の参考となる内容を提供することを目的として、令和

7 年 8 月 27 日に会場およびオンライン配信によるハイブリッド形式で開催した。 

第１部では、これまでに様々な開発や公共政策に携わってきた講師によるプロジェ

クトの進め方、留意点、計画検討の助言、さらに駐留軍用地跡地の新たな可能性等に

ついて講演、第２部では、今後の跡地利用のモデル事例として、沖縄健康医療拠点の

整備が進められ、今年その中核となる琉球大学病院及び同大医学部が開院・開学した

「キャンプ瑞慶覧西普天間住宅地区」における跡地利用の経緯や取組について宜野湾

市からの紹介、および跡地利用を行うに当たっての市町村の課題の一つである合意形

成を効果的に進める支援ツールとしての VR の活用について概要や事例等の紹介を実

施した。また第３部では、各自治体に対してセミナー開催前に事前アンケートを実施

し集めた質問事項等をもとに、登壇者と市町村等の参加者との意見交換会を実施した。 

なお、本推進セミナーは、遠方等からの参加者の参加率の向上を図るため、オンラ

イン配信するとともに、今後の市町村支援事業の参考とするため、開催後にアンケー

ト調査を実施した。 
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５-２  跡地利用推進セミナー 

１ 開催日及び開催場所 

開催日：令和７年８月 27 日（水） 

場 所：浦添市産業振興センター・結の街 

    （大研修室＋オンライン配信） 

 

２ 出席者 

①関係市町村（8 市町村） 

恩納村（企画課）、沖縄市（建設部都市整備室都市計画担当）、読谷村（ゆたさむら

推進部企画政策課）、北谷町（総務部企画財政課）、北中城村（建設課、企画振興課）、

宜野湾市（基地政策部まち未来課・基地跡地推進課、教育部文化課）、浦添市（企画

部港湾基地政策局跡地未来課）、那覇市（まちなみ共創部技術総務課那覇軍港跡地利

用推進室） 

②沖縄県（企画部県土・跡地利用対策課） 

③地権者等（沖縄市軍用地等地主会、沖縄市ロウワープラザ土地区画整理組合設立準

備会、浦添市軍用地等地主会、宜野湾市軍用地等地主会、北中城村軍用地等地主会、

那覇軍用地等地主会） 

④オブザーバー（内閣府政策統括官（沖縄政策担当）政策調整担当参事官室） 
 
 

３  開催内容 

(1) 講義 

ア 講師 

北海道大学公共政策大学院 客員教授 
 石井 吉春 氏 

イ 演題 

「駐留軍用地跡地を活かしたまちづくりを考える」 
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ウ 講義内容 

≪はじめに≫ 

○皆さん、こんにちは。ただいま御紹介をい

ただきました北海道大学の石井と申しま

す。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

○沖縄の駐留軍施設に関わるようになったの

は昨年からですが、北海道では最近一番の

話題となっているエスコンフィールドとい

う日ハムの新拠点があり、まちづくり的に

かなり複合的な大規模開発施設で、直接で

はありませんが、様々な形で関わってきま

した。その経験をもとに、本日はお話しさ

せていただきます。 

○元々、私は北海道東北開発公庫など、北海道の開発に長く携わってきました。北海道と

沖縄は事情が異なりますが、全国水準から遅れている中で、いかに発展させていくかが

私の仕事の大きな課題でした。そのため、昔から年に数回は沖縄に足を運び、現地の状

況を見たり、関係者の皆様と意見交換をさせていただいてまいりました。 

○現在、兼職で㈱苫東（第三セクター企業）の会長も務めていますが、苫東地域は日本最

大級の工業団地で、その規模は約 11,000ha の非常に広大な土地です。この事業は一度破

綻を経験しましたが、再建を進め、ようやく軌道に乗り始めています。工業用地は約

5,000ha ですが、分譲済みは 1,000ha ほどで、残りの土地を分譲し終えるまでには、非常

に長い年月がかかる見込みです。 

〇私が実感しているのは、資源・食料・エネルギーの需給バランスが世界的に崩れてきて

いる中、土地の持つポテンシャルは非常に大きくなっているということです。しかし、

日本全体として、まとまった土地を維持するのは難しい局面に来ていると感じています。

一方で、大規模な土地を有効活用するためには、様々な視点から複合的に考える必要が

あり、簡単ではありません。沖縄の駐留軍用地施設についても、返還時期がはっきりし

ないなど、土地の使い方を検討するプロセスが難しい状況です。ですが、全体としては、

こうした土地の可能性をどう追求するかが重要だと考えており、私自身も関わっていき

たいと思っているところです。 

〇本日の話は、私自身が長年、地域開発の分野で仕事をしてきた経験を踏まえ、最近の言

葉でいうと「まちづくり」にあたる領域から、駐留軍用地跡地の活用について考えます。

具体的には、駐留軍用地跡地をどのように活用していくか、そのアプローチを考える視

点について、順を追ってお話ししたいと思います。資料も用意していますが、まずは駐

留軍用地の現状を整理するところから始めます。 
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〇まちづくりという観点では、地域ごとにサービスや機能の充実度に差があります。日本

全国どこでも同じように整備されているわけではなく、かなり地域格差があり、ある地

域では機能が集積している一方で、明らかに不足しているものもあるのです。沖縄の場

合、特に不足している分野が多いというのが私の認識です。昨年、広範囲に調査した結

果、後ほど、具体的に説明しますが、過不足の状況がかなり明確になりました。現在、

提供水準が低い分野は、手がければ成功する可能性が高いというのが基本的な考え方で

す。 

○次に、最近のまちづくりの潮流について、時間の関係で簡単に触れます。これは、地域

整備の供給側がどのようなことを意識して取り組んでいるかという話です。 

〇その上で、北海道のエスコンフィールドの事例を紹介します。さらに、こうした開発に

おいて行政がどう関わるかも重要なテーマです。例えば、庁舎を建てる際に、単なる庁

舎だけでなく、地域ににぎわいを生み出す機能や不足している機能を併設する取り組み

があります。こうした事例もご紹介します。時間は 40 分程度ですので、最後は少し駆け

足になるかもしれませんが、できる限り丁寧にお話しします。 

≪01 沖縄における駐留軍施設所在市町村の現況≫ 

〇まず、最近の施設数と土地面積について確認します。2016～2017 年頃からようやく返還

が進み、新しい開発が動き始めています。ここで示すデータは、駐留軍施設が所在する

市町村の状況をまとめたものです。なお、数字はすべてが公表されている数字そのもの

ではなく、基地ごとに公表されている数字がある場合は、市町村の割合に応じて配分し、

仮に試算したものです。したがって、あくまで目安としてご理解ください。 

〇駐留軍施設がある市町村では、平均で市町村面積の約 15％が軍用地となっています。中

には、面積の 5 割を超える地域

も存在します。 

〇今後の利用ということでポイン

トとなる現在の施設にかかる賃

借料については、年間総額約 900

億円に達します。表に記載の地

主数や年間の地代から、面積当

たりの賃借料単価が最も高いの

は、那覇市であり、3,870 円/㎡

という数字になっています。 

〇この賃料を不動産業界の基準で

評価すると、一般的に賃料の利回りは約 4％とされています。最近はやや上昇傾向にあ

るため、少し合わなくなっている面もありますが、この基準で計算すると、那覇市の場

合、約 10 万円/㎡、坪換算で約 30 万円/坪という評価額になります。しかし、30 万円/坪
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という価格は、開発を進める上

で高すぎるため、利用が難しく

なる可能性があります。 

〇ただ、施設用地を現実に使用す

る際は、道路や公共施設用地の

整備が不可欠であり、その分を

差し引くと利用可能な面積は約

5～6 割に減少します。それを割

り戻すと、先ほどの 30 万円/坪

という数字は、結果として、50

万～60 万円/坪程度になると考

えられます。この水準になると、

跡地の活用には相当な工夫と知

恵が必要です。 

≪02 跡地活用の可能性について～これまでの整備状況からみた諸機能の展開可能性～≫ 

〇次に、跡地利用の可能性を検討す

るにあたり、細部にこだわりすぎ

ると複雑になるため、まず都道府

県別の整備状況を確認し、必要に

応じて駐留軍施設所在地の市町村

の状況を補足する形をとっていま

す。 

○沖縄は、住宅と道路の整備水準が

全国的に見て極端に低いという仮

説を持っていました。統計による

と、人口 1,000 人当たりの住宅戸

数は全国で低い方から 6 番目、平

均延べ面積も東京都に次いで低

く、住環境は全国平均を大きく下

回っています。皆さんも実感とし

て感じているかと思いますが、さ

らにこれを施設所在地別にみる

と、駐留軍施設がある地域は、な

い地域に比べて住宅事情が悪いと

いう評価になってしまいます。 

○次に工業出荷額について、沖縄は

工業集積が乏しいため、人口一人

当たりでは全国で下位３番目ということになります。 
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○卸・小売業についても全国で低い

ほうから４番目です。ただし、東

京は卸・小売業といっても卸売業

が突出して高いため、小売業だけ

を見ると少し数字が異なること

から、比較には注意が必要です。 

 

 

 

 

○沖縄は観光県なので、宿泊や飲食

売上げで見ると、東京、山梨、大

阪に次ぐ高水準に位置していま

す。これは、沖縄が観光県として

強い集積力を持っていることを

示しています。 
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○医療福祉の関連は、私はもう少し

低い水準かと思っていたのです

が、中位程度で、予想より整備水

準は高いです。 

 

 

 

 

 

○次に道路についてです。人口 1 人

当たりの道路延長を比較すると、

沖縄は 4.5ｍ/人、全国平均は 8.2

ｍ/人であり、沖縄は全国平均の

約半分しかありません。東京など

では地下鉄など別の公共交通機

関が整備されており、自動車普及

率も低いため、問題はありません

が、沖縄のように自動車中心の地

域にとっては、際立って道路不足

という状況になっています。沖縄

では、道路延長が現在の約 2 倍

で、やっと全国並みになるという意味です。 

 

〇沖縄の公園整備については、極端

に少ないわけではありませんが、

土地利用に制約があるため、全国

平均の約 8 割程度にとどまって

います。 
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〇公共施設の整備状況について、主

な項目を確認しました。市民会館

や図書館は、古い・新しいといっ

た条件を除けば、人口 1 人当たり

の面積は全国平均とほぼ同水準

です。 

 

 

 

 

○体育館もほぼ全国並みの整備水

準となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

○運動施設では、陸上競技場は全国

平均の約 3 倍、野球場はほぼ全国

並みという数字になっています。 
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○そのほか、市町村の本庁舎につい

て、人口１人当たりで見ると沖縄

はもっと少ないかと想定してい

たのですが、全国平均の約 1.6 倍

と、予想以上に整備水準は高いこ

とがわかりました。 

 

 

 

 

○公営住宅については、先ほど、1

人当たり住宅戸数は少ないと申

し上げたのですが、公営住宅につ

いては全国平均並みの整備水準

となっています。 

 

 

 

 

 

○駐留軍施設がある市町村に限定

して見ると、道路、公園、本庁舎

などの整備水準は県内平均より

低く、市部ではその傾向がより強

いことが確認できます。 
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○これまでの統計から見る不足分

野としては、住宅はさらなる整備

が必要ということ、製造業などは

企業誘致や内発的な産業の形成

は難しい面もありますが、一定の

集積は期待できます。従来は土地

がない、電気も高い、水資源が不

足しているなどの理由から、工業

には不向きとされてきましたが、

近年、製造業はだいぶ変化してき

ており、不足している要素をどのように補い、製造業の誘致を検討することが、今後の

重要なターゲットになり得ます。 

○公共施設、道路、都市公園は面的に見ていかなければならず、県内でも駐留軍施設が所

在する市町村では、これらの整備水準が低いため、このような点をより意識していく必

要があります。 

○この図表は細かくて見づらいで

すが、内容は「どの施設がどの程

度の人口規模で成立するか」を示

したものです。感覚的に言えば、

大型商業施設は数十万人規模の

支持人口が必要ですが、コンビニ

であれば3,000 人から 5,000 人程

度で成立可能といった目安が記

載されています。時間があれば後

ほど確認していただければと思

います。 

○今のところは単に一般的な需給面から可能性を述べましたが、日本全体では最近、人口

減少が課題となっており、東京一極集中の是正が大きなテーマになっています。これは、

民間企業の本社機能をどう地方にもってくるかという話であり、大規模な土地活用を沖

縄で考える場合、東京の上場企業の本社機能を沖縄に移転させるような思い切った発想

や、いわば政策的な支援の仕組みづくりも重要かと思います。 

〇沖縄の教育機能も全体的にもう少し充実させる余地があり、近年、外国人をどのように

日本に定着させるか、が大きな課題になっています。この観点から、沖縄はアジアのゲ

ートウェイという立地をもっており、教育施設整備の可能性も高く、政策的な後押しを

得られる可能性も高いと思います。 

○最近、日本では大阪で全国初のＩＲ施設が建設中で、2030 年開業予定です。さらに、私

のいる北海道など他地域でもＩＲ誘致の動きがあります。沖縄ではＩＲ施設はおそらく
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挙がっていないと思うのですが、ある意味、娯楽・レジャー施設は土地活用もあります

し、同時に付加価値も高く、集客のベースもかなり大きいため、跡地利用検討の可能性

としては考えられるかなということを、付け加えて申し添えておきたいと思います。 

 

≪03 これからのまちづくりの方向≫ 

〇これからのまちづくりの新たな視点についてですが、現状の考え方に対するアンチテー

ゼとして、いろいろな要素が出てきています。一番大きな要素は、世界的な温暖化対策

や脱炭素の取り組みであり、これ

らはまちづくりの基本的な仕組み

に大きく影響しており、「車を乗り

回す」から「歩く」というのが現在

の潮流になっています。 

○次に、人口減少の問題です。沖縄は

比較的健闘している地域なので感

覚的に薄くなる問題ですが、それ

でもかなり構造的に人口が減少し

ていきます。 

○まちづくりの観点でいうと、コンクリート構造物は 50 年、60 年持つのですが、人口減少

のスピードは今やそれより速くて、20～30 年で需要が大きく減少します。要は人口があ

っという間に３割、４割減ることも想定されるので、こうした前提を踏まえると、頑丈

なパーマネントな施設をつくるのは合理的ではありません。一方、あるものを上手に使

って何かに利用するなど、「仮設」が近年、特に注目されています。用途がまだはっきり

決まらない場合や、何十年も使う目途が立たない場合に、逆に、10 年、15 年の期間限定

で活用するという「ポジティブな仮設文化」も最近出てきています。両面あるとは思う

のですが、人口減少の課題を考えると、今後のまちづくりに必要な最も分かりやすいキ

ーワードの一つとなります。加えて、アートとかスポーツとかイノベーションなどの活

用もあります。 

○あとは、まちづくりは難しい時代になっていますので、官と民が上手に連携して一緒に

リスクを分担して取り組むことも非常に大きなポイントになっています。 
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≪04 事例①～エスコンフィールド北海道～ 

（キーワード）ドーム、まちづくり、公民連携など≫ 

〇そうした背景の中で、事例を２つ紹

介します。１つは「エスコンフィー

ルド北海道」です。これはドーム球

場を核としたわりと大規模なまち

づくりの事例です。土地開発のポイ

ントとして重要なのは、中核施設の

集客力です。例えば、今まで人が全

然来なかったところに年間 200 万

人が訪れるようになれば、それは土

地の付加価値は大きく向上します。

概念としては、集客力が土地の値段

を上げてくれるという考え方です。 

○それを一般的には「開発利益」というのですが、立派な建物を建てることだけでは開発

利益が上がるのではありません。全てではないのですが、人が多く訪れると、その人が

消費を行うため、地域の収益力が高まり、結果として土地代が上がる。これを開発利益

というわけです。 

〇ある意味では、いかに上手に開発利益を生み出せるかというのが、大型開発のポイント

になります。もちろん、単になに

がなんでも多くの人を集めれば

よいというわけではなく、物によ

っては少し考え方が違うものが

あります。しかし多くの場合は、

交流人口の増加を一つのきっか

けにして、その土地の付加価値が

高まる、というイメージです。 

○これからいろんな具体的な事例

を理解する上で重要なイメージ

ですので、覚えておいていただけ

ればと思います。 

 

○プロ野球はプロスポーツの中では最も集客力があります。12 球団の平均で年間約 200 万

人来場します。しかし野球の試合は年間 365 日行われるわけではなく、ホームゲームは

年間約 70 試合です。つまり 200 万人訪れるといっても、人が来るのは 70 日間だけです。 
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〇だから立派なドーム球場を建設

しても、油断したら 70 日間しか

人が来ない。例えば 70 日間しか

来ないところで飲食店をやった

ら、さて、儲かるでしょうか。ち

ょっと考えていただいたら分か

るのですが、なかなか儲かりにく

いわけですね。どんと来るときに

いっぱい来場しても、年間の５分

の４は閑古鳥が鳴いていて、わず

か１年のうち５分の１しか人が

来こないイメージです。 

○Ｊリーグはさらに厳しく、試合数は年間 30 試合程度で、Ｊ１の平均観客数は 30 万人弱

です。1 日当たりに換算すると約 1 万人程度の集客となります。年間を通しても、観客が

訪れるのは 30 日間だけで、365 日のうちわずか 10 分の１しか稼働していません。 

〇最近「アリーナまちづくり」という言葉が使われていますが、J リーグや V リーグにして

も、年間何日開催しているのかと冷静に見てください。最大 30 日しか開催していませ

ん。この条件で、その場所の付加価値が上がり、みんな儲かるかというと言葉が悪いか

もしれませんが、地域経済が潤うかどうかは非常に厳しいのではないか、というのがわ

かります。 

○私はスポーツを核とするまちづくりを否定しているわけではありません。しかし地域の

方々も含めて経済効果を広く波及させるのは、実は難しい。華やかな面だけを見ると全

然そういうふうに感じない方も多いと思いますが、しかし、冷静に数字を見ていただく

とわかります。 

○今やバレーボールやバスケットボールも評価されているのですが、野球などとは規模が

桁違いです。逆に言えば、そこをベースにしっかり考えればやり方はいろいろあります。

すべてを民間商業ベースで利益を追求する必要はないので、官民連携など多様な取組が

考えられると思います。実際、エスコンフィールドは官民連携をきっちり行い、公共サ

イドが一定の支援をしてトータルで回っているところがあります。地域全体の利益と事

業体の利益が矛盾しない形で調和できるなら、それでトータル成り立つという世界、こ

れがスポーツの世界です。 

○結局、先ほど申し上げたとおり野球は年間 70 日しか開かれませんが、野球目的以外の来

場者もまだ半分程度います。よって、しばらくの間は世界的にも最高水準のドーム球場

ということで通年開放し、あと５年ぐらいは通年稼働する施設として投資回収できそう

です。その意味でいうと投資総額は約 550 億円ですが、多分 10 年で投資回収できる見込

みです。うまく進めば事業として成り立ちます。 
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○さらに、人が安定的に来る仕組み

をつくるため、大学や大学病院、

ホテルを誘致し、これも開発利益

が生まれるのですが、地域に人が

循環することを徹底して構築し

ています。非上場企業なので数字

は定期的に公表されませんが、当

初は「本当にうまくいくのか」と

言われていました。しかし実際は

札幌ドーム時代と比較し売り上

げは 100 億円増、キャッシュフロ

ーも約 50 億円増加していますので、大変順調に進めたと思います。数字は具体的に書い

てありますので、後ほど見ていただければと思います。 

○北広島市での事例の地区は、地道

にインフラ整備を進めています

が、その投資はいずれ市税で回収

できるとされています。ただし、民

間事業と比べたらおそらく期間は

約 3 倍長く、回収に 20～30 年かか

る見込みです。それでもトータル

としては、札幌圏内では「北広島市

はただのベッドタウンで何の特徴

もない」というイメージがありま

したが、それを完全に覆し、むしろ

先端的なまちという印象を地元の

人たちにも与えています。市とし

てはものすごく高い効果があった

といえます。最近では人口もかな

り増加している動きが見られま

す。 

○球団利用の話もありますが、もと

もとドームは野球で利益を上げて

いるのではなく、コンサートやイ

ベントで収益を得るのが一般的で

した。しかし、エスコンフィールド

は天然芝を採用したため、そうし

たイベントはほとんど開催できません。だからこそより難しかったのですが、その中で

は上手に進めている状況です。 
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〇スタジアムやアリーナは、サッカ

ー、バスケットボール、バレーボ

ールをベースにしていますが、単

純な民間ベースの事業は、最近の

事業費高騰を織り込まない数字

で計画されているものであるた

め、今時点でスタジアム、アリー

ナは当初の倍程度かかるイメー

ジになっており、算出するとこの

ままでは事業として成り立つの

は難しい状況です。だからこそ、

どうやって全体のお金を回すか

が、重要になってきています。 
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≪05 事例②～小清水町防災型複合庁舎「ワタシノ」～について 

（キーワード）にぎわい、スポーツ、ランドリー、フェーズフリー、公民連携など≫ 

○もう１つの事例として紹介するのは、知床近くの小清水町です。自治体関係者では話題

になっているのですが、「防災複合

型庁舎」ということで、庁舎の中

にランドリーやスポーツジムまで

設置した事例です。 

〇従来の感覚ではこういう庁舎は絶

対つくってはダメというジャンル

だったのですが、まさにまちづく

りの観点から見ると、役場という

ものは大体中心部にあるのです

が、実際は閑古鳥が鳴いていて、

役場は閑散としていて、ほとんど

人が訪れない状況でした。 

〇それを何とかしたいというのが町

長の長年の思いでした。そこで「役

場に人が来る施設をつくろう」と

いうことになったのです。イメー

ジは分かりにくいかもしれません

が、コインランドリーのような場

所には人が集まるのです。コイン

ランドリーとスポーツジムはセッ

トにしました。コインランドリー

はコインを入れて仕上がるまでに

１時間かかるのですが、１時間と

いうのはちょうどスポーツジムで汗を流す時間とフィットするのです。洗濯を始めてス

ポーツジムで運動し、終わった頃には洗濯が出来上がるというサイクルをつくり、さら

に、カフェや休憩スペースも設け、夏休みに子供たちがそこに勉強に来るとか、おじち

ゃん、おばちゃんもお茶を飲みに来るなど、私も以前から訪れていますが、町民の来訪

は以前の約 10 倍に増えています。 
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○もう一つの特色は「フェーズフリー」

という概念を取り入れたことです。最

近、防災をどうするかという大きなテ

ーマがありますが、特に食料品の備蓄

はコストが非常に高く、賞味期限が 3

年後や 5 年後で切れるため、期限が来

ると全部捨てないといけない。そこ

で、小清水町の場合は、かなり賃料を

抑え、庁舎の隣にドラッグストアを誘

致しました。ドラッグストアと連携協

定を結び、ドラッグストアの商品を防

災用品としてストックしてもらう仕

組みを約束しています。 

○これは「日常に防災を織り込む」とい

う話ですが、その他、施設自体もコイ

ンランドリーを設置した理由も、いざ

というときの避難施設として必要だ

からです。こうした考え方で、いろい

ろな機能を再整理してつくりました。

従来の公共施設は目的にしばられて

これしかできないという意識でつく

ることが多いのですが、役場はまちづ

くりの核なので、今や発想を変えれ

ば、結構まちづくりの核になり得る、

人が来る施設になります、ということ

が、ご説明したかったポイントです。 
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○事例自体はこれが全体を代表するも

のではありませんが、まちづくりは

上手に目的を複眼的に持ち、様々な

側面から整備を考えていくことが重

要です。官民の分担を上手に得意分

野で連携しながら進めることで、結

構思ったよりいろんなことがスムー

ズに進むことがあります。これは大

規模でも小規模でもあり得ること

で、むしろそういう例がどんどん出

てきている時代になっていますの

で、これからの駐留軍施設の跡地活用も、裾野を広げて、アイディアを出して、いろん

な関係者を巻き込んでやっていくことが非常に重要になってくるかなと思っています。 

○私自身も微力ながら関わらせてい

ただいており、年に数回は伺う予定

です。何かありましたら遠慮なくお

声がけください。引き続き、大した

力にはなれませんが、人をお連れし

たり、つなげたりすることはできま

す。なお、同じ方をお連れする場合

でも、色がつかない形でお連れする

のと、色付きでお連れするのは、意

味合いが異なることがあります。そ

のため、その点をご理解いただき、

ぜひうまくご活用いただければありがたいと思っております。 
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○本当はもっと丁寧に説明したかっ

たのですが、最初から 40 分という

限られた時間でしたので、駆け足

になってしまいました。ただ、ポイ

ントは今申し上げたとおりです。

これをご縁にまた引き続きどうぞ

よろしくお願いいたします。どう

も御清聴ありがとうございまし

た。 
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(2) 事例紹介 

ア 事例紹介者 

宜野湾市基地政策部基地跡地推進課 

 課長 嶺井 実克 氏 

イ 演題 

「キャンプ瑞慶覧西普天間住宅地区の跡地利用の 

経緯とまちづくりについて」 

ウ 紹介内容 

 

≪はじめに≫ 

○ただいま御紹介に預かりました宜野湾市基地

政策部基地跡地推進課の嶺井でございます。

本年１月６日に琉球大学病院が開院いたしま

した。それに向けてこれまで私が携わってき

た駐留軍用地跡地のモデル地区であります西

普天間住宅地区の御紹介をさせていただきま

す。よろしくお願いいたします。本地区の特

徴的な取組の内容をお話しさせていただきま

す。 

≪跡地利用の先行モデル地区について≫ 

○１ページ目です。跡地利用の先行

モデル地区、沖縄本島の中南部地

域は狭い範囲に人口が集中してお

ります。過密化が進んでおり、平

成 25 年に嘉手納飛行場より南の

軍用地における 1,000 ヘクタール

余りの返還が示され、返還跡地を

活用した都市の再編が期待されて

おります。西普天間住宅地区はそ

の中で最初に返還された大規模な

地区となっており、今後返還され

る基地跡地利用の先行モデルとして事業を進めているところです。今後、少子化が進み、

沖縄県においても人口減少が叫ばれる中、当初は商業系だけのまちづくりだけでは県内

経済の奪い合いとなるばかりか、全体の発展にはつながらないことが懸念されました。 

○そこで、これまでの跡地利用計画にはない新たな都市機能を有するまちづくりを検討し、
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平成 27 年度に「沖縄健康医療拠点を核とした都市機能と水・みどり・文化の調和した住

環境がつながるまち」をコンセプトとした跡地利用計画を策定しました。この健康医療

拠点を中心としていることが本地区の大きな特徴となっております。 

○具体策といたしまして４点を挙げています。まず初めに、医療拠点の構想、国、県、琉

球大学等と連携し取り組んで、本地区の事業と琉球大学の改築のタイミングがちょうど

合ったということもあり、今年１月、琉球大学病院、４月には医学部の移転が行われま

した。２つ目としては、拠点返還地の指定です。沖縄県でも初めての拠点返還地の指定

を受けて、このように国からの指定を受けることにより、様々な手続や関係機関との調

整がより円滑に進められてきたところでございます。 

○３つ目です。骨太の方針です。正式名称は、経済財政運営と改革の基本方針といい、政

府の主要計画として毎年閣議決定されますが、平成 26 年度から令和元年度まで毎年、本

地区の内容を掲載いただくなど重点的に進めることができました。４つ目であります。

４つ目は跡地利用推進法の一部改正です。土地の先行取得の期限が本地区の場合、３年

延長されることにより、土地の取得を確実に進めることができました。 

○このように今後控えている基地跡地の先行モデルとして国からも格別な支援を受けなが

ら事業を実施しているところでございます。 

○２ページ目です。ここからは本地

区の特徴である健康医療をテー

マとしたまちづくりを、土地区画

整理事業の中でどのように実現

していくか、その方策を御紹介い

たします。 

○１つ目は「用地の確保」です。過

密化した既成市街地では大規模

用地の確保は難しく、それに比べ

基地跡地は確保はしやすいので

すが、それでも十分な用地確保の

ためには用地買収が必要であり、地権者の皆様の御理解が不可欠でした。 

○拠点用地として琉球大学病院及び医学部の先行取得を進めるにあたり、約 16 ヘクタール

の大規模街区をつくる必要がありました。その際、地権者の皆様には、返還から引き渡

し、引き渡しから事業開始までなど、地権者に対して土地を売却した場合と売却せずに

区画整理事業を待ち、使用収益開始を行うという２つのパターンを分かりやすくお伝え

しました。地権者の皆様には、ご自身の土地利用の方針を確認していただき、御理解を

いただいた上で、用地の取得をすることができました。 

○また、用地取得期間を確保できるように、これまでは返還までが先行取得の期限だった

ものを法律改正していただき、引き渡しまでの間、可能となりました。その結果、大街
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区化に必要な先行取得を無事終え、区画整理事業の事業認可を受けることができました。

事業面積 50.7 ヘクタール、事業期間は平成 30 年度から令和９年度までの 10 年間、総事

業費は概算で 143.9 億円となっております。 

○主な具体策について３つ挙げます。先ほどお話ししたとおり、拠点返還地の用地確保が

一番困難でした。法制度の改正なども含め先行取得を促進し、用地を確保することがで

きました。 

○次に、この先行取得をすることにより、当初計画していた区画整理事業の平均減歩率が

公共用地の供用地が増えたことにより 10％縮減し、地権者の負担が軽減され、これは地

権者にとって大きなメリットとなったと思います。また、琉球大学用地として 16 ヘクタ

ールを確保し、さらに公園用地も先行取得することにより確保しており、大街区化によ

って道路などの整備が不要となり、その結果、減歩率の低減につながりました。 

○３つ目は期間短縮の促進です。全国的に公共投資が減る中、重点的に予算配分をしてい

ただき、短期間で整備を完了できるように取り組んでいるところです。 

○続きまして３ページ目は、まちづ

くり方策の２つ目です。まちのに

ぎわいは人々の交流を生むこと

から、健康増進につながるものと

考えております。そこで、県道沿

いや琉球大学病院のゲート前に

沿道サービスエリアを配置しま

した。このエリアには歩道と一体

的に利用できるように、にぎわい

空間を誘導できるようにしたい

と考えております。 

○そのための具体策として２つ挙げております。１つは「申し出街区ゾーン」の設置です。

街区の配置はもともとあった土地の近くに配置する「原位置換地」が原則でありますが、

本地区は沿道サービスエリアという特別な申し出街区をつくり、そこに換地を希望する

方を募り、申し出換地を実施しました。 

○２つ目は景観計画との連携です。まちづくりルールを定め、規制をかけることで良好な

住環境・景観の形成を図りながら、まちににぎわいを促進していきたいと考えており、

そのためにはまちづくりルールの遵守を申し出換地の要件とすることにしました。区画

整理事業の申し出換地の手法とまちづくりのルールを組み合わせ、一体的に運用するこ

とで、にぎわい空間の創出を目指しております。 

○ちなみに、地区計画の都市計画決定は令和６年１月に行っております。地区計画の主な

取組は、壁面を 1.5 メートルセットバックしたり、１階部分は店舗とし、表に駐車場を

設けないなどです。地区計画のルールを定め、地権者から同意が得られるように話し合
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いを重ね、理解していただけているところです。 

○続きまして４ページです。まちづ

くり方策の３つ目です。ウォーキ

ングを促す憩いの場をつなぐ歩行

空間をつくることは、健康増進に

つながるものと考えております。

そこで、歴史文化・自然環境・景

観を楽しめる憩いの場をつなぐ歩

道と園路のネットワーク化を考え

ました。 

○こうした課題を反映させるため、

区画整理事業と連携して整備を順次進めております。小さいのですが、図に示すように

地区内各所を琉大の敷地内も利用しながら快適な歩行空間としてネットワークさせてい

きたいと考えております。道路ではイシジャー緑地をまたぐ橋梁から緑地の景観や西海

岸への眺望がよく見える計画となっております。公園では湧水、文化財等を巡るルート

の形成を図っていきます。 

○主な具体策を３つ挙げます。１つ目は環境アセスの実施です。本事業による環境への影

響を評価し、その結果も踏まえ、湧水群や動植物の生息地などを公園等で保全する計画

を行いました。イシジャー緑地はもともと鍾乳洞であった箇所が陥没してできたと言わ

れる枯れ谷地形となっており、重要なカルスト地形となっております。小動植物の生息

地でもあることから、中間に橋脚を設けるイシジャーをまたぐ橋梁の計画となっており

ます。また、工事中の作業でもイシジャーを改変しないような鉄塔やケーブルを利用し、

全て上空で作業を実施する方法を採用いたしました。 

○２つ目は文化財の保全です。文化財指定も見据え、公園等の計画を行ってまいります。 

○３つ目は公園用地の確保です。湧水、自然環境、文化財の保全も含め、地区の約 20％に

当たる 12 ヘクタールの公園・緑地を計画し、先ほどもお話ししましたが、公園としても

先行取得を行い、土地の確保を行いました。 
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○最後に、まちづくり方策の４つ目

です。アクセス性や防災拠点の強

化についてお話しいたします。病

院は高齢者や体力に不安を持つ方

などの利用が多いことから、交通

の便が良い、アクセスしやすい場

所が求められます。しかしながら、

本地区の周辺は未返還の軍用地に

三方囲まれており、区画整理事業

だけでは国道 58 号とのアクセス

ができないことが課題でありまし

た。そこで方策といたしまして、駐留軍用地跡地内を通過する道路事業との一体的な事

業を実施しました。左は今年２月末に国道 58 号から見たアクセス道路、市道喜友名 23

号の開通後の様子です。 

○主な具体策、成果について２点挙げます。１つ目はアクセス性の評価です。区画整理事

業と道路とを一体的に整備することにより、国道 58 号と県道 81 号線とのネットワーク

化が評価されました。アクセス道路用地も軍用地となっておりますが、共同使用にて道

路整備を行いました。 

○２つ目は防災拠点の強化です。アクセス道路である市道喜友名 23 号は、津波浸水想定区

域の西海岸側からの避難ルートにもなっており、防災拠点としての病院の機能効果が拡

大いたします。 

○最後に防災と関連して記載しておりますが、本地区では地区内全域について無電柱化に

取り組んでおります。歩道のない区画道路にも電線共同溝を設置することにより、防災

性の向上とともに、先ほどお話しした快適な歩行区間の確保や良好な景観形成にもつな

がり、本地区の健康まちづくりに大きく寄与するものと考えております。 

○以上、西普天間住宅地区のまちづくりについて健康医療のまちづくり方策の視点からご

説明しました。また、最後に公共用地の少ない中で跡地利用計画を進めるには地権者の

減歩率が大きくなることが想定されます。先行取得事業を活用し、公共用地の確保を計

画的に進めていくことが今後ますます重要であると考えております。 

○終わりに、昨年度までの西普天間住宅

地区跡地の変遷が分かる動画を紹介し

て私の説明とさせていただきます。 

○(動画) 

○以上になります。ご清聴ありがとうご

ざいました。 
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(3) 事例紹介 

ア 事例紹介者 

パナソニック株式会社エレクトリックワークス社 

ライティング事業部 中央ＥＣ 都市・空間ＶＲ推進課 

 鈴木 康史 氏 

イ 演題 

「ＶＲを活用した合意形成支援ツールについて」 

ウ 紹介内容 

 

≪はじめに≫ 

○皆様、こんにちは。ただいま御紹介に預か

りました、パナソニック株式会社エレクト

リックワークス社の都市・空間ＶＲ推進課

鈴木と申します。どうぞよろしくお願いい

たします。 

○今日は跡地利用推進セミナーということ

で、僭越ながらＶＲを活用した合意形成支

援ツールについて紹介させていただけれ

ばと思います。 

 

○本日説明させていただく内容は、３つあ

ります。１つ目はまちづくりＶＲの概要

について、２つ目は実際に御活用をいた

だいた事例について、最後に最近増えて

きております参加型のワークショップで

のＶＲ活用の事例を紹介できればと思っ

ております。 

○お手元に資料を配付いただいております

が、動画等の紹介も交えておりますので、

可能であれば前の画面を見ていただければと思います。 
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○まず、パナソニック VR の概要に

ついてになります。３Ｄ空間の中

で様々な検討や検証が可能な事

業推進ツールというコンセプト

で行っております。これは決まっ

たものを絵にして可視化すると

いうよりは、「事業を前に進める

ための意思決定に活用いただく

ツール」をコンセプトに、課題や

目的に応じて空間情報を分かり

やすく可視化することにより、関

係者間の円滑なコミュニケーションを支援する事業を行っております。 

○こちらは、まちづくりなどの現場

における従来の課題を表していま

す。まちづくりは長期的かつ様々

な利害関係者の方々が関係してい

るという状況の中で、これまでは

土木図面、建築図面、あるいは特定

の方向からのイメージパースや模

型などが多く、なかなか一般の方

においては専門的すぎて少し分か

りにくいところがあるのではない

かと感じております。 

○その中で、誰もが直感的に見て分かるような空間データをお作りしています。こちらを

ご覧いただきますと、Ａ案、Ｂ案、Ｃ案、複数の案を切り替えて瞬時に比較検討してい

ただくということで、より具体的な御意見を頂戴することができるのではないかと思っ

ております。 
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○こちらは跡地利用計画におけるＶ

Ｒ活用のメリットをあげていま

す。ＶＲ技術を使うことによって

自治体様・地権者様の双方にとっ

て未来の姿を共有することが可能

になります。具体的には目に見え

ない将来像を直感的に共有するこ

とによって議論の質、スピード感

の向上に貢献できるのではないか

と考えております。 

○具体的なメリットは大きく２つ、

１つ目は、分かりやすくビジュアル化すること。例えば用途ごとの完成イメージの提示

や、段階的な返還に向けた時系列でストーリーごとにお示ししたり、従前従後の比較検

討を可能とするなどが大事だと思っております。２つ目は、複数シナリオの比較と意思

決定の支援です。先ほど少し見ていたＡ案、Ｂ案、Ｃ案といった複数の利用案を比較で

きることや、ＶＲを活用し市民や地権者の方が参加するワークショップを開催し、意見

収集ツールと連動することによって、皆さんの意見を投げていただくことができるので

はないかと思っております。 

○全世代への分かりやすい説明とするため、デジタルに不慣れな方でもＱＲコードや

YouTube などのリンクから閲覧できるシンプルな体験も可能です。また、地権者様が現場

でゴーグルを使って未来のまち並みを見ていただくことも可能です。 

○次は、まちづくり事業におけるＶＲの関わり方についてです。企画、広報、計画段階か

ら設計、運営、周知のための広報活動、空間データの継続活用など、様々なフェーズで

活用可能となります。 
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○弊社のＶＲは、ベースにゲームエン

ジンを使っており、本日はパソコン

のみで紹介しますが、スマートデバ

イスやＡＲゴーグル、また、東京本

社にはサイバードームという１対１

の等身大スケールで将来の計画を体

験可能な施設があり、課題や目的に

応じて、適切なデバイスを使い分け

ることが一番効果的であると思って

おります。 

 

○沖縄の県内事例を紹介させていただ

きます。 

○普天間基地跡地利用の将来ビジョン

構想ということで、481ha の非常に

広大な計画を三次元の VR イメージ

で作成しております。 

○上記データの利活用としては、宜野

湾市の図書館で行われましたイベン

トでも活用いただき、お子様がジョ

イスティックを使って自由に将来空

間内を歩き回れるようなイベントにも展開しております。 

○こちらがＶＲのイメージ動画です。

沖縄県様のホームぺージにリンクを

貼っていただいており、そちらから

同じコンテンツをご覧いただけま

す。 

○非常に広いエリアですので、ゾーン

ごとにどのような機能を配置するか

を、可視化しています。 

○本日は動画でご覧頂いていますが、

自由に歩き回れるＶＲコンテンツが

大元データとしてございます。 

 

 

出典：沖縄県 バーチャル普天間未来シティより 

出典：沖縄県 普天間飛行場跡地未来予想図より 
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○そちらを皆さんに広く体験していただくようなコンテンツとして「バーチャル普天間未

来シティ」も制作しております。こちらも沖縄県様のホームページから発信され、だれ

でも触っていただけるものになっています。 

○具体的には、テーマを３つ設定しており、「知:飛行場探検」で跡地の資源を３D で可視

化、「見:タイムスリップ」で原風景として暮らしや遺跡を可視化、最後に「歩:みらいま

ちまーい」で将来のまち並みについてシーサー探しなどの要素を取り入れ、ゲーム性を

持たせた形で遊びながら将来のまちを体験できます。 

 

○続いて、先ほど宜野湾市の嶺井課長

様のご発表にもありました、西普天

間住宅地区の事例です。課題のひと

つである「眺望」や「ロードサイドの

賑わい検討」においてＶＲを活用い

ただいております。右側に記載して

いるのは、先ほどの発表で紹介され

た VR 動画の一部です。 

○具体的には、土地利用における擁壁

の低減化などの検討にＶＲを活用い

ただいています。「現設計から変更案

にした場合の圧迫感の減少」などを

分かりやすくお示ししています。 

○こちらはＶＲコンテンツを操作して

いる画面を動画でキャプチャーして

おります。（動画） 

○VR コンテンツは弊社が操作するので

はなく、職員の方がご自身で直接ス

トーリーに合わせて自由に操作いた

だけるコンテンツになっております。 

○現在、鳥瞰視点でご覧いただいてますが、道路上に立った人の目線で見た場合に、どの

ような変化があるかの確認もできます。 

○建物については、当時の概略検討の内容をもとにしているため、白箱で表現しています。

また、ＶＲは空間内のどこからでも見ることができますので、例えば、重要な視点場か

ら建物の高さを検討するときに、「海がしっかり見えるか」を確認できます。具体的には、

展望台からの視点で、例えば 12 メートルや 15 メートルでは問題なく、20 メートルでも

海が見えることを確認できる、といった検討にも活用されています。 

出典：宜野湾市 西普天間住宅地区より 
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○視点は自由に作成・追加が可能です。視点をクリックすると、あらかじめ設定した視点

に飛んでいくようなイメージになっています。 

○このエリアには非常に重要な遺跡が数多く残っておりますので、計画がその遺跡とどう

調和されるかを表現できるように、遺跡も丁寧に表現しています。 

○こちらはヒルズ通りにおける建物配置の検討で、歩行空間をどうするか、またセットバ

ックをどうするかという話にも、この VR コンテンツが活用されています。 

 

 

○続いて、那覇市様の事例を紹介させ

ていただきます。こちらは、跡地利用

とは異なりますが、都市景観形成地

域の壺屋やちむん通りにおいて、景

観形成検討ツールとして、“放置され

た将来”やそうならないように“関係

者の各々ができること”などを可視

化し、通りのあるべき姿の議論に活

用いただいたものとなります。 

  

○次の事例です。これは茨城県建設技

術公社様の事例を紹介させていただ

きます。ワークショップに関連する

取組みになります。駅と高校を結ぶ

通学路の整備を検討する中で、利用

者である高校生からVRコンテンツを

活用したビジュアルな意見を収集し

整備計画へ反映したものとなりま

す。VR 活用の効果としては、参加者

アンケートより、図面、パースと比べ

て、VR はかなり高い数字で整備内容を理解いただけたという効果もでております。 

 

 

 

 

出典：那覇市 VR の無償提供について(首里、壺屋)より 

出典：区画整理士会報(NO.231) 
みんなで未来を描き合う中高生生とのワークショップでの VR 活用より 



第５章 跡地利用推進セミナー 

 

87 

○次はＡＲ技術です。「整備予定地にお

いて将来こういうまち並みを計画し

ています」という体験を可能とする

ものです。タブレットを通して周囲

を見回すと、将来のイメージが背景

に重なって見える仕組みになってい

ます。返還前の基地では立ち入りで

きない部分もあると思いますが、こ

のような使い方も有効だと考えま

す。 

 

○(動画)VR コンテンツは、閲覧するだけではなく、対話型のインタラクティブな動作を行

っている事例となります。また、360 度動画のほか、パンフレットやチラシなどの紙面の

マーカーにタブレットをかざすとデジタル模型のように表示される仕組みもあります。

さらに時系列毎に「３年後、５年後以降はこうなります」といった将来への変遷も表示

できます。 

○空間のベースデータのみを用意し、予め用意した建物・樹木・ストリートファニチャ等

を空間内に自由に配置、大きさ・レイアウト変更を可能とすることで、例えば協議会な

どのその場で検証可能な機能を備えています。 

○これらは「どうすればまちなかに賑わいをつくることができるか」について、VR を操作

しながら職員の方が自由に検討可能とするための機能です。このようなものを触ってい

ただきながら議論を進めるためのベースとして活用いただいています。 

○最後に、ＶＲの最大の効果は「分かりにくいところを分かりやすく最適な可視化手法を

用いることによる合意形成促進により、事業を前に進めていただくこと」が一番大事か

と思っております。フェーズや課題、目的に応じで最も効果的な見せ方や体験を通じて

活用いただくことで、非常に有効的な手段になると考えております。 

○長くなりましたが、ご清聴いただき誠にありがとうございました。 
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(4)  意見交換会 

ア ファシリテーター 

跡地利用推進懇談会委員 

 阪井 暖子 氏 

イ 登壇者 

北海道大学公共政策大学院 客員教授 

 石井 吉春 氏 

宜野湾市基地政策部基地跡地推進課 
 課長 嶺井 実克 氏 

パナソニック株式会社エレクトリックワークス社 
ライティング事業部中央ＥＣ都市・空間ＶＲ推進課 
 鈴木 康史 氏 

 

ウ 意見交換 

 

（沖縄総合事務局） 

○ここからは、先ほど講師を務めていただきました石井様、嶺井様、鈴木様、また、会場

の皆様にも加わっていただきまして、意見交換会を行いたいと思います。 

○意見交換会の進行は、ファシリテーターとしまして、市町村支援事業の有識者会議であ

ります跡地利用推進懇談会委員の阪井暖子様にお願いしております。 

○阪井様は、那覇市の中心市街地活性化や、国土交通省、沖縄県の各種審議会・委員会委

員、アドバイザー等を歴任されておりまして、現在は東京都におきまして大規模都市開

発調整や総合治水などの施策実施を行っておられます。当局の市町村支援事業におきま

しても各種会議、セミナー等のファシリテーター等を何度も務めていただいております。 

○それでは、阪井様どうぞよろしくお願いいたします。 

（阪井氏） 

○阪井と申します。ここから大体30分ぐらいしか時間がないのですけれども、ディスカッ

ションをやっていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。できるだけフロ

アの方々にもご発言いただけるような形で進めていきたいと思っております。 

○今日は、行政の方と地主さんも来ていただいているので、せっかくの機会ですので、双

方いろいろご意見を言っていただければと思っております。 

○まず、お３人の素晴らしいお話をお聞きしたわけですけれども、質疑応答が後になって

おりましたので、ここで質問やこれを聞いておきたい、ここは分からなったというよう

なことがあったら、Ｗｅｂの方含め、質疑があったらよろしくお願いいたします。 
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（参加者） 

○宜野湾市の嶺井課長に、お尋ねしたい点がございます。 

○資料の34ページに、市道喜友名23号のうち、350メートルが日米共同使用というふうに書

かれております。これがどういう意味かちょっと理解ができなくて、これは返還された

ということなのか、返還されていないということなのか。仮に返還されたということで

あれば、共同使用というまでもなく、単に米軍の方も利用できるということでしょうし、

返還されていないということであれば、例えば道路の維持管理、誰がどういうふうにど

ういう予算で行うのか。その辺のことについて、あるいは道路の拡張とかも恐らく今後、

問題になるだろうと思われるので、その辺について、どういうお話になっているのかと

いうことを御教示いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

（嶺井氏） 

○喜友名23号は、区画整理事業とは別の道路事業ということでご説明させていただいたの

ですが、対象となるのは、まだ未返還地のキャンプ瑞慶覧のインダストリアル・コリド

ー地区と言われる場所です。この約350メートルの区間については、未返還地でなおかつ

普通に米軍施設の倉庫があったり、道路があったり、河川があり、その河川の上を橋梁

で道路を整備したのが本事業です。この区域は「共同使用」とされ、政府の日米合同委

員会の取り決めで共同使用が決定され、それから整備を進めていくのですが、もちろん

沖縄防衛局、現地の米軍施設、部隊等々と調整して工事を行ったところです。現在は供

用開始されていますので、供用開始された後の橋梁部分、上の部分は宜野湾市が管理、

河川についても上下水道局の雨水幹線と位置づけていたため、上下水道局が下の雨水の

ボックスカルバート等は管理しております。完全に閉め切っていますので、米軍仕様の

フェンス、米軍仕様の道路標識などは、全て向こうの指示通りに設計・施工していると

ころです。 

○以上です。 

（参加者） 

○例えばそれを改修するときに米軍の許可は必要になりますか。 

（嶺井氏） 

○もちろん米軍施設内なので、パスが必要になってきます。現在は立入りが結構厳しく、

通常は3か月前とか半年前から申請が必要です。緊急時には、上下水道局や建設部の職員

は全員、1年更新のパスを取得しているため立ち入り可能です。一方、維持管理を担当す

る業者については、パスの取得状況は把握していませんが、原則としてパスは1年単位で

更新する形になっています。職員も全員このルールに従っています。 

（阪井氏） 

○他にないでしょうか。 

○石井先生の話もスポーツまちづくりだとか、もっといろんな施設を複合的にやるとか、

いろんな施設の経験をされていると思いますので、この機会ですのでぜひお聞きになら

れたらと思います。 
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○私は先生のお話をお聞きして、沖縄でもスポーツのまちづくりは結構取り組んでいると

は思っていたのですが、エスコンフィールドの話を聞いてみると、実は野球を見に来る

人よりも他の目的の客が多いということを知って、なるほどと感じました。その一方で、

どのように周りを巻き込んで、施設に呼び込んでいるのかが気になりました。野球なら

観戦目的で来場しますが、他の施設の利用者というものは、どのように集客されている

のでしょうか。 

（石井氏） 

○変な話ですが、全国にはドーム球場というのは５つ、６つありますが、いずれもプロ野

球で使っています。しかし、実はどの球場も一番の収益は、プロ野球ではなくてコンサ

ートなのです。これはあまり御存じない方も多いのですが、要はプロ野球の日数は最大

70日しか使われず、あと295日は空いているわけですから、コンサート絡みというのは集

客力が多い。だから逆に言うと、スポーツのまちづくりというのは、スポーツ以外のま

ちづくりもやらないとうまくいかないよというのが、本当は言わせていただきたいこと

です。 

〇エスコンフィールドはもっと深刻でして、ドーム球場は天然芝で、天然芝はすごく傷み

やすいので、実はコンサートができないのです。だから集客にすごく苦労するんですけ

れども、エスコンフィールドという野球場自体が、ものすごく全国の人にとって観光地

化していまして、極端にいうとそっちの方が野球を見に来た人よりも多いという話です。 

○とはいえ、それはいつまでも続かないので、周りに人が来る大学を誘致したり、全部で

はないですが、エスコンの飲食店は野球をやっていないときも365日開けようということ

をやっていて、いろんなイベントもやっており、施設全体もしくは地域全体で呼び込む

努力をしているという、そういう話です。やっぱり、いろんな関係者が相互的な波及と

いうことにつながってくるので、いろんな施設が周辺に立地しているということもだん

だん効いてきているかなと思います。 

○一番行列ができるのは、エスコンフィールドから一番遠い開発地区にあるパン屋だった

りするのです。パンを買いに来る人は全然関係ないのですが、全体エリアの中で一番そ

この行列が激しいみたいな、そういう面白い施設になっています。 

（阪井氏） 

○ありがとうございます。 

○沖縄でも結構アリーナができたり、冬場はプロ野球のキャンプとかもあるのですが、や

っぱりスポーツだけになっているなと思っていて、先生のお話をお聞きしたらその活用

の仕方とか、いろいろあるのかなというふうに思いました。 

○ちょっとセクションが違うかもしれないですけれども、沖縄市もアリーナを造ってスポ

ーツのまちづくりを進めていらっしゃると思うのですが、その辺りで何かご質問はない

ですか。アリーナの活用のところで、こんな工夫とか、今悩んでいるところなどありま

したらいかがでしょうか。 

（沖縄市） 

○実際エスコンの事例のように、当初はバスケットボールメインでというイメージを持た
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れていたんですけれども、やはりそれだけでは収支が賄えないので、コンサートですと

か、ＭＩＣＥイベント、そういったところを活用して、現在は指定管理料を市から払わ

ずに自主運営ができているという状況に至っております。 

○ただ課題としては、アリーナだけの収支がうまくいくだけではなくて、沖縄市の中心市

街地、胡屋十字路とか、そういったところにもっと経済的な波及が及ぶことが当初の目

的でございますので、まだ完全にそこに至っていないというところが少し課題として残

っております。 

（阪井氏） 

○ありがとうございます。石井先生、何かございますか。 

（石井氏） 

○頑張っておられるほうだと言うのも失礼な言い方ですが、まずは第一ステップはクリア

されたのだと思います。両方あって、スポーツは単にアイデンティティということだけ

ではなくて、地域でのそういう取組がさらに広がっていく流れがあります。一方で面的

な整備は難しいですけれども、少し面的な回遊性を高めるためには、サービス色をどう

進めるかというところが、これからポイントになってくるところで、多分そこが一番難

しいところなのでぜひ頑張っていただければというふうに思いました。 

（阪井氏） 

○先ほど嶺井さんへ質問がありましたが、私からもお聞きしたいことがあります。琉球大

学が移転してきましたが、当初計画から一気に方向転換しましたよね。この転換が非常

に迅速に進んだと感じていますが、そのポイントは何だったのでしょうか。また、特措

法の改正もあったと思うのですが、そこはやっぱり市としても積極的に働きかけたのか、

その辺りもお伺いしたいです。 

（嶺井氏） 

○琉球大学病院と医学部の老朽化に伴う移転が決まったのが平成26年頃です。それ以前ま

では西普天間住宅地区の跡地利用計画を地主の皆様方と計画しておりました。返還がだ

んだん見えてきた段階で「すごい病院が来る」ということで、合意を得ることができま

した。当初から「沖縄健康医療拠点は令和９年には工事を完了する」と言われ続けてい

ていましたが、区画整理事業は通常10年、20年は当たり前で、今宜野湾市で施工してい

る地区も30年、35年とか経過している地区があります。西普天間住宅地区については10

年で終わるということは、先ほど阪井さんが言われたように、国の法改正なり、補助金

の手厚いバックアップとか、本当に国と沖縄県もですが、皆さんとともにやってきたと

ころが一番大きかった要因かと思います。特に、仮換地指定まで本当に時間がかかるの

ですが、地権者の皆様を３年も待たせずに仮換地指定ができたというところは、法改正

も含めて国の支援が一番大きかったのかと思っています。 

（阪井氏） 

○跡地利用の中でもかなり特徴的だし、早さもすごく目を見張るものがあると思っており

ますので、これからの参考になるのではないかと思っております。 
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○事前に質問を北谷町よりいただいておりますので、こちらで読み上げさせてもらいます。

嶺井さんへの質問ですが、「事業認可前、基本計画段階等に地権者より同意などを得てい

ますでしょうか。取得している場合、どの程度、取得されていますでしょうか。」 

○２番目「合意形成における課題や御苦労されたこと及び解決方法について御教示いただ

けますでしょうか。」 

○３番目「海外など遠方に住んでいるため接触が困難な地権者に対する取組等ございまし

たら、御教示いただけますでしょうか。」 

○４番目「軍用地という性質により赤の他人同士の共有名義といった特殊な事例がまれに

あるかと思われますが、本事業においてそのようなケースはございましたら、行政とし

ての関わり方について御教示いただけますでしょうか。」 

○５番目「合意形成にて効果的だった取組等を教えていただけますでしょうか。」 

○６番目「保留地について13地区の保留地は地権者より要望等はございましたでしょうか、

経緯など教えていただければ幸いです。」 

○最後に、「公営墓地について保留地売却した土地の管理主体について御教示いただけます

でしょうか」といったところです。 

（嶺井氏） 

○事業認可前に地権者より同意はどの程度いただいたのかというところですが、区画整理

事業の合意形成、仮換地指定に向けての合意形成と先行取得を同時並行で行っていまし

た。 

○「仮換地指定まで10年以上かかりますよ」「皆さんの土地はどういったところで、想定減

歩率は幾らですよ」また「先行取得のところでは、今売っていただくと租税特別措置法

の5,000万円控除が３回、４回使えますよ、年度をまたいでも使えますよ」など、いろい

ろとありますが、一番は個別訪問です。もちろん区画整理事業に大賛成で売る気はない

方たちも同時並行でやったので、それを聞いた中で70代、80代の10年以上待てないとい

う方たちに売っていただいたり、区画整理事業で10年以上待てるという方たちは、もち

ろん区画整理事業で宅地をあてはめたり、そういったことで合意形成を図って、３年で

仮換地指定ができたというところです。 

○海外に住んでいる方への接触は、西普天間ではなかったのですけれども、宜野湾市の他

地区であったのですが、ブラジルに住んでいる方とかは親族を通して連絡を取っていた

だいたり、今はＬＩＮＥでやり取りをしたりしました。 

○軍用地で共有名義、持ち分で赤の他人がいるのは軍用地ならではですが、その方たちに

ついても、共有者お一人お一人に個別に対応していったところです。１番、２番と同じ

ように、一人の地権者というところで対応していきました。 

○先行取得についても、丁寧に説明しました。はがきや手紙でも可能ですが、お一人お一

人に会って、期限が定まっていたこともあり、これを逃すと琉球大学の移転ができない

とか、そういうプレッシャーとかがあったので、本当に毎日、昼夜問わず地権者にお会

いしに、人海戦術で行いました。 

○次に13街区の１ヘクタール保留地についてです。当初は琉大病院の看護師、医師の宿舎

だったのですが、琉球大学が断念したために１ヘクタール保留地が残ったわけですが、
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今現在は一般企業に公募をかけているところです。 

○最後に、公営墓地については市が管理して、他部署になりますが、市民経済部で管理を

行い、いずれ指定管理になる予定です。 

（阪井氏） 

○今、合意形成というところで、丁寧にご説明していかれたということですが、その次の

鈴木先生のお話にも行きたいと思いますが、西普天間住宅地区でもこのＶＲとかを使用

されたのですよね。それはやはり合意形成にかなり有効だったと思われますか。 

（嶺井氏） 

○そうですね。行かれた方は分かると思いますが、県道から国道58号まですごい高低差が

あって、普通なら平面的なことでしかご説明できないのですが、ＶＲまではいかないで

すが、動画を使って「幹線道路はこうなります」「公営墓地はこうなります」と未来的な、

まだまだ造成する前の段階でそういう絵を見せると、地権者の理解が得やすかったとい

うところは大いにありました。 

（阪井氏） 

○そうですよね。そこは本当に段差があるから、平面で見ていると全然分からないので、

ここを全部つなげばいいというふうになるのですが、あれだけ段差があると絶対つなが

らないことが、ＶＲとかで見ると大変分かりやすいですよね。さっき絵を見せていただ

いて、そう思いました。 

○本日ご参加されている方で、実際にこのＶＲとか、そういうものを体験されている地権

者の方々はいらっしゃいますか。もしよかったら、ちょっと手を挙げていただいて、ど

うだったかの感想もお聞きしたいと思いますけれども。 

○実際にどんな感じだろうと思っているか、あと今のいわゆる若い人たちは、ゲームであ

あいうものは見慣れていると思いますが、私も含めて少し年齢が高いと、慣れていなか

ったり、ＶＲを見ても「何これ」って思ったりするのかとも思うんですけれども、実際

先ほどの鈴木先生のお話をお聞きになられて、どんな感じだったかをお聞きしたいので

すが、よろしいでしょうか。 

（参加者） 

○バーチャルについては何度か見たことはあるのですが、これを地権者、私も含めて年配

の方々の所有者が多いので、土地所有者に関しての説明会等に幅広く使えれば、一役買

うのではないかと思っています。かなり見ていて楽しかったです。 

（阪井氏） 

○そうなのですね。逆に、こういうものは慣れないのかなと思ったけど、役に立ちそうな

感じなんですね。やっぱり期待が持てますね。本当にイメージがわかないから、図面を

見ても分からないじゃないですか。だからいいなとは思うのですけれども、これはゲー

ムみたいなものとか、うそじゃないのと思う人がいたらと思ったのですが、役立ちそう

という感じですね。ほかの方にもお聞きしてよろしいでしょうか。 

（参加者） 
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○私が特に感じたのは、ＶＲを活用した合意形成活動につきましては、まだ体験したこと

はございませんが、これは非常に有効なツールだとは思っております。合意形成活動で

いわゆる将来像を可視化し、スピード化するという点では非常に重要です。 

○ただし、合意形成活動にはそういった将来像だけではなくて、現在の地権者の権利とい

いますか、今私どものところでは軍用地が金融商品化されまして、いろいろと売買の対

象になりまして、他の地域から、あるいは投資を目的とした人たちが入って来ているん

です。 

○そういった面で合意形成活動が今後非常に難しくなるのではないかと懸念されていまし

て、将来像を示すという点ではこのツールはよろしいのですが、現在のこの状況がずっ

と続きますと、いわゆる個人の権利あるいは法的な問題、それからこの人たちが合意形

成活動で私どもの計画にちゃんと乗ってくれるかどうかが非常に不安なんです。投資目

的の売買で購入した人が多いんです。ですから、そこら辺を合意形成活動でそのＶＲが

使えるのかどうかも含めて、今後検討してみたいと思います。 

○将来像につきましては、それは非常にスピード感があるし、すごく分かりやすいです。

ただ合意形成活動というのはそれだけではございません。将来を見せるだけではござい

ません。投資目的の売買で購入した人が多い実態が、今の合意形成の状況を非常に難し

くしている、金融商品化されたことがあることだけは、お伝えしておきたいです。 

（阪井氏） 

○おっしゃるとおりで、一緒に考える仲間であればこれは役に立つけれども、視点が違う

方だとこれを見てもちょっと違うということで、これで幾らになるのという話しか考え

られない方だと違いますよね。状況によって使い方も変わるし、おっしゃる通りだと思

いました。 

○次に、鈴木さんに事前にご質問が来ているので、先にそちらをご紹介させていただきま

す。沖縄県さんから、「ＶＲ関連ということで、規模当たりの作成に要する期間、費用に

ついて確認したい。また貴社で作成したＶＲは、業界では広く一般的に使われているシ

ステムが使用されているのか。後年度に更新したり、範囲を拡大したりすることは他社

でも可能なのか。専門知識がない行政職員でも、多少の更新やアレンジが簡単にできる

機能が備わっているのですか。ＶＲを用いた広報について、Ｗｅｂ上で公開した場合で

も、スムーズな挙動や理想的な表示を実現できる技術的な方法はありますか。３Ｄデー

タモデルのファイル形式について、汎用性や更新等のしやすさなど、各型式の特徴を御

紹介いただきたい」。 

○かなり実務的なお話ですが、よろしいですか。 

（鈴木氏） 

○上から順に回答させていただきます。まず、規模当たりの作成に要する期間や費用につ

いてですが、様々ではありますが、ご参考として多い価格帯としては初年度で200万円か

ら500万円ぐらいが目安かと感じております。 

○期間につきましては、先ほどのお話同様にどこまで詳細につくるかということになりま

すが、おおよそ１か月～2か月でたたき台を提出し、さらに１か月くらいで微調整し、納

品という形が多いです。 
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○また、システムにつきましては、弊社はゲームエンジンをベースにしたＶＲを活用して

おり、そこにまちづくりに特化した独自のプログラムを入れているので、回答としては、

そのまま他社さんでは使えないということになります。 

〇ただ、大元の３Ｄデータは納品物として提出するケースもありますので、そちらを他社

さんで活用いただく事による範囲追加などは可能となります。 

○２つ目について、専門知識がない方でも触れるかという話ですが、通常はマウス操作の

みで触っていただけるものになっていますので、基本的には職員の方が御自身で簡単に

操作できるものとなります。 

○アレンジについても、先ほど動画で紹介しましたが、大きさ変更や色味変更、メニュー

に用意しているオブジェクトを自由に配置などのアレンジは自由にしていただけます。 

○３つ目について、Ｗｅｂ上で公開時のスムーズな挙動についてのご質問になりますが、

これはネットの回線速度も大きく影響してくるもとのとなります。大規模エリアの場合、

回線速度が間に合わず動作が難しくなる可能性はありますが、先ほど御覧いただいた西

普天間住宅地区ほどのデータ量であれば、通常のネット回線でもスムーズに動くのでは

ないかと思っております。 

○最後に、３Ｄデータのファイル形式についてご質問をいただいております。データ形式

は汎用的な拡張子に書き出すことができれば、どの会社さんでも対応できると思います。

具体的にはOBJやFBXという拡張子が一般的となります。 

（沖縄県） 

○先ほど嶺井課長のお話にあったように、今、私たちも普天間飛行場で先行取得のために

個別訪問を行っているのですが、例えば職員がモバイルで持っていくような端末でこの

ＶＲの表示を地権者の方々にお示しすることはできるのでしょうか。 

（鈴木氏） 

○弊社が取り組んでおりますＶＲは、職員の方がノートPCで対外的にご説明いただくこと

を前提としています。一方で普天間飛行場のように非常に大きなデータ量のプロジェク

トについては、通常のパソコンでスムーズに動かすというのは、少々厳しいケースもあ

ります。その場合はスペックの高いパソコンを買っていただくか、もしくはデータを切

り分けて、部分的に表示させるような仕組みにするか、そういった形への対応は可能か

と思っております。 

（沖縄県） 

○ありがとうございます。これからの技術開発に期待ですね。 

（阪井氏） 

○まさしく今日スペックの高いパソコンを持ってきていただいていると思うので、せっか

くなので、こんなことができるのかあんなことができるのか、こんなことをちょっとや

ってみてというようなことがあれば、デモンストレーションしていただこうと思います

が、自分たちがこんなことを考えていて、こんなことができるのかというご質問はあり

ませんか。この機会なので、こんなことができるのとか、ベースのものが多分あって、

そこにこういうものがくっつけられる、こんなことが試せるとか。例えば、まちの中を



駐留軍用地跡地利用に関する市町村支援業務 

 

96 

歩くときにでも振り返って見るとか、建物の中に入れるのかとか、そんなことを見てみ

たくないですか。 

（鈴木氏） 

○これは神奈川県横須賀市様が、まちづくり３ⅮシミュレーションということでYouTubeに

上られている動画を紹介させていただきます。(動画) 

○これは職員の方が自身でVRを操作しているものを動画にしてテロップなどをつけて紹介

されています。 

○つまり、先に紹介しました西普天間や普天間飛行場などのコンテンツも同様に、職員の

方がVR操作画面を動画にして自由に発信頂けるものとなっています。 

（阪井氏） 

○これは朝昼夜とかそういうものは変えられるのですか。 

（鈴木氏） 

○技術的には可能です。ただ夜景の場合は別途諸々の準備が必要となるため、現状デフォ

ルトで準備はしておりません。ただし、日影はパラメータを動かすことで変更可能です。 

（阪井氏） 

○天気が変わったりとかはどうですか。 

（鈴木氏） 

○例えば雪が降るなどのエフェクトは可能です。 

（阪井氏） 

○台風のときとかも分かるのですか。 

（鈴木氏） 

○防災関連でいうと、その場で浸水域の高さを変更してみるという可視化も行っています。 

（阪井氏） 

○建物はもともとあるものを置いているんですか。それともここでつくっているんですか。 

（鈴木氏） 

○どちらでもできます。 

（阪井氏） 

○自分の家をここで建てたいということもできるということですね。 

（鈴木氏） 

○そうですね。そういったものもできます。 

（阪井氏） 

○ありがとうございました。残念なのですが時間の都合上、ここで終了させていただきま

す。 

〇最後に石井さんにお伺いします。まちづくりの話でいろいろＶＲとかＡＲのツールは
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次々と出てくるけれども、先ほど参加者からのお話にもあったように、まちづくりのビ

ジョンをしっかりと考えて、どのように進めるかを共有しなければ、こうしたツールも

十分に活用できないと思いました。 

○先ほどお話でも、まちづくりの観点が重要であること、いろんなものを複合的に考えて

いく必要があること、そして、変化の時代であるため今は例えば暫定だとか、そういう

ものが重要だというお話をいただいたのですが、このＶＲやＡＲの活用も含めて、最後

に一言お話をいただければと思います。 

（石井氏） 

○計画が大事ではないという話ではありません。ただ、もともとの話が「スケジュール化

できない」というのがスタートラインの一番問題点なんですが、日本はもともと30年間

デフレ時代だったので、ある種時間が止まっているのが当たり前の時代だったので、何

も変化しない中で時間が止まっているのはあまり問題がありませんでした。しかし今は

多分確実にインフレの時代になって、何でも値段が上がる時代になっている。 

○何が言いたいかというと、時間の損失が大きいから、遅くなればなるほど関係者はみん

な損をするという、非常に変な言い方だけれども、そういう問題として捉えていただき

たいという話です。だからもちろん、戻すこと自体を計画的に早く戻してくれという類

の運動も必須になって、必要なんだろうということと、戻ってきたらどうスピーディー

にやるかについて、少なくともそこに関しては、合意形成を急ぐ必要があるかと。だん

だん時間が合わなくなってきたんですけれども、行政というのはますます予算がなくな

ってきたから、以前よりも時間がかかるようになってきます。 

○逆に民間はインフレだから、逆に言うとどんどんスピード感を持たなければならないと

思っているので、官民が適切に連携といったのですが、時間の観念が今どんどん離れて

いるので、余計に一緒にやるということが難しくなっているということがありますので、

一言で言うとスピード感ということが、今の時代にとって大事かなということを最後に

申し上げたいと思います。 

（阪井氏） 

○ありがとうございます。非常に重要なお話で最後に締めていただいたかと思います。こ

れで、このパネルディスカッションは終わらせていただきたいと思います。石井先生は

じめ、嶺井先生、鈴木先生ありがとうございました。 

○皆様、ありがとうございました。 
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《参考》跡地利用推進セミナーに対するアンケート結果 

跡地利用推進セミナーに対する出席者の意見・要望等を把握するため、出席者に対し

てアンケートを実施した。 
質問項目は次のとおり。 
 

Ｑ１．今回の跡地利用推進セミナーの内容は参考となったでしょうか。 

Ｑ２．本日のセミナーについて良かったと思う内容について教えてください。 

Ｑ３．今回の跡地利用推進セミナーの内容について、皆様の今後の跡地利用にどう活

かしていきたいと思いますか。 

Ｑ４．あなたの部署で跡地利用に関して課題・問題となっているテーマは何でしょう

か。 

Ｑ５．本日のセミナー参加を通じて、駐留軍用地跡地でのまちづくりに対して感じて

いる印象や期待、または不安に感じていることをご記入ください。 

 
 
Ｑ１．今回の跡地利用推進セミナーの内容は参考となったでしょうか。 

 
 
 

自由意見 

①大変参考になった, 

31%

②まあまあ参考になった, 

56%
③普通, 

13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

・各市町村のまとまった計画があれば、もっと参考になるのでは。 

・まちづくりの基本的な考え方や、県内の跡地利用を先行している西普天間を参考に
することで、わかりやすい内容となっていた。資料も簡潔で良かった。 

・広域的な視点（例えば交通対策、ドームとの競合等）も話を聞きたかった。 

・具体例や、バーチャル視点でのイメージを住民、地権者や県民視点で取り入れ、変
化に強いまちづくりとはという事を学びました。 

・データ統計で明示いただき、改めて認識できたのがよかったです。 

・VR AR は、合意形成も含めすごく有効だと思いました。 

・講義の時間が 40 分は短いと感じた。石井様の講義内容が興味深いものであったの
で、また機会があればお聴きしたい。 

・専門の先生方の研究、仕事、ご苦労があった中での、成果をご教授頂き、ありがと
うございました。 

回答 32 人 
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Ｑ２．本日のセミナーについて良かったと思う内容について教えてください。 

・ＶＲシステムに基づく合意形成支援は、多くの利害関係者をつなぐツールになると
思う。 

・どうやったら人が集まるか、人が住みたいか。今一度、考えるキッカケになった。 

・合意形成に特化したセミナーを開催いただけると嬉しいです。 

・最初の講義は、声がマイクに入ってなく聞き取りにくかった。 

・エスコンフィールドによる札幌ドームへの影響について聞きたかった。 

・VR。 

・VR を活用した合意形成支援ツールについて（跡地利用計画策定への活用：目に見え

にくい将来像を可視化しスピード化することによる住民・地権者の理解の向上。但し

合意形成には、現在の地権者の方向性が一致する必要があり、地権者全員が多様化し

た現状がある。）。 

・参考事例があるとわかりやすい。 

・スポーツ・スタジアムのポテンシャルを理解できた。 

・VR の利用例があり、わかりやすかった事と、どう利用するかのヒントを得た。 

・発表者による事前準備がよかった。 

・地主が関心のある土地買収単価、区画整理評価（想定減歩率）を分かり易く明示が肝。

地主に理解いただく事が重要と理解。また、フェーズフリーの考え方（住人の満足度、

災害対策）無駄の排除を意識する。 

・防災型複合庁舎の事例を知れて良かった。 

・具体的な事例を紹介いただいたので、イメージしやすかった。 

・データ統計で明示いただき、改めて認識できたのがよかったです。 

・VR AR は、合意形成も含めすごく有効だと思いました。 

・登壇者の意見交換会が良いと思った。 

・意見交換会において、パネリストだけでなく、参加者も一体となった話ができたこと。 

・講義、事例紹介、VR と多様な視点での構成であったので良かった。 

・３先生の内容はよかったです。いろいろな角度からのまちづくりについて、考える事

が出来ました。 

・公民連携の具体例が聞けた事。 

・西普天間における先行モデルが確認出来たことで、今後の情報交換先として連携を図

りたい。 

・石井先生の事例、時間のとらえ方。 

・先行取得による地権者負担軽減。 

・国との協力体制。 

・西普天間地区全体が行政が進めていると思った。以外に早いと思った。区画整理事業

もひとつの手段とわかった。 

・宜野湾市さんの跡地利用が知れて参考になりました。 

・VR が全世代の方を対象に合意形成をスピード感を持って対応する際に有効と感じま
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Ｑ３．今回の跡地利用推進セミナーの内容について、皆様の今後の跡地利用にどう活かし

ていきたいと思いますか。 

した。 

・大規模開発では、文化財保存の調整の際、庁内で保存後の良い状態をイメージ共有に

もいかせるのではないかと感じました。 

・先行事例の説明。 

・全部良かった。 

・全国のまちづくりの実績などを見て聞けて良かった。 

・VR の進化におどろいた。まちづくりに効果的だと思った。 

・事例紹介が分かりやすかった。 

・宜野湾市、キャンプ瑞慶覧の跡地利用取組みの実例は、今後の我が方の取り組みに大

変参考になった。 
・身近な西普天間の件が聞けて良かった。 

・石井先生の講義では、多角的視点から、簡潔に分析内容が示されていた。これを参考

に今後の跡地利用に活かしていきたい。 

・西普天間の事例は、各市町村の今後の跡地利用の参考になる（先行モデルとして）。

良かった点だけでなく、問題や課題となった点、よりよくすべき点なども今後のまち

づくり（跡地利用）に継承してもらいたい。全体スケジュールも知りたい。 

・整備の検討に利用したい。 

・結果ばかりの説明ではなく、当初からの取組み状況等も聞きたい。 

・人が住みやすく、歩いて楽しい多様性、仮想空間を活用しアート、デザイン、余暇を

得るためスポーツやイベントなど活かして行きたい。 

・VR の利用については、有用であろうと思われるので、利用を検討したい。 

・石井先生のご講演について、ご紹介いただいた事例を研究したい。また、ドームの稼

働率のお話にあったように、冷静に経済効果を測った上で、計画すべきという点が大

変参考になりました。 

・GW2050 をはじめ、公民連携の観点から、跡地計画は、長期的ですが、今から進めて

いきたいと思います。 

・本日の講義で得た新しい視点を持って、跡地利用計画を策定する場で意見を述べたい

と思う。 

・地域に不足しているものは何かを考えながら、跡地利用を検討していきたい。 

・これは、合意形成には必要な事だと感じました。 

・先行事例の収集と合わせて、最新の跡地活用に資する制度を調査・研究しながら、有

効に活かしていきたい。 

・関係者の周知。 

・ウォーカブルなまちづくり、文化財、自然環境との一体化。 

・地権者に分かりやすい映像など、必要だと思いました。 
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Ｑ４．あなたの部署で跡地利用に関して課題・問題となっているテーマは何でしょうか。 

 

 

9%

19%

17%

6%

8%

11%

10%

13%

4%

3%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

先行取得事業

跡地利用計画の作成

地権者の組織化（機運向上）

返還通知後の取組み

環境影響評価の実施

地区内への立入調査

支障除去措置

埋蔵文化財調査

給付金制度

上記以外

返
還

前
返

還
時

返
還

後

そ
の

他

・住民参加型の意見を直に入力できるのは良いアイディアと思った。今は、スマホ、イ

ンターネットの時代なので、若者には分かりやすいと思う。 

・インスタグラム・・・、動画・・。 

・将来的には、本町の跡地利用計画策定段階で VR を活用し合意形成ツールとして地権

者へ説明することは有効と感じました。 

・まちづくりにおいて、地権者が二分化している事が重要になると思います。ルール作

りの提案ができるとよいのですが。 

・VR 等を利用し、造る前のイメージをブラッシュアップできると思う。 

上記以外のテーマの要望 

・国、県等関係機関調整。 

・跡地利用の地権者意思結集、全体取組み等。 
 
 
 
 

回答数 42 
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※特に優先度が高い項目について具体的な課題・問題を教えてください 

【跡地利用計画】 

・拠点返還地の指定。 

・返還前から取り組むべき課題への対応等。 

・跡地利用計画に基づく拠点返還への推進、地権者への合意形成から返還後スムーズにい

くにはどういった課題が必要か懸念される事を、時限立法など開発しやすい状況を整備

する。 

・鉄軌道の線形、主要幹線道路の線形、大規模公園の配置等がなかなか決まらない。 

・組合施行での区画整理事業が予定されるなか、行政として上位計画等のビジョン、施策

の実現をどう取り入れていくかが課題である。 

・予算が限られている中、有効な計画作成の手法や考え方など。 

・跡地利用計画の作成においては、行政・地権者・事業者の連携・共働の元に固める必要

があるが、関係者間の合意に基づく計画作成が出来るのか懸念がある。 

・国有地の跡地利用計画並びに早期の返還スケジュール。 

【地権者の組織化】 

・返還に伴う、跡地利用計画、地権者の合意形成は最重要で一番難しい事項と認識し、会

員の資格の適正化を講じる作業を実施しております。軍用地の不動産が金融商品化し、

不動産業者等を介してその取引等により、新規の地権者（投資目的の個人・法人・県外

在住者）が増加しており、今後の地主会の運営、将来の計画にも影響を及ぼす事が懸念

されます。この対策について専門家の意見を取り入れながら、会員資格の適正化を行う

為、会員資格の規程、定款の改正を進めております。 

・地権者の組合設立に向けた合意形成。 

・組合施行に向けた合意形成。 

・土地区画整理組合設立までの過程。 

・地権者の年齢が高くなっているため、関心が無くなっている様に感じる。 

・跡地利用計画の実戦として、組合設立準備会との連携の仕方について、行政としての支

援内容。 

・組合事業としての区画整理事業の場合、組織の事務・管理の負担が大きく、適切な手当

てがあれば、区画整理事業は円滑に進むものと思われる。 

【返還通知後の取組み】 

・返還予定年月日等示されているけど、どのような状況になっているのか、国からの説明

が不十分な面が多いと思う。 

【環境影響評価】 

・環境影響について。 

・環境影響評価の実施。 

【地区内への立入調査】 

・米軍の立入りが難しい事が課題。また、支障除去があることで、埋蔵文化財が壊されて
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Ｑ５．本日のセミナー参加を通じて、駐留軍用地跡地でのまちづくりに対して感じている

印象や期待、または不安に感じていることをご記入ください。 

しまうので、調査が増加することが問題となる。 

・立入り調査ができるかどうかで、返還後の跡地利用のスケジュールが大きく変わると思

う。 

【支障除去】 

・支障除去措置。 

【埋蔵文化財調査】 

・埋蔵文化財調査。 

・地区内への埋蔵文化財を含む調査が進まないことにより、跡地利用計画の作成が思うよ

うに進んでいない。 

・開発に伴い、文化財の保護、管理体制に少し難がある。文化財保護の観点も踏まえて開

発できるように進めていけるといい。 

・文化財調査。 

【その他】 

・まちびらき後の交通渋滞対策。 

・市と村、ビジョンをひとつに。 

・行政と地権者。 

・沖縄市アリーナが出来たことで、人があつまり物を買い、飲食が他の地域にも良い効果

を上げている。 

・若者が広める（SNS、インスタ）。 

・Fuｎは物を買う、もっとライブ、コンサート。 

・有名なアーティスト絶対効果あり。 

・官民一体となったまちづくり。 

・大型並びに優良企業の誘致。 

・拠点返還地指定への取組み。 

・大規模跡地の場合、国や県の協力がなければ、早急な整備は難しいのではないか。 

・20 年、30 年後の街がどうなっているのかまで考えないと、親達でなく子供達世代が

残る、もしくは戻ってくる可能性が高くなるものを入れていかないと継続可能とはな

らないのではとおもわれる。その辺りに不安を感じる。 
・返還地主の跡地利用勉強会等の参加が少ないのが気になります。 
・地権者からすると、開発するにあたり自身の土地がどのような価値になるのかをわか

り易く説明していただく事が重要。不安は地権者の合意なしで基本計画が進んでいく

事が不安。 

・返還までに立入りができない（難しい）ことにより、跡地利用計画の策定の支障にな
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っている。計画サイドの立入りもなんとか米に認めてもらい、返還後にスムーズに開

発ができることを期待したい。 

・国、県、市が一丸となって取組むとともに、公民連携の必要性を改めて強く感じまし

た。 

・返還までに計画が間に合うか不安。 

・今回のセミナーでは地権者の組織化について聞けなかったので、セミナーが次回あれ

ば具体的に聞いてみたい。 

・エスコンのような多目的で多様な人を呼び込むまちづくりが必要だと感じた。 

・返還時期が明確に示されない中での事業に対する向き合い方（スケジュール管理等）

が難しい。 

・計画策定の重要性や地権者との合意形成の必要性を感じた。 

・スケジュール化できない（返還時期が不明）ことが不安。 
・返還予定地、行政（界）がまたがっている場合、一か所は区画整理事業ですすめたい。

一か所は、その以外で・・・と、分れた場合、ひとつの目標にするためにはどのよう

な事をはじめたら良いのか。 

・行政は、最後には、自分の街になる事なのに、もう少し区画整理事業にするにも、最

初から参加して、関心をもってほしい。 

・返還時期に対する不安。 

・皮肉にも基地に取られていた跡地には、原風景が残っていたりもします。開発が遅れ

たからこそ、自然や文化財を残しつつ開発が進められる部分もあると思います。これ

からの跡地利用のモデルとなるといいと思います。 

・跡地利用とのまちづくりは、土地所有者と行政が連携して進めるものと考えるが、関

わる全ての方が事業化及び事業完成後までのイメージが共有化できるか不安。ロード

マップの作成及びその検証に留意して行きたいが。 
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第６章 アドバイザー等専門家の派遣等 

６-１ アドバイザー派遣 

１ 浦添市への派遣 

(1) 浦添市からの要請内容 

沖縄県では、戦後 80 周年平和祈念事業の一環として、令和７年 11 月 15 日に中南

部都市圏における駐留軍用地跡地利用の取組みを広く情報発信することを目的とした

県民フォーラム・パネル展の開催を予定している。 

浦添市においては、牧港補給地区の跡地利用計画の周知や跡地利用の機運醸成を目

的に、当該イベントへの後援を行うとともに、パネル展示へ出展する。また、浦添市

では独自の取組みとして、先行取得事業の広報活動の一環として跡地利用計画の内容

をわかりやすく体験できる VR の作成を行っており、当該イベントにおいて VR 体験

会を実施する。VR 体験会を実施するにあたっては、VR 機器操作等に係る技術支援、

体験者への操作等のレクチャーが必要であることから、当該業務に対応するためのア

ドバイザーの派遣を要請する。 

 
(2) アドバイザー 

昭和株式会社 都市調査事業部 第２都市調査室 副室長 河村 健人 氏 
 

(3) 派遣日 

令和７年 11 月 15 日（土） 

 

(4) 派遣概要 

県民フォーラム・パネル展での VR 体験会の実施にあたり、VR 機器の調達及び操作

に関する技術的な支援及び、体験者への VR 操作等のレクチャーを行った。 

 
 

２ 沖縄県への派遣 

(1) 沖縄県からの要請内容 

令和７年度内閣府予算において駐留軍用地跡地先行取得事業費が新設されたことに

より、基地跡地の先行取得が推進されている。必要な公共用地の確保を実現するため

には公共施設用地としての提供の意思がある所有者等の課題を解決する必要がある。 
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過去に実施した地権者向けの説明会及び個別相談会では、①相続問題、②共有者の

問題、③境界不明地の問題、④税金に対する不安等の相談があった。 

これらの地権者からの相談に対応するため、地権者向け説明会において講演及び個

別相談を行えるアドバイザーの派遣を要請する。 

 
(2) アドバイザー 

沖縄県司法書士会所属 
司法書士 太田 博一 氏、崎間 考史 氏、上原 圭裕 氏、大川 達郎 氏、 

浦崎 優菜 氏 
 

(3) 派遣日 

令和７年 10 月 1 日（水）～10 月２日（木）の２日間 

 

(4) 派遣概要 

沖縄県・宜野湾市が共同で実施した「令和７年度第２回普天間飛行場及びインダス

トリアル・コリドー地区地権者向け土地の先行取得軍用地買取説明会」において、先

行取得に応じる意思のある地権者の課題を解決するため、個別相談会を行い、地権者

の課題に対して個別相談やアドバイスなどを行った。 
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６-２ コンサルタント派遣 

１ 恩納村への派遣 

(1) 恩納村からの要請内容 

恩納通信所跡地は、平成 21 年３月に恩納通信所跡地利用地主会と外資系事業者との

間で跡地開発の基本合意に至り、平成 25 年３月には、リゾート計画地区の 93％（地権

者数の割合）の用地使用権限を売買及び賃貸にて確保するに至っている。 

令和元年５月に策定した「恩納通信所返還跡地利用基本構想」におけるリゾートエ

リアについては、令和６年３月にフォーシーズンズホテルの建設が着工し、令和９年

11 月の開業を予定しており、リゾートエリア以外の商業エリア等については、ホテル

の建設・開業によりディベロッパー等の動きが出てくることが想定される。 

一方、住宅エリアについては、具体的な利活用方法が定まっていないことから、住

宅エリアの利活用に向けこれまでに、住宅エリアの地権者に対し土地の活用等につい

て、アンケート調査を行い調査結果の取りまとめを行った。また、令和５年度からは、

住宅エリアにおける定住促進を含めた土地の活用方法の検討を行うため「恩納通信所

返還跡地周辺に係る地域活性化検討委員会要綱」を設置し、検討委員会を立上げ、総

務省の地域活性化企業人制度を活用しコンサルタントの派遣を受け、住宅エリア内に

おける定住促進住宅等の需要調査及び PPP/PFI への事業関心調査を実施した。 

また、令和６年５月には住宅エリア内の地権者に対し記名式による土地利用意向ア

ンケート調査を実施し集計・分析を行い、委員会において、住宅エリアにおける土地

の利活用及び事業推進エリア等について検討が行われ村へ答申が行われた。 

「恩納通信所返還跡地利用基本構想」の住宅エリアについては、これまで土地の利

活用に向けた複数の調査業務等を実施してきたが、調査業務等の成果も複数にまたが

っていることから、これまで実施した調査業務等の成果を要約したパンフレット等を

作成することにより、今後の住宅エリアの利活用の推進を図る説明資料としたいこと

から、コンサルタント派遣を要請する。 

 
(2) 派遣コンサルタント 

株式会社国建 

 

(3) 派遣期間 

令和７年９月１日～令和８年２月 28 日 

 
(4) 派遣概要 

恩納通信所返還跡地周辺土地利用に係る各調査業務の概要版の作成及びパンフレッ

トの作成を行った。 
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２ 沖縄市及び北中城村への派遣 

(1) 沖縄市及び北中城村からの要請内容 

キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）は、令和７年３月に沖縄市と北中城

村のそれぞれにロウワープラザ土地区画整理組合設立準備会が結成され、地権者のま

ちづくりに対する機運が高まってきている。 

前年度は本地区のテーマやインフラ整備の方針等について、関係部局と意見交換を

行い跡地利用計画（案）のブラッシュアップを行った。 

今後は、企業の参入意向や企業からの提案（本地区の地形や立地を活かした計画

等）も取り入れ、実現の可能性を鑑みながら、跡地利用計画の策定に向け取り組みた

いと考えている。 

そこで、まちづくりパートナーの選定に関する支援を行い、市と村、準備会が連携

した円滑な跡地利用の推進へ繋げていくために、コンサルタント派遣を要請する。 

 
(2) 派遣コンサルタント 

日本工営都市空間株式会社 

 

(3) 派遣期間 

令和７年９月１日～令和７年 12 月 26 日 

 
(4) 派遣概要 

跡地利用計画の経緯や市村の上位計画におけるまちづくりの前提条件整理等を行い、

まちづくりパートナーに求める役割を踏まえ、沖縄市、北中城村及び沖縄市・北中城

村組合設立準備会との合同会議の開催、まちづくりパートナー選定の募集要項（案）

及び様式（案）の作成支援等を行った。 

 

 

３ 北中城村への派遣（２） 

(1) 北中城村からの要請内容 

キャンプ瑞慶覧（喜舎場住宅地区）は、統合計画で示された返還予定面積が５ha と、

一体的な跡地利用の推進が困難な地区であることに加え、県道宜野湾・北中城線の慢

性的な交通渋滞の緩和を図るため、平成 25 年度より、関係機関（沖縄総合事務局、沖

縄県、西日本高速道路株式会社等）で構成される喜舎場スマート IC 作業部会において

フルインター化計画を検討してきた。 
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過年度の検討結果を踏まえ、インターチェンジの機能向上を図るとともに、公共施

設集約の可能性などを含めた跡地利用の有効活用に向けた検討を行い、それに伴う跡

地利用の基本方針について検討し、今後の跡地利用を円滑に進めるために、コンサル

タント派遣を要請する。 

 
(2) 派遣コンサルタント 

日本工営都市空間株式会社 

 

(3) 派遣期間 

令和７年 10 月 20 日～令和８年１月 30 日 

 
(4) 派遣概要 

「令和６年度キャンプ瑞慶覧喜舎場住宅地区跡地利用検討業務」等過年度の検討結

果を踏まえ、インターチェンジの機能及び利便性の向上、公共施設集約の可能性など

を含めた跡地利用の有効活用、それにともなう跡地利用の基本方針について、当地区

に配置すべき施設機能を整理、検討を実施した。 

 

 

４ 宜野湾市への派遣（１） 

(1) 宜野湾市からの要請内容 

キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）は、平成 27 年度に返還され、今後返還される

基地跡地利用の先行モデル地区として取り組みを進めてきた。 

返還時からの経年変化を映像記録として連続的に撮影しており、この撮影は令和９

年度末の土地区画整理事業完了まで続ける予定である。直近では、琉球大学病院が令

和７年１月に開院、同年４月に琉球大学医学部が開学し、都市計画道路西普天間線が

令和７年１月に一部供用開始、宜野湾市道喜友名 23 号が同年２月に供用開始した。 

これらの取り組みの成果は多くの関心を集めており、基地跡地利用の先行モデル地

区としての今後の取り組みに関して、市民・県民等の期待が高まっているところ。こ

の機会に、返還からこれまでの軌跡をまとめた動画を作成・更新し広く周知・広報を

行うことで、今後返還が予定される駐留軍用地の跡地利用について、市民・県民等の

理解促進に繋がると期待できることから、コンサルタントの派遣を要請する。 

 
(2) 派遣コンサルタント 

株式会社シネマ沖縄 
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(3) 派遣期間 

令和７年６月２日～令和８年２月 28 日 

 
(4) 派遣概要 

キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）において、返還時からの経年変化を映像記録

として撮影し、返還からこれまでの軌跡を辿った動画の作成・更新を行った。 

 
 

５ 宜野湾市への派遣（２） 

(1) 宜野湾市からの要請内容 

キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）は、令和６年度に沖縄健康医療拠点の中核と

なる琉球大学医学部及び大学病院の整備が完成し、同病院が令和７年１月に開院、同

年４月に医学部が開学した。また、都市計画道路西普天間線が令和７年１月に一部供

用開始、宜野湾市道喜友名 23 号（国道 58 号から西普天間住宅地区へのアクセス道

路）が同年２月に供用開始した。 

これらの取り組みの成果は多くの関心を集めており、基地跡地利用の先行モデル地

区としての今後の取り組みに関して、市民県民等の期待が高まっているところ。この

機会に、返還からこれまでの軌跡をまとめた西普天間住宅地区に関する広報誌（パン

フレット）更新するとともに、文化財リーフレットを作成し広く周知・広報を行うこ

とで、今後返還が予定される駐留軍用地の跡地利用について、市民県民等の理解促進

に繋がると期待できることから、コンサルタントの派遣を要請する。 
 

(2) 派遣コンサルタント 

日本工営都市空間株式会社 

 

(3) 派遣期間 

令和７年６月 10 日～令和８年２月 28 日 

 
(4) 派遣概要 

キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）に関する広報誌（パンフレット）及び文化財

リーフレットの作成を行った。 
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６ 宜野湾市への派遣（３） 

(1) 宜野湾市からの要請内容 

令和７年度より、沖縄振興予算において駐留軍用地跡地先行取得事業費が新たに創

設され、土地の先行取得に係る予算が拡充された。普天間飛行場における先行取得事

業の周知広報の強化のため、地権者向けパンフレットを作成したく、コンサルタント

の派遣を要請する。 
 

(2) 派遣コンサルタント 

日本工営都市空間株式会社 

 

(3) 派遣期間 

令和７年６月 24 日～令和８年２月 28 日 

 
(4) 派遣概要 

普天間飛行場の土地先行取得にかかる地権者向けのパンフレットの作成を行った。 

 

 

７ 宜野湾市への派遣（４） 

(1) 宜野湾市からの要請内容 

普天間飛行場の跡地利用計画策定に向けて、令和４年７月に「全体計画の中間とり

まとめ（第２回）」を公表した。現在、計画内容の具体化を進めており、令和９年度に

は「全体計画の取りまとめ」を予定している。 

返還後の跡地利用の実現に向けて、権利者情報の把握等が必要であるが、普天間飛

行場は地権者数が多く、返還前から地権者属性の整理等を行い、課題の抽出及び地権

者意向調査の基礎資料を作成する必要があるため、コンサルタントの派遣を要請する。 

 
(2) 派遣コンサルタント 

日本工営都市空間株式会社 
 

(3) 派遣期間 

令和７年９月 18 日～令和 8 年 2 月 28 日 

 
(4) 派遣概要 

普天間飛行場内の登記簿を取得し、権利者意向調査のための基礎資料として地権者
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台帳、区域図（地権者確認図）、不突合調書等の作成、課題抽出等を行った。 

 
 

８ 宜野湾市への派遣（５） 

(1) 宜野湾市からの要請内容 

普天間飛行場の文化財調査において、GIS を活用することにより切土・盛土の範囲や

程度の可視化につながると考えられる。そのため、これまでに県・市が実施した一部

の予備調査等の調査成果をもとに、GIS の活用が効果的であるかどうかの実証を行うた

め、コンサルタントの派遣を要請する。 

 
(2) 派遣コンサルタント 

株式会社パスコ 宜野湾営業所 

 

(3) 派遣期間 

令和７年 11 月 26 日～令和８年 2 月 13 日 

 
(4) 派遣概要 

GIS 活用検討にむけた調査結果のデジタル化作業等を実施した。 

 

 

９ 宜野湾市への派遣（６） 

(1) 宜野湾市からの要請内容 

普天間飛行場における跡地利用計画を進める上で、文化財調査の進捗管理が大きな

課題となる。跡地利用計画を策定するにあたり、より具体的な調査期間を開発側に提

供することができるか検証するため、これまでの調査成果から、遺跡の調査について

の難易度を数値化し、GIS によって可視化することが効果的であるかどうかの実証を行

うため、コンサルタントの派遣を要請する。 

 
(2) 派遣コンサルタント 

株式会社パスコ 宜野湾営業所 

 

(3) 派遣期間 

令和７年 11 月 26 日～令和８年 2 月 13 日 
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(4) 派遣概要 

GIS による文化財調査実施に係る試掘情報判断基準の策定等を実施した。 

 

 

１０ 浦添市への派遣（１） 

(1) 浦添市からの要請内容 

小湾郷友会は、自治会の区域すべての土地が接収された歴史があり、世代を超えて、

自治会活動や牧港補給地区の跡地利用の勉強会など、精力的な取り組みを通じて、地

域の人のつながりを継承している自治会組織である。 

今年度、小湾郷友会の有志のメンバーを対象として、跡地利用への理解促進や地域

づくりに関する知見を深めることを目的とした県外視察を実施することとしており、

本視察をより有意義なものにするために、地主会を代表する組織チームまきほ 21 との

連携や、市の跡地利用への反映も視野に入れた取り組みにしていくことを検討したい。 

以上を踏まえ、跡地利用の検討と関連性が高い視察先の選定や視察先に関する専門

的知見を持ったアドバイスが必要であることから、コンサルタント派遣を要請する。 

 
(2) 派遣コンサルタント 

昭和株式会社 沖縄支社 

 

(3) 派遣期間 

令和７年 12 月 15 日～令和８年２月 17 日 

 
(4) 派遣概要 

跡地利用の検討に資する国内事例を踏まえ、視察先の選定や現地講師との調整等に

ついて専門的な助言を行い、視察の企画・運営の支援を実施した。 

 

 

１１ 浦添市への派遣（２） 

(1) 浦添市からの要請内容 

牧港補給地区では令和５年３月に「牧港補給基地跡地利用計画」を策定し、現在は

地権者間の合意形成を進めている。 

しかしながら、跡地の将来像を検討するにあたっては、既存のまちの姿や従来の発

想にとらわれず、地権者が真に求める「これまでにない新たなまちの将来像」を導き

出すことが課題となっている。 

この課題に対応するため、生成 AI を活用し、地権者の多様な意見を効率的かつ網羅



駐留軍用地跡地利用に関する市町村支援業務 

114 

的に集約し、さらにその意見を基に将来像を具体的に検討・可視化する取り組みを行

い、地権者間の共通認識を深め、合意形成の円滑化と将来像の実現可能性向上を図り

たいことから、コンサルタント派遣を要請する。 

 
(2) 派遣コンサルタント 

昭和株式会社 沖縄支社 

 

(3) 派遣期間 

令和７年 12 月 15 日～令和８年２月 10 日 

 
(4) 派遣概要 

生成 AI を活用した意見整理の方法について助言を受けるとともに、地権者代表組織

「チームまきほ 21」の構成員を対象としたＡＩ活用に関するワークショップの企画・

実施、結果取りまとめ等を行い、今後の跡地利用における地権者の合意形成を促進す

る将来像のイメージや検討資料を作成した。 

 

 

１２ 沖縄県への派遣 

(1) 沖縄県からの要請内容 

戦後 80 周年祈念事業の一環として、嘉手納飛行場より南の返還が予定されている中

南部都市圏における駐留軍用地跡地利用の取組みを広く情報発信することを目的とし

た「戦後 80 周年祈念事業跡地利用県民フォーラム及びパネル展」の開催を予定してい

る。同イベントの周知広報の強化のためポスター、チラシを作成したいことから、コ

ンサルタント派遣を要請する。 

 
(2) 派遣コンサルタント 

株式会社ＵＲリンケージ 沖縄事務所 

 

(3) 派遣期間 

令和７年９月 16 日～令和７年 11 月 28 日 

 
(4) 派遣概要 

「戦後 80 周年祈念事業跡地利用県民フォーラム及びパネル展」開催の周知のため、

ポスター及びチラシのデザインを作成した。 
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６-３ プロジェクト・マネージャー派遣 

１ 恩納村への派遣 

(1) 恩納村からの要請内容 

恩納通信所跡地は、平成 28 年度からプロジェクト・マネージャーの派遣を受け、跡

地への村道計画やタウンマネジメント等、事業への関わり方・進め方の専門的なアド

バイスを頂いている。 

また、プロジェクト・マネージャーの協力のもと、「観光リゾートを核として多くの

人が集まり、とどまり、交流することができる場所」をサブタイトルとして「リゾー

ト・コミュニティ・ビレッジ」をキャッチコピーとした新たな基本構想を策定したこ

とにより、跡地だけでなく地域のまちづくりとして跡地を位置づけたことで、跡地の

開発について住民への理解が深まったように感じられる。 

本地区においては、基盤整備の一環として、勢高排水路改修工事、村道勢高 1 号線

整備事業、村道勢高 2 号線整備事業が令和 3 年度に完了した。さらなる基盤整備の一

環として、今後開発されるリゾートホテル計画や勢高 2 号線につながる生活軸となる

住宅エリア内の新設道路整備を推進していく必要があり、令和９年度からの実施を目

指し調整を進めていく予定である。 

令和７年度は、前年度に行った恩納通信所返還跡地周辺に係る地域活性化検討委員

会の答申を元に、集落エリアの利活用について、より具体的な検討が必要となる。計

画の検討や地域との調整を行っていく上でプロジェクト・マネージャーの力添えが必

要であると考えている。 

以上のことから、本地区の地域づくり、まちづくりとしての開発が円滑に進むよう、

プロジェクト・マネージャーの派遣を要請する。 

 
(2) 派遣先 

恩納村企画課 
 
(3) 派遣者名 

高嶺 晃 氏 
 
(4) 派遣期間 

令和７年４月７日～令和８年３月 17 日 

 

(5) 派遣概要 

昨年度に引き続き、恩納通信所跡地に計画されている「恩納通信所跡地リゾート計

画」及び隣接する万座毛周辺の整備を含めた村の施策について、派遣先である恩納村
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役場内各部署との調整、リゾート計画推進に向けた関係機関や地主会、開発事業者等

との対外的な各種調整、跡地利用計画及び地権者合意形成への助言等を実施した。 

 

 

２ 沖縄市への派遣 

(1) 沖縄市からの要請内容 

キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）の返還予定時期は 2024 年度（令和６

年度）又はその後とされ、既に返還されたサウスプラザ地区を含めて一体的な跡地利

用に向けた取り組みを行っているところである。 

また、当地区は異なる都市計画区域、行政界に跨って位置していることや、返還が

不透明な道路があるなど、多くの課題があり、多岐に渡る関係機関との調整を進めな

がら、跡地利用計画や整備スケジュールの検討、地権者の合意形成を行う必要がある

ことから、駐留軍用地跡地利用の推進に実績のあるプロジェクト・マネージャーの派

遣を要請する。 

 
(2) 派遣先 

沖縄市建設部都市整備室（都市計画担当） 
 
(3) 派遣者名 

高嶺 晃 氏 
 
(4) 派遣期間 

令和７年４月７日～令和８年３月 17 日 

 

(5) 派遣概要 

多くの課題解決に向け、派遣先である沖縄市を始め、一体的跡地利用に向けた取り

組みを行っている北中城村との調整、沖縄防衛局や地権者会等との対外的な各種調整、

跡地利用計画及び地権者合意形成への助言等を実施した。 

 

 

３ 北中城村への派遣 

(1) 北中城村からの要請内容 

返還時期が 2024 年度（令和６年度）またはその後とされているキャンプ瑞慶覧喜舎

場住宅地区においては、円滑な跡地利用に向けて取り組む必要があるものの、返還面

積が約５ha と小さいことから、土地利用の検討が難しい状況にある。 
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駐留軍用地返還跡地の検討においては、都市計画に係る法的手続きや跡地利用特措

法などの専門性の高い知識を必要とすることに加え、沖縄防衛局や沖縄県などの行政

機関との調整や地権者との合意形成など、幅広く専門的な知識や経験を要するため、

駐留軍用地跡地利用の推進に実績のあるプロジェクト・マネージャーの派遣を要請す

る。 

 
(2) 派遣先 

北中城村企画振興課 
 
(3) 派遣者名 

下地 節於 氏 
 
(4) 派遣期間 

令和７年４月７日～令和８年 3 月 17 日 

 

(5) 派遣概要 

小規模土地開発における有効性の高い土地利用検討について、実現性のある事業手

法の検討や返還時期を想定した整備スケジュール、土地利用計画等の作成について助

言し、跡地利用検討における様々な課題の解決に向けた関係部署との協議、調整の支

援等を実施した。 

 

 

４ 宜野湾市への派遣（１） 

(1) 宜野湾市からの要請内容 

本市の跡地利用に係る文化財調査は、引き続きキャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地

区）における文化財の保存・整備事業の推進や当該保存整備に係る予備調査のほか、

令和６年度に再開した普天間飛行場の予備調査などを計画している。 

特に西普天間住宅地区における文化財の保存・整備事業については、歴史の道とそ

の周辺文化財の国指定に向けた調整や書類・説明資料などの作成が大きな業務となり、

文化財保護の知識に長けた専門家からのアドバイスが不可欠である。 

また、普天間飛行場の予備調査については、令和６年度より再開したが、諸調整に

時間を要し十分な調査が進められていない状況である。そのため、令和７年度も引き

続き確認調査や表面踏査を実施し、その状況をプロジェクト・マネージャーにも確認

してもらい、スピード感を持った調査を実施するための効率的な調査エリアの絞り込

みや、効果的なトレンチの設定についてアドバイスを頂きながら、令和８年度以降の

調査計画を立てたいと考えている。 
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これらの課題を解決し、円滑に事業を推進するために、豊富な知識と経験を持つ人

材をプロジェクト・マネージャーとして派遣していただき、助言や指導を仰ぎたいこ

とから、文化財調査に実績のあるプロジェクト・マネージャーの派遣を要請する。 

 
(2) 派遣先 

宜野湾市教育委員会 文化課 
 
(3) 派遣者名 

特定非営利活動法人平安京調査会 理事長 辻 純一 氏 
 
(4) 派遣期間 

令和７年４月７日～令和８年３月 17 日 

 

(5) 派遣概要 

西普天間住宅地区における文化財の保存整備や試掘調査の指導、今後の歴史の道お

よびその周辺文化財の国指定に向けた助言を行った。また、普天間飛行場における予

備調査（確認調査・表面踏査）の指導、遺跡の範囲を確定するための効果的な調査区

の設定や、今後の調査方法、実施スケジュールなどについての助言を行った。さらに、

インダストリアル・コリドー地区における今後の予備調査や文化財の保存整備事業に

ついての助言を行い、関連する会議にも出席した。 

 

 

５ 宜野湾市への派遣（２） 

(1) 宜野湾市からの要請内容 

統合計画に示される今後返還予定の駐留軍用地のうち、大規模なまとまりで返還が

予定される「普天間飛行場」については、沖縄振興への寄与や大規模プロジェクトも

考慮しながら、返還前の早い段階から跡地利用計画の策定に向けた様々な取組みを行

っているところである。 

また、当地区は、宜野湾市のまちのど真ん中にあり、市面積の約 1/4 を占め、地権

者数は約 4,200 名にも及ぶことから、当地区周辺市街地整備との連携や、地権者、市

民をはじめ多岐に渡る関係者・機関との調整を進め、跡地利用計画や整備スケジュー

ルの検討、地権者の合意形成を行う必要がある。こうした状況を踏まえ、跡地利用に

関する幅広い知識を有し、跡地利用の推進に実績のあるプロジェクト・マネージャー

の派遣を要請する。 
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(2) 派遣先 

宜野湾市基地政策部まち未来課 
 
(3) 派遣者名 

武 米治郎 氏 
 
(4) 派遣期間 

令和７年４月７日～令和８年３月 17 日 

 

(5) 派遣概要 

普天間飛行場の跡地利用計画策定に向けた「計画内容の具体化」の取組みにおいて、

地主会や若手の会など地権者との合意形成の促進を図るため、継続的な様々な周知や

意見交換の場を通じ、現在の地権者組織の活動内容の整理や今後の地権者組織の在り

方などを含めて、行政と地権者の調整等を実施した。 



  



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

第第７７章章    

跡地利用推進視察研修会    



  



第７章 跡地利用推進視察研修会 

 

121 

第７章 跡地利用推進視察研修会 

７-１ 跡地利用推進視察研修会の概要 

１ 目的 

跡地利用推進視察研修会は、基地跡地利用に関する業務推進のため、地域の特性を

生かした施策を展開している県外先進自治体等の取り組みについて、現地担当者によ

る講義、意見交換及び視察を行い、跡地利用関係市町村職員の視野拡大と知識向上を

図り、跡地利用推進に関するスキルアップ及び関係市町村間のコミュニケーション構

築を目的に開催した。 
 

２ 実施概要等 

(1) 概要 

県外先進自治体等の取り組みについて、現地自治体等による講義、担当者との意見

交換及び現地視察を実施した。また、今後の跡地利用の取り組みへの参考として活用

するため、視察研修会の様子を撮影した、動画を作成した。 

今年度の視察研修会では、大阪府大阪市北区の「うめきたプロジェクト」において、

都心の中の公園整備や民間活力の活用のあり方について、また、兵庫県姫路市の「姫

路駅周辺」おいて、ウォーカブル空間のあり方について、それぞれ現地視察等を行っ

た。 

 
(2) 日程等 

日 程：令和 7 年 11 月 12 日（水）～11 月 13 日（木）（1 泊 2 日） 

場 所：【1 日目】うめきたプロジェクト（大阪府大阪市北区） 

【2 日目】姫路駅周辺（兵庫県姫路市） 
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図 視察先位置図 

 

出典：Map data ⓒ OpenStreetMap contributors,Microsoft,Facebook,Google,Esri Community Maps contributors,Map layer by Esri 
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(3) 現地対応者 

①うめきたプロジェクト（大阪府大阪市北区） 

独立行政法人都市再生機構西日本支社 うめきた都市再生事務所 

②姫路駅周辺（兵庫県姫路市） 

兵庫県姫路市役所 観光経済局、都市局 

 

(4) 参加者 

①関係市町村（11 市町村：20 名） 

国頭村（企画政策課）、伊江村（企画課）、本部町（企画商工観光課）、金武町

（企画課、商工観光課）、うるま市（防災広報対策部総合防災課）、読谷村（ゆた

さむら推進部企画政策課）、北谷町（総務部企画財政課）、沖縄市（建設部都市整

備室）、宜野湾市（基地政策部まち未来課、基地跡地推進課）、浦添市（港湾基地

政策局跡地未来課）、那覇市（まちなみ共創部技術総務課那覇軍港跡地利用推進

室） 

②沖縄県企画部県土・跡地利用対策課（2 名） 

③プロジェクトマネージャー（1 名） 

④内閣府沖縄総合事務局総務部跡地利用対策課（2 名） 

 
(5) 行程 

視察研修会の行程は以下のとおりである。 

 

視察研修会行程 
月日 時間 日程 

11/12
（水） 

15:00 ～ 16:00 ①-1 デジタル等を活用したまちづくり事例 
「大阪市：うめきたプロジェクトについて」 
（講義、質疑応答、意見交換） 

16:00 ～ 17:00 ①-2 デジタル等を活用したまちづくり事例 
「大阪市：うめきたプロジェクトについて」 
（現地視察等） 

11/13
（木） 

10:00 ～ 11:00 ②-1 ウォーカブルなまちづくりの事例 
「姫路市：姫路駅周辺プロジェクトについて」 
（講義、質疑応答、意見交換） 

11:00 ～ 12:00 ②-2 ウォーカブルなまちづくりの事例 
「姫路市：姫路駅周辺プロジェクトについて」 
（現地視察等） 

13:00 ～ 14:00 姫路駅周辺視察 

14:00 ～ 14:30 研修会総括 
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７-２ 各視察研修地の概要 

１ うめきたプロジェクト（大阪府大阪市北区） 

(1) 概要 

うめきた地区は、大阪の「都心に残された最後の一等地」とも称される場所であり、

関西最大のターミナルである大阪駅・梅田駅前に位置し、梅田貨物駅（約 24ha）の跡

地である。 

その跡地を利用して、土地区画整理事業（UR 施行）、防災公園街区整備事業（UR 施

行）、土地有効利用事業（UR 施行）、JR 東海道線支線地下化事業及び新駅設置事業の 4

つの事業が行われている。また、まちづくり方針として『「みどり」と「イノベーショ

ン」の融合拠点』を掲げており、世界の人々を惹きつける比類なき魅力を備えた「み

どり」と、新たな国際競争力を獲得して世界をリードする「イノベーション」の拠点

を創出することを目指している。 

うめきた地区は、最先端技術の導入・実証実験の実施を行いやすいグリーンフィー

ルドとしての特性を活かし、豊富なデータの利活用の実現を目指し、事業創出・市民

の QOL 向上・マネジメントの高度化に資する施策に官民の枠を超えて取り組んでいる

事例である。 

 

■大阪駅北大深西地区土地区画整理事業（第 2 期土地区画整理事業） 

【施行面積：約 19.3ha】 

 大阪駅前にふさわしい土地利用を支える道路や交通広場などの公共施設等の整備改善お

よび都市の再生に資する開発との連携により、都市機能の更新を図ることを目的として土

地区画整理事業を実施。 

■都市公園事業（防災公園街区整備事業） 

【区域面積：約 4.4ha】 

 本公園整備により大規模災害時の避難者の安全確保、帰宅困難者の一時退避スペース等

の防災機能の強化を図ることを目的とし、周辺市街地の整備改善と一体的に事業を実施。 

■土地有効利用事業 

 当地区では、「まちづくりの方針」に基づく質の高いまちづくりを実現するため、土地

を先行取得した上で民間の開発事業者を募集する。その後、募集により選定した開発事業

者と連携し、国際競争力を備えた『「みどり」と「イノベーション」の融合拠点』の実現

を図る。 

■JR 東海道線支線地下化事業及び新駅設置事業 

 これまで鉄道により分断されていたまちを一体化し、踏切事故の解消や、交通の円滑化

を図る目的で実施される事業。 

出典：UR 都市機構 HP／うめきたプロジェクト（2 期区域）パンフレットより引用 

https://www.ur-net.go.jp/produce/case/umekita/fehv9e0000000zqr- 

https://www.ur-net.go.jp/produce/case/umekita/fehv9e0000000zqr-
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(2) 意見交換等 

うめきたプロジェクトについて、UR 都市機構西日本支社うめきた都市再生事務所よ

り説明を受けた後、質疑応答・意見交換を行った。 

 

①講義概要 

１．うめきたプロジェクトの経緯について 

○JR・阪急・阪神・大阪メトロが乗り入れる西日本最大のターミナル駅に直結し、約

24ha の区域でうめきたプロジェクトが進行している。 

○うめきた周辺は、JR 大阪駅の開業を皮切りに、阪急・阪神の駅整備が進み、鉄道の要

所として発展してきたエリアである。大正後期頃からは貨物需要の増加に伴い、旅客

駅と貨物駅を分離する計画が立ち上がり、梅田貨物駅が整備された。 

○本格的にうめきたプロジェクトが議論され始めたのは昭和 62 年の国鉄民営化が契機で

あり、貨物機能の移転が大きな転換期となった。さらに、平成 14 年には都市再生緊急

整備地域に指定され、まちづくりの議論が加速した。 

２．UR 都市機構の役割について 

○うめきたプロジェクトにおける UR の役割は、大きく 4 つに整理される。 

○1 つ目が、計画策定支援である。平成 14 年に大阪市からコーディネート要請を受け

て、産官学連携による国際コンセプトコンペ運営、基本構想及び基本計画策定等の支

援を行っている。 

○2 つ目が、土地取得である。大阪市が求めるコンセプト実現のため、約 13ha の大規模

土地を取得し、保有している。 

○3 つ目が、民間誘導である。取得した土地の一部を活用し、民間の自由な発想を最大限

発揮しつつ、コンセプト実現を図るための開発事業者の適切な誘導を行っている。 

○4 つめが、基盤整備である。先行開発区域（うめきた 1 期）では土地区画整理事業、う

めきた 2 期区域では土地区画整理事業に加え、防災公園街区整備事業を実施してい

る。 

３．国際コンセプトコンペについて 

○国際コンセプトコンペは、21 世紀のまちづくりのモデルとなるような提案や多様なア

イデアを広く世界から求め、開発基本構想及び今後のまちづくりに活用することを目

的として実施している。作品の応募は、世界 52 か国から 966 件の提案があった。 

４．まちづくり基本計画について 

○プロジェクト推進主体として、「大阪駅北地区まちづくり推進協議会」が設立され、産

官学連携による計画づくりが進められ、大阪市がまちづくり基本計画を策定してい

る。まちづくりの 5 つの柱として、「世界に誇るゲートウェイづくり」、「賑わいとふれ

あいのまちづくり」、「知的創造活動の拠点づくり」、「公民連携のまちづくり」、「水と

緑あふれる環境づくり」を設定し、開発を進めてきた。 

５．先行開発区域（うめきた 1 期）について 

○面積約 9ha の先行開発区域（うめきた 1 期）では、UR が土地区画整理事業により周辺

道路や大阪北口広場等を整備している。また、特徴として、開発事業者募集時に、タ

ウンマネジメント組織による施設管理を前提とした計画提案を条件付けることで、ま

ちの一体的運営を実現している。また、土地区画整理事業の整備内容または負担額を

超える部分については、開発事業者が負担するなど、質の高い公共空間を創出してい

る。 

６．うめきた 2 期区域について 

○大阪駅周辺地域部会において、「みどり」を中心とした、斬新で独自性が高く、世界に
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強く印象づける「大阪の顔」となる都市空間を持つまちづくりを実現する方向性が示

された。これを踏まえ、より事業実現性の高いまちづくり方針を策定するため、2 段階

募集を実施し、民間企業との対話を通じて方針を決定している。 

○開発事業者募集において、概ね 8ha の「みどり」の確保を条件としつつ、公園区域の

変更提案も可とするなど、民間企業の独創的なアイデアやノウハウを求めた。 

○防災公園（約 4.5ha）は、非常用照明やマンホールトイレ、備蓄倉庫等を整備し、災害

時には一時避難者約 3.4 万人を 3 日程度収容可能としている。また、隣接する民間宅

地施設から非常時電力供給を受けることが可能となっている。 

○うめきた公園は、一般社団法人うめきた MMO が管理運営を担っており、企業側の提案

により指定管理期間は 50 年と長期間に設定されている。また、公園の管理運営は、大

阪市からの代行料なしで、開発事業者資金により実施されている。 

 

②質疑応答 

１．プロジェクトの背景や経緯について 

○まちづくり方針の策定は行政側で行ったのかお聞かせ願います。 

⇒まちづくり方針の策定は、大阪市で実施しており、UR は策定支援を行っている。な

お、策定にあたっては、まちづくり検討会（大阪府・市、UR 及び学識経験者）を立ち

上げ、議論・検討を行っている。 

 

○民間企業がまちづくりへ参画したタイミング（基本構想策定段階、基本計画策定後

等）とその理由をお聞かせ願います。 

⇒大阪駅周辺が 2012 年特定都市再生緊急整備地域に指定されたあと、大阪駅周辺・中之

島・御堂筋周辺地域都市再生緊急整備協議会が設立され、その下部組織として位置付

けられた大阪駅周辺地域部会のメンバーに民間企業も参画している。 

 

２．「みどり」と「イノベーション」の融合拠点について 

○1 期と 2 期に分けて整備を進めている中で、当初から都市公園を配置するコンセプトを

基に開発が始まったのか、都市の中心部に大規模緑地・公園を設けた背景をお聞かせ

願います。 

⇒まちづくり基本構想及び基本計画段階では、公園の配置予定はなく、2011 年以降、大

阪市内に「みどり」が不足していた事や災害時の大規模避難場所の必要性から議論が

進んだ。 

 

○「みどり」を中心としたまちづくりについて、まちづくり方針や計画策定に際しての

行政の役割、民間参画をどのような経緯で進められたかお聞かせ願います。 

⇒まちづくり方針は、まちづくり検討会で検討しており、UR は策定を支援している。策

定にあたってはデザイン等の提案募集を 2 段階で実施しており、一次募集により選定

された民間企業と計画案等について対話している。 

 

○緑地空間のデザインや機能で特にこだわった点などをお聞かせ願います。 

⇒民間事業者募集では、民間（に譲渡する）敷地も含めた一体的な公園デザイン提案を

条件としており、デザインコンセプトは、民間企業が設定している。 

⇒南側は芝生広場が広がる交流・にぎわいの拠点となる公園、北側は池や木々が生い茂

る憩いの場所となる公園となっている。また、防災公園でありながら高低差があり、

立体感のある空間を創出している。 

 

○大規模緑地・公園の周辺経済への効果についてお聞かせ願います。 

⇒周辺への波及効果等は、不動産価値、シビックプライドなどの向上が想定されるが、
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公園開業後まだ１年経過したところであり、具体的な効果は今後見えてくるものと思

われる。 

 

○都市機能（ライフサイエンス等の先端技術分野）の導入、企業や大学の誘致をどのよ

うに進められたかお聞かせ願います。 

⇒都市機能の誘致や MICE の導入は、民間事業者募集の公募条件としている。国の機関や

大学、イノベーションの創出に必要な機能の誘致促進を図るため、床の単価を安価に

することも条件にしている。 

 

３．防災機能について 

○防災機能を備えた 4.5ha に及ぶ都市公園の整備により、避難者の安全確保や帰宅困難

者の一時退避スペース等とありますが、防災機能として他の機能が予定されていれば

お聞かせ願います。 

⇒機能面では予定はないが、例えば、デジタルサイネージを利用して、市の危機管理室

の情報発信を行っている。 

 

○近年の災害状況を踏まえ防災性の向上とありますが、どのような仕組みがあるかお聞

かせ願います。 

⇒短時間豪雨への対応として、公園周辺の建物の電源や重要設備は中層、屋上へ設置す

る工夫を行っている。また、津波避難ビルに指定される可能性がある高層マンション

には、防災倉庫を分散して配置するなど、エリア全体で取り組んでいる。 

 

４．土地区画整理事業について 

○公民連携のまちづくりによる土地区画整理事業において、行政と民間の役割をお聞か

せ願います。 

⇒基盤整備は UR（公共）が実施しているが、うめきたプロジェクトは都心の開発であ

り、高質な公共空間の整備が求められているため、道路・歩道の公共施設は民間企業

の一部負担でアップグレードしている。 

 

○土地区画整理法第 75 条の技術援助について、行っている場合は具体的な支援内容をお

聞かせ願います。 

⇒土地区画整理法第 75 条の技術援助申請は行っていない。 

 

○地区外周辺とのインフラの連携で工夫した点などがあればお聞かせ願います。 

⇒下水道等の地下埋設インフラはエリア単独では処理できないため、インフラ事業者と

は密に連携しながら実施している。都心は、インフラ関係が網目状に配置されてお

り、配置図とは異なるところに管が布設されているなどのリスクがあるため、予め試

掘して遅延リスクを回避するなどの工夫をしている。 

 

○貴機構が土地区画整理事業に参入する際の判断基準などがあればお聞かせ願います。 

⇒独立行政法人都市再生機構法第 11 条に業務範囲が示されており、規定に基づいて判断

している。 

 

５．各組織について 

○タウンマネジメントやイノベーション支援等のソフト面の取組み、組織設立の経緯、

継続的な運営に際して必要な資金確保の仕組みをお聞かせ願います。 

⇒エリアマネジメント組織及びイノベーション支援機関の設置は、民間事業者公募時に

「民間事業者において、自ら設置する事」を条件付けし、設置されたもの。運営資金

は、民間企業が設立した団体であるため、詳細は不明だが、民間の資金提供によって
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運営されている。 

 

６．合意形成について 

○うめきたプロジェクトでは、どのように市民の声を反映していますか。市民参加の具

体的なしくみをお聞かせ願います。（広報や公式 SNS を通じて公募で意見を募集してい

るのか、また意見が出されたらどのような審議をへてプロジェクトとなるのか。ワー

クショップ等が行われているのか等） 

⇒計画策定時には市がパブリックコメントを実施している。 

 

○民間アイデアの採用や、『「みどり」と「イノベーション」の融合拠点』をまちづくり

の方針に決定するにあたって（特に「みどり」を地区全体の約 4 割としたことについ

て）、利害関係者間の合意形成はどのように行われましたか。ご苦労された点や工夫さ

れた点等も併せてお聞かせ願います。 

⇒利害関係者は大阪市、開発事業者（民間）及び地権者となるが、用地の大半は UR が所

有しており、特筆すべき利害関係に関する苦労等はなかった。 

 

○4 つの事業（①土地区画整理事業、②防災公園街区整備事業、③土地有効利用事業、④

JR 東海線支線地下化事業・新駅設置事業）を同時並行的に実施するにあたって、複数

の施行者や制度等の違いでご苦労された点や工夫された点等をお聞かせ願います。 

⇒大阪万博の半年前に先行してまちびらきすることが必須条件であったため、新駅設置

は JR、建築は民間企業、基盤整備は UR など、同時並行的に複数の事業が発生してお

り、それぞれの事業をうまくコントロールしながら進めることが最大の課題であっ

た。 

⇒様々な関係者が同時並行的に進める必要があるため、各事業者のスケジュールや竣工

のタイミングなどの情報を一元的に UR が吸い上げ、整理して、一つの開発フォーマッ

トにすることによって、各事業者とうまく調整して取り組むことができた。 

 

○その他、地元住民の合意形成（反対意見）、行政と民間それぞれ担うべき役割（責任範

囲の定め方）や調整での苦労した点があればお聞かせ願います。 

⇒基本各事業主体（区画整理に関する対応は UR、民間開発部分の対応は民間企業）が行

っている。道路や歩道の幅員、信号の設置場所、都市計画に関する意見は行政が対応

している。 

 

７．国際コンセプトコンペや民間公募について 

○国際コンセプトコンペに向けた組織づくりや行政の役割、提案内容の実現に向けた検

討組織や留意点などをお聞かせ願います。 

⇒行政と経済界が連携して実施しており、UR は支援する立場であった。基本計画は、コ

ンペ提案を受けて、国、大阪府、大阪市、経済界、UR のまちづくり協議会で議論して

策定している。 

 

○貴機構と民間提案者が行う事業の違いについてお聞かせ願います。 

⇒UR は公共施設整備（道路、広場等並びに公園）、民間企業は取得した宅地開発である。

なお、うめきたに関しては、公共施設の一部については民間資金も活用して整備を行

っている。 
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講義の様子① 講義の様子② 

  
講義の様子③ 講義の様子④ 
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(3) 現地視察 

講義・意見交換等実施後、現地視察を行った。現地視察の様子は以下のとおりであ

る。 

 

  
うめきたプロジェクトの全体像 新たな価値を創出する知的創造・交流の場 

（ナレッジプラザ） 

  
一般社団法人コ・クリエーションジェネレ

―ター（CCG）が管理・運営する文化体験

施設①（VS.（ヴイエス）） 

一般社団法人コ・クリエーションジェネレ

―ター（CCG）が管理・運営する多目的施

設②（マルチスぺース） 

  
公民連携によるシームレスな官民界① 公民連携によるシームレスな官民界② 
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可動式の中央分離帯 道路舗装のグレードアップ 

  
池・水盤整備 大屋根整備 
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２ 姫路駅周辺（兵庫県姫路市） 

(1) 概要 

姫路駅周辺地区は、JR 山陽本線等姫路駅付近連続立体交差事業に合わせ、姫路駅周

辺土地区画整理事業により駅前広場と駅ビルを再配置し、一部駅ビル敷地に立体的な

広場の範囲を定め、一体的に整備することで歩行者空間を拡充している。また、連立

事業に合わせた駅前空間の再編整備に合わせ、姫路駅を中心とした環状道路網を整備

することにより、姫路城へ繋がる大手前通りの一部のトランジットモール化を実現し

た事例である。 

また、姫路市ウォーカブル推進計画では、「街に選択多様性をつくり、豊かな生活シ

ーンを生む」ことを目的とし、姫路に暮らす人、訪れる人が、街の中に多様な居場所

の選択肢をもち、街への誇りと愛着がもてる魅力的なまちなかを実現することを掲げ

ている。 

 

 
出典：姫路市 HP／姫路市ウォーカブル推進計画（概要版） 

https://www.city.himeji.lg.jp/sangyo/cmsfiles/contents/0000017/17111/gaiyou.pdf 

 

https://www.city.himeji.lg.jp/sangyo/cmsfiles/contents/0000017/17111/gaiyou.pdf
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(2) 意見交換等 

姫路駅周辺プロジェクトについて、姫路市観光経済局及び都市局より説明を受けた

後、質疑応答・意見交換を行った。 

 

①講義概要 

１．姫路駅周辺整備事業の概要について 

○鉄道が市街地の南北を分断する形で通っており、慢性的な交通渋滞や踏切の遮断時間

が半日以上に及ぶなど、市街地の発展を阻害する状況が続いていた。この問題を解消

するため、昭和 48 年に国鉄高架化基本構想が策定され、平成 23 年 3 月には JR 山陽線

等連続立体交差事業が完了した。 

○高架用地の確保にあたっては、兵庫県が施行する連続立体交差事業と合わせて、姫路

市が約 45.5ha の姫路駅周辺土地区画整理事業を実施した。さらに、県・市で関連する

道路事業を推進することで、広域圏の中核都市にふさわしい、にぎわいとうるおいに

あふれた交流都心「キャスティ 21」の整備を進めてきた。 

２．駅前広場整備の特色について 

○姫路城への眺望を確保するとともに、中央コンコースから駅前広場まで新駅ビルを介

さない歩行空間を確保するため、駅前広場の区域変更に加え、新駅ビル 1 階部分に立

体都市計画制度を活用し、交通広場を整備した。これらの駅前広場の計画は、市民ア

ンケートの結果、各種団体からの提案、そして「姫路駅北駅前広場整備推進会議」に

よる駅前広場のデザインコンセプトを踏まえて、進められたものである。 

○整備前の環境空間（歩行者空間）が占める割合は約 26％であったが、整備後は約 67％

へと大幅に拡大し、歩行者中心の駅前広場が実現している。これは、バス・タクシー

プールを高架下に配置することで、駅前の環境空間を広く確保したことによる工夫で

ある。 

○JR 姫路駅を中心に、内々環状、内環状及び中環状を骨格とする幹線道路網を構築する

中で、内々環状道路より内側は「人にやさしい交通環境づくり」をコンセプトに整備

が進められ、大手前通りではトランジットモール化が図られた。平成 24 年 6 月には駅

前工事の本格化に伴い、姫路市が道路法による 24 時間の通行制限を実施し、工事の円

滑な進行や一般車の通行制限による影響調査を行った。その結果を踏まえ、平成 27 年

4 月 1 日から道路交通法により、路線バス・タクシーを除く車両通行禁止が開始され、

トランジットモール化が実現した。 

３．コアゾーンについて 

○コアゾーンは、土地区画整理事業によって形成された 3 つの大街区であり、姫路市が

一旦先行取得したうえで、事業コンペを通じて民間企業に売却・活用させる街区であ

る。 

○特色として、事業コンペの条件に民間企業がデッキを整備することを盛り込み、各街

区を 2 階レベルでつなぎ、道路を横断することなく歩行者が安全かつ円滑に移動でき

る空間を整備している。 

４．大手前通り再整備事業について 

○駅前広場の整備に合わせ、「姫路城を見ながら歩ける歩道」というコンセプトのもと、

車道幅員を縮小し、歩道幅員を約 2 倍に拡幅した。また、トランジットモール区間か

ら姫路城までの区間を 3 つのゾーンに区分し、それぞれのコンセプトに基づいて再整

備を行っている。 

○再整備後の大手前通りの活用にあたっては、社会実験を実施し、その検証結果を踏ま

えて、令和 2 年 5 月の道路法改正で創設された「歩行者利便増進道路制度」の適用を
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検討した。その結果、令和 3 年に全国で初めて同制度の指定を受け、令和 4 年には占

用予定者の公募により、大手前通り街づくり協議会が選定された。これにより、歩行

者空間に椅子やテーブルを設置し、飲食やくつろぎが可能な空間を創出している。 

５．姫路市ウォーカブル推進計画の概要について 

○姫路市では、「居心地がよく歩きたくなるまちなかの形成」を目的として、令和 3 年 3

月に姫路市ウォーカブル推進計画を策定した。街での多様な過ごし方や選択肢をつく

ることによって、身近な生活圏が豊かになり、住みたい街・住み続けたい街、選ばれ

る街を目指している。また、ウォーカブルな環境になることで、健康寿命の延伸や医

療費の削減、エリア価値の向上などの効果も期待されている。 

○公共空間利活用の仕組みとして、計画では 3 つの具体施策を位置づけている。 

○1 つ目は、車と歩行者が共存した沿道活用と車両通行止めによる道路活用である。車と

歩行者が共存した沿道活用については、警察から安全性が懸念されていることから、

現状では車両通行止めによる道路活用を採用している。引き続き、安全に道路を活用

したイベント実施の実績を積み重ね、将来的には車と歩行者が共存した沿道活用の実

現を目指している。 

○2 つ目は、活用団体の拡充である。現行制度では、国や市が認めた特定団体のみが道路

空間を活用できる仕組みとなっている。姫路市としては、地域住民や個店など、多様

な主体が公共空間を活用できるよう、新しい単位の仕組みづくりを進めている。 

○3 つ目は、公共空間を利活用するためのワンストップ窓口である。現在、情報の共有を

スムーズに行えるように庁内連携を強化しているところである。 

６．姫路市ウォーカブル推進計画に基づく社会実験について 

○計画区域と展開イメージについては、3 つの区域と、3 つの時間軸で段階的にステップ

を踏みながら、街に少しずつ変化を生み出しながら、ウォーカブルなまちづくりを展

開することを考えている。その中で短期検証区域として位置づけたエリアでは、2 か所

で社会実験を実施した。アンケート結果からは、魅力的な目的地があると街歩きを誘

発し、滞在時間や回遊性の向上に寄与することが確認された。また、街に出かける動

機として十分に機能していることも確認された。さらに、別の社会実験の実施によ

り、平日の滞留者数は約 2.9 倍、土日は約 3.1 倍に増加し、街中での会話など社会活

動の増加にも寄与する結果となった。 

 

②質疑応答 

１．プロジェクトの背景や経緯について 

○本事業には、地権者、民間企業、国など複数の関係機関が関与しているかと思われま

すが、まず始めにどのような形でスタートしたのか（誰からどのように）、それぞれの

役割及びその決定に至るまでについてお聞かせ願います。 

⇒姫路駅周辺の連続立体交差事業を契機として、高架事業の完成後に姫路駅北駅前広場

の都市計画変更への意見集約のための“姫路駅北駅前広場整備推進会議”における関

係権利者や関係機関との議論により決定した。 

 

○駅前広場や駅ビルの再配置にあたって、最も重視された都市政策上の目的をお聞かせ

願います。 

⇒中央コンコースを北に出て姫路城が正面に見えること。 

 

○車両の制限、バス・自転車との共存・すみ分けはどのように調整されたかお聞かせ願

います。 

⇒白銀交差点以南の路線バス・タクシーを除く車両通行禁止の交通規制は内々環状道路

網の整備により南北交通を確保した。 
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２．ウォーカブルなまちづくりについて 

○貴市のウォーカブルなまちづくりでは日常的な賑わいの創出に対し、どのような期待

と課題があるかお聞かせ願います。また、にぎわい創出のために特に工夫している点

をお聞かせ願います。 

⇒【期待】市外からの来街者の動きは駅から姫路城の線の動きになりがち。姫路城以外

に目的地になり得る場所、来街者が滞留したくなる場所が民間活力により徐々に増え

ている。 

⇒【課題】大手前通りに路面店が少なく、オフィス、金融中心の構成になっている。「ほ

こみち」認定を受け、活用を促しているが、現時点では限定的な展開になっている。 

⇒【工夫している点】民間事業者からの相談にワンストップで対応できる体制を庁内で

構築している。 

 

○整備後、特に成功している点、改善が必要な点をお聞かせ願います。 

⇒【成功点】リノベーションまちづくりをすすめている姫路駅西エリアでは、リノベー

ションスクールを機に事業を始めた方々の想いに共感した人が集まり、来街者や新し

いお店が目に見えて増えている。人々の活動が自律的にまちを活性化させているのが

特長。 

⇒【要改善点】事業の継続性（マネタイズ）。特に民間が主体の場合、収益性がなければ

活動は続かないため、明確なビジョンと、継続していくための収益化の仕組みをしっ

かりと考えることが今後の重要な課題だと認識している。 

 

○計画推進のためのプログラムのうち、「健康ポイント制度の創設」について、どのよう

な取組みを実施しているかお聞かせ願います。 

⇒未着手。 

 

○今後もウォーカブルのエリアを広げることや、新たなモビリティの導入などを検討さ

れているかお聞かせ願います。 

⇒姫路市ウォーカブル推進計画では、取り組みを 3 つの時間軸と 3 つのエリアで進める

計画となっている。現在は「中期」の段階として、主に中心市街地での取り組みを進

めているが、将来的（長期的）には、その成果を手柄山平和公園や旧街道沿い、JR 京

口駅周辺へと展開していくことを構想している。これにより、魅力的な拠点を歩行者

ネットワークでつなぎ、まち全体の回遊を楽しめるようにすることを目指している。

新たなモビリティについては、今のところ検討はしていない。 

 

３．歩行者利便増進道路（ほこみち）制度について  

○ほこみち制度を、全国で初めて大手前通りで指定しているとお聞きしていますが、ど

のような申請があったのかお聞かせ願います。また、想定と異なるような内容や課題

があればお聞かせ願います。また、申請者から歩道整備に対しての要望等があればお

聞かせ願います。（最近の熱中症対策のための日除け設置等） 

⇒【経緯】大手前通りの改修後、広くなった歩道を滞留場所として活用することを目的

に、社会実験を実施（ミチミチ）していたところ、ほこみち制度が新設されることに

なったため、関係者と協議を重ね申請することとなったもの。 

⇒【申請内容】イス、テーブル等の常設占用物の設置、キッチンカーの設置、イベント

の開催 

⇒【想定外・課題】一部の路面店による活用は継続しているが、イベント使用等による

一時的な使用が伸び悩んでいる。 

⇒（行政側） 

・民間事業者による創意工夫を引き出せていないこと 

・一括占用によってデザインコントロールを狙ったができていない 
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・一部の路面店による活用は継続しているが、イベント使用等による一時的な使用が

伸び悩んでいる 

⇒（占用者側） 

・許可申請や鍵の受け渡しなどの手続きが煩雑 

・運営にかかる事務負担が大きい 

・SNS での発信や、現場での看板等による直接的な PR が必要 

・倉庫や駐車場がないこと 

・人員や予算をかけられない 

 

○ほこみち制度の活用にあたり、車線を減らすことについて、どのような方法で周囲の

住民や店舗等の理解を得ることができたのかお聞かせ願います。 

⇒白銀交差点以南のトランジットモール区間については、歩行者中心のまちづくりが姫

路駅北駅前広場整備推進会議を中心とした市民を交えた議論により決定した。姫路市

商店街連合会は歩行者中心の駅前広場を望んでいた。 

 

４．合意形成について 

○平成元年の事業認可から長期的な事業となっているようですが、時代や環境等の変化

に合わせて幾度かの計画変更等を行うにあたって、利害関係者間の合意形成等はどの

ように行われたかお聞かせ願います。また、ご苦労された点や工夫された点等も併せ

てお聞かせ願います。 

⇒公共施設の変更は、高架事業に伴うもののほか、移転促進のための変更であるので、

合意形成は得られやすかったと思われる。北駅前広場の変更の合意形成は推進会議等

の経緯を経て合意形成された。 

 

○設計段階など、住民参加・合意形成はどのように進められたかお聞かせ願います。 

⇒姫路駅北駅前広場整備推進会議、市民フォーラム、市民ワークショップ等により合意

形成を進めた。 

 

○推進計画を促進するにあたって、市民・事業者との協力体制や協働の考え方について

お聞かせ願います。 

⇒姫路駅北駅前広場整備推進会議、市民フォーラム、市民ワークショップ等により合意

形成を進めた。 

 

○その他、地元住民の合意形成（反対意見）、行政と民間それぞれ担うべき役割（責任範

囲の定め方）や調整での苦労した点があればお聞かせ願います。 

⇒姫路駅北駅前広場整備推進会議にて議論した。推進会議を短期間で多くの回数を実施

したこと。 

 

５．その他 

○大手前通りはキャッスルビューが臨めるということで、商業拠点における景観に関す

る一風変わった独自の基準または配慮した点などがあればお聞かせ願います。 

⇒「高度地区」の手法によって、大手前通り沿いの建築物の高さを制限している。この

規制により、通りの両サイドに建つ建築物の高さが揃い、姫路城への視線の抜け（ビ

スタ景観）を構築している。また、連続性・統一感のある沿道建築物のファサードの

形成、屋外広告物の掲出場所に応じた規制誘導による、姫路城と調和のとれた広告景

観の形成などを推進している。例えば屋上広告物の地色は、明度 7.5 以上 8.5 以下の

無彩色としているが、これは、姫路城より明るすぎないようにするための規制（姫路

城の漆喰のマンセル値について、壁の漆喰の明度は約 8.0～9.5、瓦の目地の明度は約

4.2～9.0）。また、キャッスルビューの 2 階の床の高さが 6.5m で、2 階に立つ人の目線
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が約 8m となることから、地上からの高さ 8m を基準として、中高層部は景観を整える

ため規制を強化し、低層部は歩道空間の賑わい創出のため、規制を緩和している。 

 

○50 年後、100 年後の未来を見据えて、何か工夫されたアイデア等があればお聞かせ願

います。 

⇒【仕組みや体制づくり】民間活力なくして、賑わいの創出・維持は難しい。民間事業

者等のプレイヤーが参加しやすい仕組みや体制を作り、スタートアップの支援を行う

ことで民間が自走する活動が増えるよう、意識している。 

⇒【計画策定における工夫】目指すまちの姿をイラストで豊富に表現したこと。言葉だ

けの説明では、人によって受け取り方が異なったり、時代の変化でニュアンスが伝わ

りにくくなったりすることがある。その点、楽しそうな人々の様子が描かれたイラス

トは、誰の目にも分かりやすく、理想とするまちの姿をストレートに伝える力があ

る。これにより、市民の皆様や事業者の方々と「目指すゴールの姿」を明確に共有

し、時代を超えて同じ未来を描き続けることができると考えている。 

 

  
講義の様子① 講義の様子② 
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(3) 現地視察 

講義と意見交換のあと、現地視察を行った。現地視察の様子は以下のとおりである。 

 

  
駅やバス停を連結する姫路駅連結デッキ

（公共整備） 
姫路ターミナルスクエア 
交通広場（立体都市計画制度） 

  
社会実験による滞留空間創出 大手前通りトランジットモール 

車両通行禁止（路線バス・タクシーを除く） 

  
建物の高さ制限等により姫路城への視線の

抜け（ビスタ景観）を構築 
宿泊施設と商業施設、専門学校等の連結デ

ッキ（キャスティウォーク）（民間整備） 
 



第７章 跡地利用推進視察研修会 

 

139 

７-３ アンケート結果 

視察研修会終了後、参加者に対してアンケート調査を実施した。 

この調査結果を踏まえて、今後の効果的かつ円滑な事業実施を図る上での参考とす

る。調査結果は以下のとおりである。 

 

Ｑ１．「うめきたプロジェクト（大阪市）」の満足度を教えてください。 

選択肢 

項目（件数） 

選択肢 

項目（件数） 

①全体の 

満足感 

②講義内容 ③現地視察 

内容 

④時間配分 

1.大変満足 8 8 8 1.長い 0 

2.やや満足 4 2 2 2.やや長い 0 

3.普通 1 2 2 3.ちょうど良い 6 

4.やや不満 0 1 1 4.やや短い 7 

5.不満 0 0 0 5.短い 0 

合計 13 13 13  13 

 

大変満足

62%

大変満足

62%

大変満足

62%

0%

やや満足

31%

やや満足

15%

やや満足

15%

0%

普通

8%

普通

15%

普通

15%

46%

やや不満

0%

やや不満

8%

やや不満

8%

54%

不満

0%

不満

0%

不満

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①全体の満足感

②講義内容

③現地視察内容

④時間配分

やや長い長い

ちょうど良い やや短い

短い
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Ｑ２．「うめきたプロジェクト（大阪市）」の特に参考になった点があれば記載ください。 

○防災機能を兼ね備えた大規模公園を民間活用にて整備から管理まで行うことが出来る

ことは魅力のある街づくりを計画しないといけないと感じました。今後の跡地利用計

画に生かしていきたい。 

 

○壮大なプロジェクトであったが、他県の事例が聞けたので、企業誘致の参考にした

い。 

 

○うめきた公園を整備するにあたり、官民連携のスキームがしっかりと作られているこ

とにより、魅力ある公園が整備されており参考となった。また、事業施行者と公園管

理者、開発事業者、公園指定管理者の連携が取れていることにより、市民にとって過

ごしやすい空間が整備されていると感じた。 

 

○UR 施行による民間の力を大いに活用した都市開発。 

 

○土地利用のゾーニングについて 

 

○「みどり」と「イノベーション」の融合拠点をうめきた 2 期区域まちづくりの目標と

し、UR において、公民連携のもと、計画策定、土地取得、基盤整備、民間誘導が着実

に進められており、ハードな取組としては、特に、概ね 8ha もの「みどり」を確保

し、質の高い公共空間を実現や有効避難面積を確保していることについて、大変参考

になった。 

  みどりの配置や規模（広場：交流を生み出し活性化する場所など）、種類（守る緑、

創る緑、つなぐ緑。普段は分け隔てる効果を持ちつつ、イベントなどでは交流する空

間に場面を変化する等）、使い方や使われ方（誰がどう使うか）について、しっかりと

デザインしたうえで、まちづくりとしては、みどり空間が全体にうまくとけこみ、広

がっていた。 

  こうしたみどりの空間は、その整備や維持管理（みどりを育てる）は、多様な主体

でなされるものとする考えが根底にあるからこそ成立しているように思う。 

  「なぜ、みどりなのか？」ということについて、うめきたプロジェクトのように、

しっかり捉えられるようにしたい。 

  例えば、みどりがあるからこそ、他の社会課題との掛け合わせができ、そこから住

みやすさを追求すると環境への配慮につながるといったように、大切なのは暮らしが

豊かになるかどうかへの答えを、明示できるように、引き続き取組みを進めたい。 

（例） 

・社会・地域課題への対策のなかで気候変動対策にもアプローチ 

・地域産業活性化や雇用創出、失業・貧困・格差問題、防災・レジリエンス向上、交

通の問題、etc. 

・“環境対策＝慈善事業”ではなく“環境対策＝成長戦略”として儲ける意識へ 

 

○まちづくりの規模感は違えど、自治体と P-PFI 事業者の考え方などが大変参考となっ

た。 

 

○ターミナル（交通結節点）直結という立地特性を活かし、公共空間（公園・広場）を

核に民間開発を誘導している点。段階的開発と暫定利用により、まちのにぎわいを途

切れさせずに価値を高めている点。エリアマネジメント組織が一体的に運営し、持続

的な魅力創出を図っている点。 

 

○整備コストは行政、ランニングコストは民間負担という手法。公園内部にレストラン
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や各種施設が設置されかなりの人間が集まっていたが、清掃や緑地の手入れが行きと

どいていた。また、設備は机とか椅子程度で管理コスト低減にも気を使っている印象

を受けた。行政が全てを設置でなく整備段階から民間事業者が入っている効果が特に

参考になった。 

 

○跡地の利活用を通じて都市の新たな価値創出を図る官民連携の仕組みが構築されてお

り、町の将来像や地域特性を踏まえた跡地の活用方針を検討する際には、うめきたの

ように「公共性と民間活力の両立」の意識が重要になってくると感じました。 

 

○芝生等の緑地が単なる景観要素ではなく、ライブイベントなどを実施し、人々が交流

する場として利用されていました。これにより、自然が都市の一部として機能し、単

なる観賞用の「みどり」ではなく、「都市の資産」としての価値が生みだしていると思

いました。 

 

○事業規模や人流に大きな違いはあるが、周辺地との跡地利用とのつながりや、特に広

い緑地を核とした開発については、返還跡地を活かす手法として参考となった。 

 

Ｑ３．「姫路駅周辺プロジェクト（姫路市）」の満足度を教えてください。 

選択肢 

項目（件数） 

選択肢 

項目（件数） 

①全体の 

満足感 

②講義内容 ③現地視察 

内容 

④時間配分 

1.大変満足 8 9 6 1.長い 0 

2.やや満足 4 3 6 2.やや長い 0 

3.普通 1 1 1 3.ちょうど良い 5 

4.やや不満 0 0 0 4.やや短い 7 

5.不満 0 0 0 5.短い 1 

合計 13 13 13  13 

 

大変満足

62%

大変満足

69%

大変満足

46%

0%

やや満足

31%

やや満足

23%

やや満足

46%

0%

普通

8%

普通

8%

普通

8%

38%

やや不満

0%

やや不満

0%

やや不満

0%

54%

不満

0%

不満

0%

不満

0%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①全体の満足感

②講義内容

③現地視察内容

④時間配分

やや長い

ちょうど良い やや短い 短い

長い
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Ｑ４．「姫路駅周辺プロジェクト（姫路市）」の特に参考になった点があれば記載ください。 

○ほこみち制度にて役所内での連携がスムーズになり、いろいろなイベントが打てるん

だなと思いました。 

 

○壮大なプロジェクトであったが、他県の事例が聞けたので、企業誘致の参考にした

い。 

 

○交通と地下鉄跡地を活用した空間を作っているところや、姫路城というシンボルとの

エリアをウォーカブルなまちづくりをしているところが参考となった。 

 

○高低差を不便としてではなく、特長として活かした建物等の整備。 

 

○景観についての考え方やゾーニングについて。 

 

○姫路駅周辺プロジェクトは、姫路市の中心市街地の活性化を目的として進められ、3 つ

の目標である、交通利便性の向上、商業エリアの活性化、観光資源の活用がしっかり

と体現されており、大変参考になった。 

  交通利便性の向上では、駅周辺の道路網整備や電線類地中化、歩行者空間の拡充、

商業エリアの活性化では商業施設の新設や既存店舗のリノベーション、新規出店の促

進、そして、観光資源の活用としては、姫路城を中心とした観光資源の魅力向上と観

光客の回遊性が向上されており、姫路駅周辺の再整備を通じて、市民や観光客にとっ

てより魅力的で利便性の高い都市空間を創出し、地域経済の活性化が図られていた。 

  本プロジェクトは、姫路城という「コア」を最大限活かすことでプロジェクトが成

立しているように思う。 

   

○城下町の風景を活かした現代のまちづくりと、ウォーカブルな歩道はすごく素敵であ

った。 

 

○世界遺産・姫路城を正面に捉えた明確な都市軸を形成し、景観と回遊性を高めている

点。駅前広場や歩行者空間の再編により、市民・観光客の双方にとって使いやすい空

間としている点。歴史的資源と現代的都市機能を調和させ、都市の顔としての拠点性

を強化している点。 

 

○車と歩行者が共存した沿道活用における、駅前に一般車両の進入禁止とバス・タクシ

ーの待機スペース減少による、駅前広場の改修による歩道の確保。特に 2 階デッキに

より歩行者動線が切れず、歩くことの理由付けになっている取組が参考になりまし

た。 

 

○『城を望み、時を感じ人が交流するおもてなし広場』というテーマを掲げ、町全体で

姫路城に調和するまちづくりをされていて、うめきたと同じように、公共性と民間活

力の両立が重要になってくると感じました。 

 

○沿線の建物の高さが揃えられていることにより、姫路駅から姫路城を見ると、姫路城

を中心に吸い込まれるような統一された美しい景観を楽しむことができました。これ

が地域の魅力をさらに引き立てる大きな要因となっていると感じました。 

 

○今後の跡地利用において、交通結節機能の設置をイメージしていることから、トラン

ジットモールや立体的な広場整備、歩行者空間の拡充など、その人の移動や流れをに

ぎわい創出につなげる取組み（回遊性・安全性）など、参考としたい。 
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Ｑ５．視察研修会全体の満足度を教えてください。 

選択肢 
項目（件数） 

選択肢 
項目（件数） 

①全体の満足感 ②日程 

1.大変満足 7 1.長い 0 

2.やや満足 4 2.やや長い 0 

3.普通 1 3.ちょうど良い 5 

4.やや不満 1 4.やや短い 5 

5.不満 0 5.短い 3 

合計 13  13 

 

大変満足

54%

0%

やや満足

31%

0%

普通

8%

38%

やや不満

8%

38%

不満

0%

23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①全体の満足感

②日程

やや長い長い

ちょうど良い やや短い 短い

 

Ｑ６．今回の視察研修会を通して、改善してほしい点があれば記載してください。 

○駆け足の日程であった。予算の都合もありしょうがない面はあるが、もう少し質疑の

時間があればよかった。 

 

○視察先については大変満足しているが、日程が短く意見交換が難しかった。 

 

○姫路駅周辺での現地視察時間が短いと感じた。 

 

○すばらしい視察でした。ありがとうございます。 

 

○研修時間がやや短い部分で、講師含め急ぐかたちとなった。 

 

○今回の現地視察に関しては、限られた時間の中で実施いただき有意義であった一方、

視察時間帯が夜間となった点や、全体として滞在時間がやや短かった点については、

空間の使われ方や人の動きを十分に把握しきれなかった部分もありました。可能であ

れば、昼間の時間帯や、一定の滞在時間を確保いただくことで、より多角的な検討に

つながるのではないかと考えます。 

 

○バス移動が多い関係上時間調整が難しいのは理解しますが、日程が詰まっており少し

の遅れが研修先への迷惑になっていました。特に二日目は、出発時間を早めても問題

のない時間帯でしたので早めに出発し、早く着いたら駅で待っても良かったのではな

いでしょうか。 

 

○駅を中心とした開発が主となっており、小規模町村の事例が視察できなかったのが残



駐留軍用地跡地利用に関する市町村支援業務 

144 

念でした。 

 

○全体の日程として、1 泊 2 日でコンパクトに納めるのは有り難いが、訪問先での滞在時

間の確保や移動に時間を費やす必要があれば、行程的な日数を考慮してもよかったと

思う。 

 

Ｑ７．今回の視察研修会の内容等について、所属の市町村等に報告等の予定はありますか。 

選択肢 件数 

報告（勉強会）を予定

している 
0 

視察資料や写真等を供

覧予定である 
7 

当初報告（勉強会）の

予定はなかったが、今

回の調査を受け報告等

を検討したい 

1 

報告（勉強会）の予定

はない 
5 

その他 2 

合計 15 

 

「その他」の意見 

○視察資料及び所感について、供覧をすでに行った。両地区の参考になる部分につい

ては、今年度の跡地利用業務（内閣府補助）の成果へ活用したいと考えている。 

 

○視察資料や写真等を供覧済みです。 

 

Ｑ８．今回の視察研修会全体を通して、ご意見をご自由に記載してください。 

○視察選定箇所はすごくよかった。来年度もぜひ参加したい。 

 

○現地での移動手段が貸切バスであったことが、負担も少なく、荷物等を気にする必要

もなかったため非常に良かった。 

 

○大変参考になりました。 

 

○今回の視察では、大規模跡地や駅周辺再編における先進的な取組を実際に体感するこ

とができ、資料や説明だけでは得られない多くの学びがありました。企画・実施して

いただいた沖縄総合事務局及び受託コンサルの皆さまに改めて感謝申し上げます。 

  各事例は本市とは条件が異なるものの、まちの魅力を高めるための工夫や、長期的

な視点で取り組む姿勢は、今後の検討を進める上で大変参考になりました。 

  今回の視察で得た知見を活かし、跡地利用が市民にとって価値のある空間となるよ

う、検討を深めていきたいです。 

 

○まちづくりにおける「公民連携」「みどりの確保」「ウォーカブル」という県内の街づ

くりの参考になる取組への研修会を企画していただきありがとうございます。 

 

○行政と民間が連携し、地域特性を活かした跡地の再利用が進めれられていることを学

んだ。跡地利用を地域振興や雇用創出につなげるため、関係機関との連携体制の強化

報告（勉強会）

を予定している

0%

視察資料や写真等

を供覧予定である

47%

当初報告（勉強会）の予定はな

かったが、今回の調査を受け報告

等を検討したい

7%

報告（勉強会）

の予定はない

33%

その他

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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や、長期的なまちづくりの視点をもつ必要があると感じました。また、研修期間は 1

泊 2 日と少しタイトなスケジュールでは有りましたが、他市町村の方と意見交換を深

める事ができ、今後の業務においても、引き続きよい関係を保つことができるように

努めたいと思います。素晴らしい機会をありがとうございました。 

 

○1 泊 2 日の弾丸視察で、余裕を持っての視察・考察ができなかった。 

 

○大阪市と姫路市の両プロジェクトに見られるようなコンセプトは、沖縄が抱える観光

資源の活用、歩行者にやさしい交通インフラの整備及び地域住民の生活向上などの諸

課題において非常に参考になりました。 

 

○跡地利用にかかる関連市町村との合同での視察研修を企画・実施していただき、大変

ありがとうございました。また継続して実施していただけると有難いです。 
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７-４ 視察研修会動画の制作 

１ 制作の目的 

視察研修会の動画については、今後の取組への参考とするための記録として制作し

た。制作した動画については、今後の市町村支援業務において実施する各種会議での

紹介等を通じ、視察に参加できなかった市町村担当者に共有し、各市町村等の今後の

取組の参考としていただくことを想定している。 
 

２ 動画の構成 

視察動画の構成は以下のとおりである。 
 

(1) うめきたプロジェクト（大阪府大阪市北区） 

①独立行政法人都市再生機構西日本支社 うめきた都市再生事務所による講義・意見

交換等の様子 
②現地視察の様子 
 

(2) 姫路駅周辺（兵庫県姫路市） 

①兵庫県姫路市役所 観光経済局、都市局による講義・意見交換等の様子 
②現地視察の様子 
 

(3) 参加者の感想 
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第８章 その他の支援事業 

８-１ 広報普及活動 

１ 跡地利用の推進（パンフレット）の更新 

跡地利用の実現に向けた取組を広く周知するため、「跡地利用の推進（パンフレット）」

を更新した。 

 

２ 跡地カルテの更新 

年 2 回実施している跡地関係市町村個別ヒアリングを踏まえて作成されている「跡地

カルテ」を更新した。 

「跡地カルテ」は 14 市町村を個別訪問（一部の市町村についてはオンライン又は書

面）し、そのヒアリング結果を基に更新した。 

 

３ 返還跡地・返還合意施設ガイドの更新 

令和４年度に更新された「返還跡地・返還合意施設ガイド」について、各跡地・施設

の情報を跡地関係市町村個別ヒアリングの結果を基に更新した。 

 

４ 関係機関への情報提供 

令和７年度に行った「跡地利用推進懇談会」、「跡地利用推進セミナー」、「跡地利用推

進視察研修会」等の各活動の他、アドバイザー、コンサルタント、プロジェクト・マネ

ージャーの専門家の派遣状況等の資料を作成した。また、沖縄総合事務局ホームページ

（http://atochi.ogb.go.jp/）の「跡地利用の推進」にて公開している市町村支援業務

のコンテンツデータを更新した。 

 

http://atochi.ogb.go.jp/
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８-２ 関係情報の整理 

駐留軍用地の跡地利用に関係する関係資料等として、令和７年度の沖縄振興特別推進

交付金（一括交付金）による跡地関係調査の実績を整理した。 

 

番号 
交付対象事業等の

名称 
交付対象事業等の概要 機関名 

1 
大規模駐留軍用地

跡地利用推進費 

普天間飛行場等駐留軍用地跡地の円滑な利用を図るため、

返還前の早期の段階で跡地利用計画の策定等に向けた調

査・検討を行う。 

沖縄県 

2 

未来に羽ばたく臨

港型都市再開発事

業 

返還後の土地活用を円滑に進めるための跡地利用計画の

策定に向け、計画策定のための条件、課題、手続等の整理、

資料の策定や各種調査等を行うとともに、地権者等との合

意形成を図る。 

那覇市 

3 

普天間飛行場跡地

利用計画策定事業

（地権者意向調査） 

普天間飛行場の跡地利用推進のため、関係地権者や市民の

合意形成に向け、情報提供や意向把握等の調査を行う。ま

た、地権者等によって構成される「若手の会」の活動を支

援し、合意形成についての取り組みを行う。 

宜野湾市 

4 

普天間飛行場跡地

利用計画策定事業

（共同調査） 

宜野湾市と沖縄県が平成 19 年５月に策定した「行動計画」

に基づき、跡地利用の骨格に係る分野別計画の検討と、市

民・県民・地権者等に対して情報発信を行い、普天間飛行

場跡地利用計画に反映させる。 

宜野湾市 

5 

牧港補給地区地権

者合意形成促進事

業 

牧港補給地区返還後の跡地利用の円滑な推進を図るため、

地主会若手組織による勉強会等の支援また市民向けのイ

ベント等を開催することにより、地主・市民と行政の連携

を強化する。 

浦添市 

6 

キャンプ瑞慶覧返

還地区等跡地利用

推進事業 

キャンプ瑞慶覧ロウワー・プラザ住宅地区の跡地利用を推

進するため、跡地利用整備計画推進支援事業を行う。 
沖縄市 

7 

読谷補助飛行場跡

地「大木地区」崖地

対策事業 

読谷補助飛行場跡地（大木地区）の土地利活用を促進する

ため、区画整理地と境界が隣接する崖地法面の整備を行

う。 

読谷村 

8 

楚辺通信所跡地シ

ムクガマ戦跡・カー

森広場整備事業 

悲惨な戦争を引き継ぐとともに、ガマという特徴的な事前

資源を保全し、均衡のとれた整備・保全により、戦跡・平

和学習を核とした総合的な学習の場として新たな観光地

づくりを図る。 

読谷村 

9 

読谷村駐留軍用地

跡地廃棄物処理事

業 

読谷村駐留軍用地跡地（瀬名波通信施設）において、県営

土地改良事業の工事を実施しているが廃棄物が発見され

返還跡地利用が阻害されている。そのため、廃棄物処理を

迅速に行うことで返還跡地利用を図る。 

読谷村 

10 

瀬名波通信施設跡

地（非農用地）利用

推進事業 

瀬名波通信施設跡地（非農用地）の土地利用を促進するた

め、非農用地の開発許可申請手続きを行う。 
読谷村 

11 
北谷城跡活用促進

事業 

駐留軍用地跡地に所在する国指定史跡「北谷城跡」の公開

活用を促進するため、課題の整理や各種調査を実施する。 
北谷町 



第８章 その他の支援事業 

149 

 

番号 
交付対象事業等の

名称 
交付対象事業等の概要 機関名 

12 跡地利用推進事業 

今後返還が予定される駐留軍用地の有効かつ適切な跡地

利用計画策定に向けた跡地利用推進調査及び説明会等を

実施する。 

北谷町 

13 

キャンプ瑞慶覧返

還地区等跡地利用

推進事業 

キャンプ瑞慶覧ロウワー・プラザ住宅地区の跡地利用を推

進するため、土地利用計画(案)の検討を行う。 
北中城村 

14 
喜舎場住宅地区跡

地利用推進事業 

キャンプ瑞慶覧喜舎場住宅地区の跡地利用を推進するた

め、返還予定区域の跡地利用の検討を行う。 
北中城村 

（出典：沖縄県 HP「令和 7 年度沖縄振興特別推進交付金事業計画」、「沖縄振興特別推進市町村交付金」より抜粋） 
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第９章 令和７年度のまとめ 

まとめ 

１ 跡地関係市町村の検討課題の把握等 

関係市町村における返還跡地等利活用の取組状況及びその検討課題等を把握するた

め、関係する市町村を対象に個別訪問を実施、加えて一部の市町村についてはオンライ

ン Web 会議又は書面等による確認により、跡地利用の取組状況や現時点の課題等につい

ての意見交換を行った。 

また、一部の市町村においては、返還跡地等における埋蔵文化財調査の課題を把握す

るため、文化財調査の担当部署との意見交換も行った。 

なお、意見交換では、市町村支援事業の支援メニュー（アドバイザー派遣等）に関し

ての要望等について意見交換を実施し、支援メニューや情報提供のテーマを検討する際

の参考にすることとした。 

本事業の効果的な実施と、各種支援策の柔軟な検討を継続していくため、今後も対象

市町村の個別訪問を実施し、その取組における検討課題を把握するとともに、関係市町

村共通の課題・意見を抽出し、調査・検討を行い、把握した内容及び調査・検討した内

容に応じた専門家の派遣及び記録として「跡地カルテ」に反映させることが必要となる。   



駐留軍用地跡地利用に関する市町村支援業務 

152 

２ 駐留軍用地跡地利用推進懇談会 

推進懇談会は、関係市町村ごとに異なる課題について意見交換し、跡地利用を推進す

る際の留意点及び新たな支援方法を検討し、その内容を取りまとめ、情報提供すること

で、関係市町村の跡地利用計画策定等に資することを目的として開催している。 

関係市町村においては、跡地利用計画の策定段階や、実際に事業着手する際にも様々

な課題があり、跡地利用が予定どおり進捗しない場合がある。「推進懇談会」において

は、これらの課題に対する適切なアドバイスが求められている。 

今年度は１回開催し、「跡地利用に関する動向」及び「令和７年度の取組み内容」を

報告し、以下のとおり「令和８年度の取組方針」について説明の上、意見交換を行った。

また、「今後の跡地利用に関する取組みについて」と題して、意見交換を行った。 

＜次年度の取組み方針＞ 

1 基本方針 

令和７年度の実施施策を維持しつつ、跡地利用特措法の下、関係市町村とコミュニ

ケーションを密に図り、内閣府本府を始めとする関係機関とも連携して市町村支援事

業に取り組む。近年市町村等からのコンサルタント派遣需要が増加しており、令和８

年度においても更なる増加が見込まれることから、コンサルタントを始めとする専門

家派遣をより重点的に実施することとする。 

2 個別・具体的取組 

(1) 跡地関係市町村の意見・課題の把握 

関係市町村毎に跡地利用対策課職員を割当て、各市町村の状況把握に努める。具体

的には、年２回（上期・下期各１回）の関係市町村個別ヒアリングを実施し、取組状

況、課題、支援要望の把握に努める。 

(2) アドバイザー等派遣 

関係市町村等からの要請に応じて、内容を精査のうえ、迅速に派遣する。 

(3) 跡地関係市町村連絡会議 

前年度の事業報告と今年度の事業計画に対する意見交換を目的に年度当初に１回

開催する。 

(4) 跡地利用推進セミナー 

関係市町村職員及び地権者等を対象に、跡地利用計画に必要な基礎知識（土地区画

整理事業の仕組みなど）を身につける研修的な位置づけとして開催する。 

(5) 駐留軍用地跡地利用推進懇談会 

令和８年度の跡地利用対策課の取組結果をご報告し、取組内容及び次年度（令和９

年度）以降の業務取組方針等についてアドバイスを頂く。 
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３ 跡地関係市町村連絡会議 

連絡会議は、年度当初に関係市町村において跡地利用の実務に携わっている担当者を

対象として、本業務内容の実績報告や本年度実施計画等について情報提供及び意見交換

を実施することで担当者間の連携強化を図ることを目的に１回開催した。 

主な意見交換の内容としては、専門家等の派遣で行われたアドバイス等により、跡地

利用計画の策定や地権者の合意形成等をスムーズに推進することができたとの報告等

があった。また、３つのグループに分かれて実施した座談会では、取組状況や課題、解

決策のアイデアを情報共有することにより、関係市町村間の連携強化に繋がった。 

今後も、それぞれの跡地利用に向けた取組や課題等が関係市町村間で情報共有できる

ことから、関係市町村の担当者が一堂に会する場を設けることは重要である。 
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４ 跡地利用推進セミナー 

推進セミナーは、関係市町村担当者及び地権者等を対象に、専門家等による県内外の

まちづくりの事例紹介や土地区画整理事業の仕組みなどについて、跡地利用計画に資す

る基礎的知識の共有を目的に１回開催した。なお、今回は会場及びオンライン配信によ

るハイブリッド形式で開催した。 

セミナーのテーマは「駐留軍用地跡地でのまちづくりの実現に向けて」とし、第一部

ではこれまでに様々な開発や公共政策に携わってきた講師によるプロジェクトの進め

方、留意点、計画検討の助言、さらに駐留軍用地跡地の新たな可能性等について講義を

行った。 

第二部では今後の跡地利用のモデル事例として、沖縄健康医療拠点の整備が進められ、

令和７年その中核となる琉球大学病院及び同大医学部が開院・開学した「キャンプ瑞慶

覧西普天間住宅地区」における跡地利用の経緯や取組について宜野湾市からの紹介、お

よび跡地利用を行うに当たっての市町村の課題の一つである合意形成を効果的に進め

る支援ツールとしての VR の活用について概要や事例等の紹介を実施した。その後、各

自治体に対してセミナー開催前に事前アンケートを実施し集めた質問事項等をもとに、

登壇者と市町村等の参加者との意見交換会を実施した。 

セミナー参加者からの主な意見・要望等としては、以下のものがあった。 

・地主が関心のある土地買収単価、区画整理評価（想定減歩率）を分かり易く明示

することが肝。地主に理解いただく事が重要と理解。また、フェーズフリーの考

え方（住人の満足度、災害対策）無駄の排除を意識する。 

・西普天間における先行モデルが確認出来たことで、今後の情報交換先として連携

を図りたい。 

・VR が全世代の方を対象に合意形成をスピード感を持って対応する際に有効と感じ

た。 

・本日の講義で得た新しい視点を持って、跡地利用計画を策定する場で意見を述べ

たいと思う。 

全国の事例や制度の紹介など行政の担当者として必要な視点と、実際にまちづくりに

携わった専門家からの視点による講義、県内における先進事例の紹介等を通じて、参加

者に多くの気づきを与えるセミナー内容となった。また、駐留軍用地跡地の規模に関わ

らず、どの地区でも取り入れることが可能な VR を活用した合意形成についても学べる

良い機会になったと思われる。参加者からも好意的な意見を得られたことから、今後も

継続していくことが重要である。 
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５ アドバイザー等専門家の派遣等 

(1) アドバイザー派遣 

アドバイザーを以下のとおり派遣した。 

1)浦添市 

県民フォーラムでの VR 体験会の実施にあたり、VR 機器の調達及び操作に関する

技術的な支援及び、体験者への VR 操作のレクチャーを実施するため 1 回派遣した。 

（派遣に対する意見・課題等） 

浦添市 

・本アドバイザーには、ＶＲの設置・使用方法、跡地利用の説

明など、専門的な内容について、県民にわかりやすく、丁寧

に対応していただいた。今後も、本事業を活用し、牧港補給

地区の跡地利用に向けた取り組みの推進に努めたい。 

アドバイザー 

・より多くの市民、地権者、関係者の方々に対して、今回のよ

うなＶＲ体験会等を活用し、跡地利用に関する検討内容を周

知する機会を継続して多数設けていく必要がある。今回の体

験会の参加者からは、わかりやすかったという声や、具体の

検討内容に関する質問等を頂き、興味関心が高まったことを

実感した。 

 

2)沖縄県 

先行取得に関する地権者向け説明会での個別相談会（宜野湾市と共同開催）にて

相続問題、共有者の問題等の相談に対応するために、司法書士（5 人）を 1 回派遣

した。 

（派遣に対する意見・課題等） 

沖縄県 
・専門家からの地権者向け助言は、他の軍用地にも活用できる

と感じたので横展開は有効だと思う。 

アドバイザー ・特になし。 

 

 

アドバイザー派遣は、今後も継続することが求められており、かつ、アドバイザーの

指導・助言は、他の跡地関係市町村へも共有情報として発信していることから、今後の

跡地利用の参考となるため、今後も継続していくことが重要である。   



駐留軍用地跡地利用に関する市町村支援業務 

156 

(2) コンサルタント派遣 

コンサルタントを以下のとおり派遣した。 

1)恩納村（1 回） 

恩納通信所跡地の返還跡地利用基本構想の住宅エリアについて、これまでの土地

の利活用に向けた複数の調査業務等の概要版及び成果を要約したパンフレット等

の作成を行った。 

（派遣に対する意見・課題等） 

恩納村 

・今回のコンサルタント派遣によって、これまで返還跡地の住

宅エリア周辺で実施した複数の調査・検討業務の成果等を概

要版に集約することができた。 

また、パンフレットの作成によって、返還跡地の経緯、基

本構想、既存調査・検討業務の成果、検討委員会の答申等が

要点整理された。 

コンサルタント 

・住宅規模や事業スキーム（簡易 PPP 等）の具体化を進める必

要がある。また、民間事業者の参画を促進するため、固定資

産税の免除等を含む助成制度の検討が課題である。 

 

2)沖縄市/北中城村（1 回） 

ロウワー・プラザ住宅地区において、まちづくりに関する前提条件を整理し、ま

ちづくりパートナー選定に関する検討及び沖縄市・北中城村組合設立準備会との合

同会議の開催を行った。 

（派遣に対する意見・課題等） 

沖縄市/北中城村 

（沖縄市） 

・今回のコンサルタント派遣では、跡地利用計画の経緯や市村

の上位計画におけるまちづくりの前提条件整理等を行い、ま

ちづくりパートナー選定の募集要項（案）の作成を行った。 

本募集要項（案）を基に、準備会において要項を作成し、

公募を開始している。 

本市としても、継続した地権者支援活動を実施することが

でき、跡地利用を円滑に進める上で大きな支援となっている。 

（北中城村） 

・今回、本制度を活用し、組合設立準備会へまちづくリパート

ナー選定の募集要項(案)及び様式(案)の作成支援を行うこと

で、市と村、準備会が連携した円滑な跡地利用の推進の一助

となった。 

コンサルタント 
・「まちづくりパートナー」の決定後、両輪となって事業を推進

する「業務代行予定者」を募集することが想定されるが、募
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集にあたっての前提条件の整理、公募の時期や要項の作成が

課題となる。 

 

3)北中城村（1 回） 

喜舎場住宅地区において、インターチェンジの機能及び利便性の向上、公共施設

集約の可能性など、跡地利用の有効活用に向けた基本方針の検討を行った。 

（派遣に対する意見・課題等） 

北中城村 

・喜舎場スマートインターチェンジ周辺では、「令和 6 年度キャ

ンプ瑞慶覧喜舎場住宅地区跡地利用検討業務」等の過年度の

検討結果を踏まえ、インターチェンジの機能拡充や、公共施

設集約の可能性を含む跡地利用の方向性について検討を進め

ている。今回、本制度を活用し、返還予定区域に配置すべき

施設機能の整理を行うことで、跡地利用方針の検討の一助と

なった。 

コンサルタント ・返還時期や関連計画等の動向を踏まえた機能導入の具体化。 

 

4)宜野湾市（6 回） 

キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）において、返還時からの経年変化を映像記

録として撮影し、返還からこれまでの軌跡を辿った動画を作成した。また、広報誌

（パンフレット）の更新及び文化財リーフレットの作成を行った。 

普天間飛行場において、土地の先行取得についての地権者向けパンフレットの作

成、登記情報を整理した上で課題の抽出、権利者意向調査の基礎資料の作成、文化

財調査迅速化のため GIS 活用検討にむけた調査結果のデジタル化作業等及び文化財

調査実施の判断基準の策定を行った。 

（派遣に対する意見・課題等） 

宜野湾市 

（映像記録及び動画作成） 

（広報誌更新及び文化財リーフレット作成） 

・様々な事案に活用でき、専門の知見を有したコンサルタント

等に対応いただけるため、大変有り難い制度であり、今後も

継続をお願いしたい。 

（土地の先行取得パンフレット作成） 

（権利者意向調査の基礎資料作成） 

・様々な事案に対して柔軟に対応が可能であり、非常に使いや

すい制度である。今後も継続をお願いしたい。 

（GIS 活用に向けたデジタル化） 

・GIS を活用することによって、普天間飛行場における文化財調

査を迅速あるいは円滑に行うことが可能かどうかの検討・実
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証方法を提案していただいた。加えて、提案のあった方法で

検討・実証するためのプロセスや必要な資料等について説明

を受けた。 

（文化財調査判断基準策定） 

・GIS の活用に関して、跡地利用計画に沿って普天間飛行場にお

ける文化財調査を効率的あるいは効果的に行うための１つの

手段として、「試掘坑の評価」を提案していただき、これを具

体化するためのプロセスや今後必要となる資料、その資料を

評価する仕組みなどの説明を受けた。なお、成果品として現

時点での試掘坑評価表と、その説明資料の納品があった。こ

れらは、次年度以降沖縄県教育委員会とも内容を共有し、次

の段階に向けて評価基準を固めたい。 

コンサルタント 

（映像記録及び動画作成） 

・特になし。 

（広報誌更新及び文化財リーフレット作成） 

・広報誌を活用した地権者をはじめ市民や関係者の機運醸成 

（土地の先行取得パンフレット作成） 

・パンフレットを活用した土地の先行取得事業の推進 

（権利者意向調査の基礎資料作成） 

・当該業務では登記簿調査のみ実施しているため、権利者状況

の判別ができていない。住民票調査を実施し、権利者情報の

確度を上げていく必要がある。 

（GIS 活用に向けたデジタル化） 

・広域での実証実験の実施。 

（文化財調査判断基準策定） 

・近代集落に関わる遺跡について地形・地物の係数化による再

評価。過年度試掘結果を使用した実証実験。 

 

5)浦添市（2 回） 

地権者組織において先進地視察を検討する中で、視察先の選定や現地講師との調

整等、視察の企画・運営の支援を行った。 

また、牧港補給地区内において、・生成 AI を活用した「これまでにない新たなま

ちの将来像」を導き出すために、AI 活用に関するワークショップを開催し、地権者

の合意形成を促進する将来像のイメージや検討資料の作成を行った。 

（派遣に対する意見・課題等） 

浦添市 

（先進地視察） 

・視察先の選定、視察行程の検討、座学の実施など、コンサル

タントの専門性を発揮していただき、実のある視察を実施す
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ることができた。また、視察の実施に向けて、資料作成や事

前勉強会、視察先との調整、当日の種々の手配、結果とりま

とめなど、丁寧にご対応いただいた。 

（AI 活用） 

・生成 AI を活用し、意見整理の方法やイメージ図の作成を勉強

会の中でわかりやすく実践していただいた（当日の派遣技術

者４名）。また、勉強会の準備に向けて、資料作成や生成 AI

のソフト準備、事前テスト、打合せ、とりまとめなど、丁寧

に対応いただいた。 

コンサルタント 

（先進地視察） 

・牧港補給地区地権者合意形成促進を考えていく際、地権者が

知見を深めるために、今後も継続的な地権者等との事例視察

が必要と考えられる。 

（AI 活用） 

・牧港補給地区地権者合意形成促進を考えていく際、地権者の

意見を跡地利用計画に反映させることで、今後も継続的な地

権者の合意形成に活かしていく事が必要と考えられる。 

 

6)沖縄県（1 回） 

「戦後 80 周年祈念事業跡地利用県民フォーラム及びパネル展」開催の周知のた

めのポスター及びチラシのデザインの作成を行った。 

（派遣に対する意見・課題等） 

沖縄県 

・跡地に関する県民フォーラムの開催にあたり、多くの県民等

に周知する広報ポスター・チラシ作成のため、本事業により

派遣されたアドバイザーからポスター等のデザインについて

助言をいただいた。来場に繋がるポスター等デザイン作成に

ついて知見がないことから、アドバイザーによる助言は非常

に有効であった。 

コンサルタント ・特になし。 

 

 

コンサルタント派遣は、関係市町村が行う跡地利用計画の事業化の前の基礎的な調査、

事業推進段階での追加検討事項に対する調査・資料作成等に活用されており、今後も継

続していくよう要望されている。 
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(3) プロジェクト・マネージャー派遣 

プロジェクト・マネージャーは、恩納村、沖縄市、北中城村、宜野湾市（まち未来課

及び文化課）へそれぞれ 1 名派遣した。 

1)恩納村 

恩納通信所跡地に計画されている「恩納通信所跡地リゾート計画」及び隣接する

万座毛周辺の整備を含めた村の施策について、派遣先である恩納村役場内各部署と

の調整、リゾート計画推進に向けた関係機関や地主会、開発事業者等との対外的な

各種調整、跡地利用計画及び地権者合意形成への助言等を行った。 

（派遣に対する意見・課題等） 

恩納村 

・プロジェクト・マネージャーから住宅エリアの推進にあたり、

これまで住宅エリア周辺で実施した複数の調査・検討業務の

成果等をまとめた概要版、要点を整理したパンフレットの整

備が必要との助言を頂き、コンサルタント派遣を活用しパン

フレット、概要版を作成することができた。今後は作成した

パンフレットを用い住宅エリアの推進に活用していきたい。 

プロジェクト・ 

マネージャー 

・返還地における未利用地の開発事業促進（令和８年度用域変

更による上物誘導）の取り組み。既返還地（集落エリア）に

おける定住促進事業。 

 

2)沖縄市 

キャンプ瑞慶覧（ロウワー・プラザ住宅地区）において、多くの課題がある中で、

円滑な跡地利用を図るために返還前の早い段階から多岐に渡る関係機関、地権者会

等との協議・調整を円滑に進めるための助言等を行った。 

（派遣に対する意見・課題等） 

沖縄市 

・当地区は行政界及び都市計画区域跨ぎをはじめ、多くの課題

があることから、返還前の早い段階から国、県、防衛局等と

の調整が必要になる。派遣期間中はこれら関係機関調整や土

地利用計画の検討等、跡地利用に関する幅広い助言を頂き、

本事業の推進にご支援頂いた。 

プロジェクト・ 

マネージャー 

・準備組合における「まちづくりパートナー」優先交渉権企業

との意見交換と今後の取り組み。交通関連調整（国、県、NEXCO、

バス協会）等との調整。 

 

3)北中城村 

キャンプ瑞慶覧（喜舎場住宅地区）において、小規模土地開発における有効性の

高い土地利用検討について、実現性のある事業手法の検討や返還時期を想定した整

備スケジュール、土地利用計画等の作成について助言し、跡地利用検討における
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様々な課題の解決に向けた関係部署との協議、調整の支援等を行った。 

（派遣に対する意見・課題等） 

北中城村 ・特になし。 

プロジェクト・ 

マネージャー 

・関係機関との協議。利害関係者の合意形成に向けた取り組み。 

 

4)宜野湾市（教育委員会文化課） 

平成 25 年度から継続して予備調査や緊急発掘調査を行っている西普天間住宅地

区、普天間飛行場及び文化財保存整備事業を計画しているインダストリアル・コリ

ドー地区において、緊急発掘調査・試掘調査の指導及び今後の文化財保存整備事業

についての助言等を行った。 

（派遣に対する意見・課題等） 

宜野湾市 

・原課に席を設けて一緒に業務に取り組んでいただけるため、

実情に合う具体的なアドバイスをいただけている。次年度も

引き続き派遣をお願いしたい。 

プロジェクト・ 

マネージャー 

・普天間飛行場内への立入に関する関係機関との調整と調査進

展の効率化。 

・西普天間住宅地区の歴史の道の国史跡への具申書提出に向け

た取組み。 

・インダストリアル・コリドー地区の文化財調査における調査

方法の取組み。 

 

5)宜野湾市（基地政策部まち未来課） 

今後大きなまとまりで返還が予定されている普天間飛行場について、跡地利用の

推進にあたり、地権者、市民をはじめ多岐に渡る関係者・機関との調整を進めなが

ら地権者の合意形成を行う必要があることから、調整を円滑に進めるための助言等

を行った。 

（派遣に対する意見・課題等） 

宜野湾市 

・地権者合意形成業務にて、跡地利用に関する幅広く専門的な

知識を有するプロジェクト・マネージャーと共に、関係機関

及び地権者会等との協議・調整を円滑に進めることができた。

次年度も引き続き、プロジェクト・マネージャーの派遣をお

願いしたい。 

プロジェクト・ 

マネージャー 

・若手の会再構築検討会議を開催できるようになったので、更

に回数を重ね、会則作りを題材に長期間継続させる必要性に

ついて自覚を持つよう誘導する。 
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プロジェクト・マネージャー派遣は、関係市町村が行う跡地利用を推進していくため

の総括的なアドバイスが求められており、地権者や関係機関等との協議・調整を円滑に

進め、返還跡地及び返還合意施設の跡地利用を推進するため、今後も継続していくよう

要望されている。 

また、今後プロジェクト・マネージャーの需要増が見込まれることから、人材の確保

等について検討する必要がある。 
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６ 跡地利用推進視察研修会 

基地跡地利用に関する業務推進のため、地域の特性を生かした施策を展開している県

外先進自治体等の取り組みについて、現地担当者による講義、意見交換及び視察を行い、

跡地利用関係市町村職員の視野拡大と知識向上を図り、跡地利用推進に関するスキルア

ップ及び関係市町村間のコミュニケーション構築を目的に開催した。 

視察先としては、大阪府大阪市北区の「うめきたプロジェクト」において、都心の中

の公園整備や民間活力の活用のあり方について、また、兵庫県姫路市の「姫路駅周辺」

おいて、ウォーカブル空間のあり方について、それぞれ現地視察等を行った。 

また、今後の取組への参考とするための記録として視察研修会の様子を撮影し、動画

を作成した。 

視察を通して、跡地利用関係市町村職員の視野拡大と知識向上、跡地利用推進に関す

るスキルアップ及び関係市町村間のコミュニケーション構築が図られ、有意義な視察研

修会となった。  



駐留軍用地跡地利用に関する市町村支援業務 

164 

７ その他の支援事業 

(1) 広報普及活動と関係情報の整理 

跡地利用に関する広報普及活動と関係情報の整理は、跡地利用の実現に向けた取組を

広く周知すること、跡地間の連携や各地区状況の共有化の面で重要であることから、「跡

地利用の推進（パンフレット）」、「跡地カルテ」、「返還跡地・返還合意施設ガイド」及

びホームページコンテンツの更新等を行った。 

また、跡地利用に関係する情報の整理として、令和７年度の沖縄振興特別推進交付金

（一括交付金）による跡地関係調査の実績を整理した。 

今後も日常的な情報収集と整理を進めるとともに、広報普及活動を行うことが必要で

ある。 

 



  


